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１．背景 
 
(1) 我が国における「歴史地区」 
我が国には、現代の都市が形成される以前の時代に固有な地形、建造物、町割り、景観、遺跡、
産業、文化等の有形無形の文化遺産が残存し、これらを中心とする歴史的な風情・情緒・たたず
まいが評価されて景勝地、観光地となったりしている都市がある。本論ではこれを「歴史都市」
と呼び、歴史都市のうち文化遺産が集積した既成市街地を「歴史地区」と呼ぶこととする。歴史
地区には、「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律」（以下「歴史まちづくり法」
と略称）第 1 条に定義する「歴史的風致」(1)が維持されている地区も含まれるものとする。 
 
(2) 歴史地区としての城下町の特性 
江戸時代を中心とする近世に着目すると、小野は「近世都市をその組織中枢の如何によって類
別するならば、大体に於て城下町・港湾都市・門前町・宿駅の四種に分かたれ、従って都市計画
も四様式に分類される。」1)と整理した。これらの都市は概ね現代日本の都市の原型であり、近世
以前の文化遺産を有する歴史都市となっているものがある。 
このうち、城下町における寺院は「寺院の持つ大建築と広濶なる境内の軍事的意義は見逃すべ
からざるものである。従って城下建設者は城下防禦の軍事的見地に立って、寺院配置を実施した。
この配置は集団的様式か、或いは散在的様式によって行われた。」2)とされ、寺院が集団的に配置
された「寺町」と言われる土地利用が生まれている。また、武家屋敷については「近世社会は武
家階級を上層とし、農工商の区別を厳にする階級制度の確立
の上に保持されたもの」であり「侍の居住地域と商工業者の
居住地域とは厳然と区分され、その混居は禁止」3)された結
果、「武家地」と言われる純然たる集団が形成されている（図
序-1）。 
このような形成過程を経て成立した寺院群や武家地は、そ
の後の政治体制の変化や地震、大火、戦災等の災害により変
化したり消失したりしてきているが、地域によってはその一
部でも集団の形態を維持したまま今日に継承されている可
能性がある。 
 
(3) 歴史地区の緑の特性 
都市の緑は、2007 年の国土交通省の審議会答申 5)によると
「うるおいのある生活環境の形成」、「スポーツ・レクリエーション、自然とのふれあいの場の形
成」、「地球温暖化等の防止」、「野生生物の生息・生育環境の確保」、「都市・地域の防災性の向上」、
「地域に固有の美しい風景・景観、歴史・風土、芸術・文化の形成」のような機能を有している
と報告されている。 
歴史地区における緑は、点景や背景等となって趣や味わいをもたらしている。とりわけ緑の一
種である社寺林、屋敷林、庭園は、良好な自然的環境の一つとして歴史的風致を構成する要素の
一つとなっている 6)。 
しかしながら、市街地における民有地敷地内の樹林は、建築物の改修や所有者の土地利用の見
図序-1 城下町模式図 4) 
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直し等によって失われていく現状にあり 7)、歴史地区の市街地の民有地敷地内の樹林についても
同様に失われつつある可能性がある。 
 
(4) 歴史地区が火災に強い構造となるために ―民有緑地の可能性― 
歴史地区の中には、過去の戦災や大火等の災害を免れた木造の建造物が密集しているものがあ
る。このような市街地は、関東大震災や阪神・淡路大震災にみられるような同時多発火災をはじ
めとする火災が発生すると広範囲に延焼し、市街地内に分布する文化財や歴史を想起させる景観
を滅失させる恐れがある。しかしながら、密集市街地の防災対策に一般的に用いられる建築物の
不燃化は、木造の歴史的建造物を改変させたり消失させたりすることにつながりかねないことか
ら、歴史的風致の維持のためには必ずしも適切でない。このような歴史地区では不燃化に代わる
対策を積み重ねる必要がある。 
都市の緑は、後述するように過去の大震火災時等に多くの生命や財産を守ったことが記録され
ている。歴史地区の樹林は、その規模や形態によっては一定の防火性能が存在し、歴史的風致を
維持すると同時に建築物の不燃化に代わる防災対策の一つとして活用することができると考えら
れる。 
寺院群や武家地跡の敷地は現代においてもゆとりがあり、社寺林、屋敷林、庭園が配置されて
いる。さらに個々に防火性能を有するこれらの土地が集団となれば、都市計画レベルのより広範
囲の延焼遮断機能を期待し得る。このように集団となっている樹林の防火性能を重視した都市構
造づくりを進めることは、歴史地区を歴史的風致保全と市街地防火の両面から守る面で効果があ
ると考えられる。 
このような社寺林、屋敷林、庭園は、公有地化されて公開されているものを除けば民有の緑地
である。民有緑地を保全する国の制度は、都市計画法や都市緑地法等の整備に伴い多くのメニュ
ーが提供されている。特に大震火災時の避難地・避難路に資する公共空地は、防災公園制度によ
り都市公園として整備が進められているが、政府の都市計画中央審議会は1980年に「特に近年、
都市の防災性を向上するため大震火災時において避難地又は避難路となる都市公園の整備と併せ
て都市防災の機能を持つ緑地の確保が急務とされている。」と答申したように8)、民有緑地の防災
機能も注目されている。しかし、地方公共団体が民有緑地を歴史的風致保全と市街地防火を組み
合わせた目的で国の制度を活用して保全している例は、まだほとんど見られない。 
 
(5) 歴史まちづくり法の制定 
歴史まちづくり法は、2008年1月開会の第169回通常国会に政府提案され、衆参両院の審議を経
て同5月16日に全会一致で可決成立、同23日に公布、同11月4日に施行された。第1条に規定され
た目的は、「地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴
史上価値の高い建造物及びその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境
（以下「歴史的風致」という。）の維持及び向上を図るため、（中略）措置を講ずることにより、
個性豊かな地域社会の実現を図り、もって都市の健全な発展及び文化の向上に寄与することを目
的とする。」である。その「措置」は、第5条の規定に基づき市町村が策定する「歴史的風致維持
向上計画」（以下「維持向上計画」と略称）を国が認定し、認定された維持向上計画に基づく取組
みを、事業、法令の特例措置、景観法その他関連する制度との連携等によって支援していくもの
である。認定市町村数は2013年3月末現在、35に達している。 
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歴史的風致を維持及び向上するためには、大震火災対策をはじめとする防災の視点からの方策
が求められている。このため、主務省庁が策定した「地域における歴史的風致の維持及び向上に
関する法律運用指針」（以下「歴史まちづくり法運用指針」と略称）において、維持向上計画には
防災に関する事項を記載することとされている。 
 
２．目的と意義 
 
そこで本論は、次に列挙する項目を目的とする。 
(1) 全国の旧城下町等の市街地にみられる寺院群や武家地跡における社寺林、屋敷林、庭園に着
目して、歴史的風致と市街地防火に資する樹林を選定し、空中写真により現状と過去からの変
化を明らかにする。 
(2) 選定した地区の形態及び規模の特徴と防火性能との関係を明らかにする。また、樹林に対す
る市区町村の景観・防火機能に対する評価、樹林が保全されている理由認識、現在直面してい
る課題認識を明らかにする。 
(3) 歴史まちづくり法運用指針における「防災」に込められた火災予防の意図を、その成立過程
の議論を詳細に分析することを通して明らかにする。また、期待される火災予防対策を市町村
が維持向上計画に位置付けていく上での課題を明らかにする。 
(4) 歴史地区の民有緑地を保全する国の制度について、歴史的風致保全と市街地防火を目的とし
た場合の適性について比較評価する。評価の高い制度は活用の現状を把握し、地方分権と身近
な緑地への対応について明らかにする。 
(5) 調査分析結果に基づく歴史地区の樹林保全活動の仕組みについて考察する。 
 
以上を目的とした研究を行うことにより、 
a) 歴史地区の民有の緑の延焼遮断帯としての機能が明らかになり、歴史的風致保全と市街地防火
の両面から評価され、所有者、地域住民、行政の協働により的確かつ永続的に保全されること 
b) 歴史地区の民有緑地を保全する国の関連制度の改善が進み、地方公共団体の活用可能性が一層
拡がること 
が促進されることによって、本論が歴史地区の歴史的風致保全と市街地の安全性の向上に貢献す
ることを期待する。 
 
３．用語の定義 
 
歴史地区における「緑」については複数の表記を用いているが、使い分けは次のとおりである。
「緑」は、植物、植物が生育している土地、植物のある風情など感覚的なものを含めた総称とし
て用いる。「緑地」は、都市緑地法第 3 条第 1 項(2)に規定されている用語で、本論では法律用語と
して用いる。｢樹木｣、「樹林」はそれぞれ、「緑」のうちの樹木及びその集団に限定するときに用
いる。 
歴史的な風情・情緒・たたずまいを表す用語として、「歴史的風致」と「歴史的景観」を使い分
ける。「歴史的風致」は、１．(5) に示したように歴史まちづくり法第 1 条に規定されている用語
である。「歴史的景観」は、景観が歴史的であるという限定的な意味で使用し、概念的には「歴史
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的風致」に含まれる。また、第２章及び第３章第３節で行った市区町村に対する調査においては、
本来「歴史的風致」を用いるべきところであるが、歴史まちづくり法の制定から期間が浅く各市
区町村の担当者に十分浸透していない可能性があることを考慮し、「歴史的景観」を用いている。 
 
４．本論の位置付け 
 
本論は、２．に示す目的に応じて、各々以下のような位置付けにある。 
 
(1) 全国の旧城下町等の市街地にみられる寺院群や武家地跡における社寺林、屋敷林、庭園に着
目した歴史的風致と市街地防火に資する樹林の選定、空中写真による現状と過去からの変化 
都市において民有緑地が消失する原因は、緑地保全を目的とした法制度や条例等の指定解除が
行われた民有緑地については、相続発生を契機とするもの、開発や土地有効利用によるもの、維
持管理が負担の 3 点に整理されている 9)。しかし、民有緑地は大半が首都圏のものであり、地目
が寺院群や武家地跡の敷地に相当する「境内地」や「宅地」ではなく「山林」のものが約 3/4 を
占めており、全国的な歴史地区の市街地の民有地敷地内の樹林を対象としたものではない。 
寺院については、東京都の寺院へのアンケート調査から、多くの寺院が墓地の移転や拡張など
を行い、その敷地を更新してきたという研究 10)、金沢市寺町寺院群では、建築のための境内地の
売却や墓地、駐車場整備として境内地を活用しているという研究 11)があるが、樹林の保全の要否
には言及していない。武家地跡については、例えば弘前市仲町地区において、環境管理が労力の
提供から補助金依存に変化したという研究 12)があるが、特定の地域を対象としたものに限られて
いる。 
これに対し本論は、全国的な視野から、歴史地区中心部に残存し歴史的風致保全や市街地防火
の機能を持つ寺院群や武家地跡の樹林を抽出し対象を絞ったことに特徴がある。 
 
(2) 選定した樹林の形態と規模の特徴と防火性能との関係、樹林に対する市区町村の景観・防火
機能に対する評価、樹林が保全されている理由認識、現在直面している課題認識 
寺院群や武家地跡の樹林の延焼遮断効果については、近世の金沢の大火を再現したシミュレー
ションによって示した研究 13)、江戸の火除地の防火性能を時系列的に検証した研究 14)、現在の高
山の市街地に残存する土蔵の延焼遮断効果をシミュレーションによって示した研究 15)がある。 
これに対し本論は、社寺林、屋敷林、庭園と防火性能の関係を現代の市街地に当てはめて検証
しようとするところに特徴がある。 
首都圏の行政担当者は、市民団体と連携のある自治体では、市民団体の活動が樹林地保全に有
効に働くと認識しているという研究 16)がある。しかし、歴史地区の市街地の民有地敷地内の樹林
を対象とした分析はない。 
これに対し本論は、市区町村の認識を聞くに当たりあらかじめ具体の地区を明示し、高い回収
率と、より的確な回答に基づく分析を行ったところに特徴がある。 
 
(3) 歴史まちづくり法運用指針における「防災」に込められた火災予防の意図、期待される火災
予防対策を市町村が維持向上計画に位置付けていく上での課題 
歴史まちづくり法については、法令や制度の解説的なもの、維持向上計画が認定された市町村
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の取組みについて掘り下げた研究がみられる。 
これに対し本論は、本制度のうち火災予防について各計画を横断的に捉え、計画作りに係る課
題を整理しているところに特徴がある。 
 
(4) 歴史地区の民有緑地を保全する国の制度における、歴史的風致保全と市街地防火を目的とし
た場合の適性について比較評価、評価の高い制度の活用の現状把握、地方分権と身近な緑地へ
の対応と、それらの結果からの国の制度活用の方向性の考察 
国の民有緑地保全制度については、行政官による制度の解説やレビューが多数ある17)ほか、国
の制度を計画制度面18)、費用面19)から分類した研究がある。 
これに対し本論は、歴史地区の歴史的風致保全と市街地の防火対策の組合せに着目し、既存制
度を比較しながら活用の方向性を考察したところに特徴がある。 
 
５．本論の構成 
 
本論の構成は、序論、第１～３章、結論で構成されている。各章、節の関係は図序-2 のとおり
である。なお、第３章各節において研究の対象とした領域は、図序-3 のとおりである。 
各章、節の概要は次のとおりである。 
 
(1) 第１章 
全国の旧城下町等の市街地にみられる寺院群や武家地跡における社寺林、屋敷林、庭園に着目
して歴史的風致と市街地防火に資する樹林を調査地区として選定する。 
なお、神社も「鎮守の森」と言われる緑豊かな広い敷地を有するものがあるが、一般に自然崇
拝の要素の強さから自然資源等の即地性の高い立地傾向があり、市街地の内部で集団を形成する
傾向を認め難い 20)ため、本論の対象から除外する。 
選定した調査地区においては、最新と約 30 年前の空中写真の比較により現状と過去からの変化
を明らかにする。 
 
(2) 第２章 
伝統的な緑の形態・配置の特徴と防火性能の関係を文献調査により明らかにする。また、選定
した地区の形態と規模の特徴と防火性能との関係を、隣棟の一棟火災と市街地大火の 2 種類の火
災を想定して検証し明らかにする。 
さらに、樹林に対する市区町村の景観・防火機能に対する評価、樹林が保全されている理由認
識、現在直面している課題認識を、市区町村の認識調査及び所有者等ヒアリングにより明らかに
する。 
 
(3) 第３章第１節 
歴史まちづくり法運用指針における「防災」に込められた火災予防の意図を、その成立過程の
議論を行政資料から詳細に分析することを通して明らかにする。 
また、期待される火災予防対策を市町村が維持向上計画に位置付けていく上での課題を、維持
向上計画の分析及び関連する行政計画の比較から明らかにする。それらの結果から維持向上計画 
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図序-2 本論の構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図序-3 研究対象領域 
 
序  論 
第１章 樹林の現状 
―歴史的風致保全と市街地防火に資する樹林について― 
第２章 樹林の機能評価及び保全されている要因と今後の課題 
―歴史的風致保全と市街地防火に関して― 
第１節 市街地防火の位置
付けに関する分析・考察 
―歴史的風致維持向上計
画について― 
結  論 
第２節 既存制度の評価と
活用可能性の分析・考察 
―国の民有緑地保全制度
について― 
第３節 保全活動の仕組み
に関する考察 
―所有者、地域住民、行
政の協働を基本にして― 
第３章 市町村を主体とした樹林保全の取組みに関する分析・考察 
―歴史的風致保全と市街地防火を目的として― 
 
 
 
第３節 
所有者・地域住民 
との協働
第２節 
国の民有緑地
保全制度の 
活用 
第１節 
歴史的風致 
維持向上計画 
の活用 
第３章 市町村を主体とした取組み 
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の構成の改善方針について考察する。 
 
(4) 第３章第２節 
歴史地区の民有緑地を保全する国の制度について、歴史的風致保全と市街地防火を目的とした
場合の適性を、各制度が基づく法令等に規定されている対象や要件をもとに比較評価する。 
評価の高い制度については活用の現状を、国土交通省が公表している公園緑地関係データベー
スを基本として把握する。また、地方分権と身近な緑地への対応について文献、行政資料をもと
に明らかにする。それらの結果から国の制度活用の方向性について考察する。 
 
(5) 第３章第３節 
歴史地区の樹林保全活動の仕組みについて、調査分析結果から導かれる内容をもとにスキーム
を考察する。スキームに盛り込む事項は、基本的な事項を前提として設定し、第１，２章で明ら
かにした事項に対応するものを中心として、第３章第１節から得られた関連する事項を補足する。
また、第２章のアンケート対象区市に調査票を配布して意見を聞く方法で検証を行う。 
 
※ なお、本論に関する補注（右肩上付き両括弧数字で表示：例(1)）及び参考・引用文献（右肩
上付き片括弧数字で表示：例 1)）は、各章・節ごとにその末尾にまとめて記載する。 
 
【補注】 
(1)「歴史的風致」…地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律第 1 条（抄） 
「地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴史上価値の高い建造
物及びその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境（以下「歴史的風致」という。）」 
(2)「緑地」…都市緑地法第 3 条第 1 項 
「この法律において「緑地」とは、樹林地、草地、水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する土地が、
単独で若しくは一体となつて、又はこれらに隣接している土地が、これらと一体となつて、良好な自然的環境
を形成しているものをいう。」 
 
【参考・引用文献】 
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１．本章の目的 
 
樹木には一定の防火性能が認められている 1)。従って、歴史地区において樹木が集団となった
樹林は、その規模や形態によっては歴史的風致を保全すると同時に建築物の不燃化に代わる防火
対策の一つとして活用することができると考えられる。しかし一方で、これらの樹林は失われつ
つある可能性がある。 
そこで本章では、市街地大火の実例や地域における樹林の延焼遮断効果の活用例を調査し、伝
統的な緑の形態・配置の特徴と防火性能との関係を考察する。また、伝統的な緑として全国の旧
城下町等の市街地に見られる寺院群や武家地跡の社寺林、屋敷林、庭園に着目して、延焼遮断帯
となる可能性のあるものを選定し、空中写真による現状と過去からの変化を把握することを目的
とする。 
 
２．本章の方法と手順 
 
(1) 実例調査等 
市街地大火の実例、地域における樹林の延焼遮断効果の活用例、伝統的な緑の形態・配置の特
徴については、文献調査によって把握した。 
 
(2) 調査地区の選定 
寺院群や武家地跡の存在を次の方法で把握し、調査地区とした。まず、全国の都市のうち、現
代に城下町の町割や風情を継承している可能性がある都市として、幕末まで城を構えた城下町で
あった都市を抽出した。次に、これらの都市に現在形成されている寺院群を 1/25,000 地図情報 2)
（以下、「地図情報」と略称）を基に、また、武家地跡を掲載された観光パンフレット等の情報を
基にリストアップした。これらの地区は、3 以上の敷地にわたって樹林が連続しており、少なく
とも長辺の両方が人口集中地区である既成市街地に接していなければ、都市計画として求められ
る延焼遮断機能を発揮すると考えられないことから、そうでないものを排除した。さらに、これ
らの地区の敷地内の植栽が周囲の市街地に比較して著しく豊富でなければ、その地区が樹林によ
る延焼遮断機能を発揮することにならないため、そうでないものを排除した。以上のスクリーニ
ングを行い、残った寺院群や武家地跡を延焼遮断機能を有する可能性がある地区とした。 
調査地区の区域は、経年変化の比較対象とした約 30 年前の空中写真を用い、徐々に失われる前
の塊や帯になった樹林を含んだ一団の寺院境内地または建築物の敷地を設定した。敷地境界の不
明確なところは、建築物等境界の明確な場所をもって代えた。なお、外周に道路があればそれも
含め、一団の区域内に介在する道路や建築物も含めた。 
 
(3) 樹林の現状と過去からの変化の把握 
樹林の現状と過去からの変化を把握するため、国土地理院が公開しているカラー空中写真から、
最新の電子国土基本図（オルソ画像；2007 年以降撮影）と約 30 年前の国土画像情報第 1 期（1974
～78 年撮影）を、国土地理院地形図／航空写真取得ソフト「Mapget Pro」（フリー版）を用いて
同じ場所の画像を取得して比較した。30 年という間隔を選択したのは、提供されているカラー空
中写真の最も古いものであることのほか、概ね一世代交代する期間であるとともに、約 30 年前の
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1973 年の都市緑地保全法（現都市緑地法）の制定、及び 1976 年の伝統的建造物群保存地区（以
下「伝建地区」と略称）制度の創設があり、歴史地区の市街地や緑地を保全する制度が整備され
る以前の状態と比較が可能と考えたからである。なお、2012 年 9 月 5 日現在の画像では、31 地
区中 5 地区の画像が未公開であったが、同ソフトが同位置の Yahoo!ロコの最新の空中写真にリン
クしていたので代用した。 
比較作業は、まず地区内の樹冠を読み取り、新旧画像を比較して樹林が減少していると判別で
きる部分がある地区とない地区に区分した。次に、樹林が減少している箇所について、最新の画
像から転用後の土地利用を読み取った。 
 
３．市街地大火の実例と地域における活用例にみる樹林の延焼遮断の効果 
 
(1) 市街地大火の実例 
1923 年に発生し、首都圏に未曽有の被害をもたらした関東大震災においては、公園化された旧
社寺境内地（例えば上野公園）や大名屋敷跡地（例えば浜離宮）が、避難地として当時の東京市
の人口の約 7 割以上の生命を守ったことが、復興事務局が発行した「帝都復興事業誌」に記録さ
れている 3)。また、同誌では、「而して此處に注目すべきは、公園、廣場、庭園、河川等が防火壁
となつて、猛火を防いだ事である。公園廣場等の防火壁帯が無ければ恐らくより以上の焼土と化
したのであらう。卽ち全市六割の區域が焼失を免れたのは、一に公園、廣場等の効果が預つて力
あつたと謂ふべきである。之を焼失區域境界線に依り調査すると、（中略）實に大火災に對し公園
及庭園の植樹帯が防火壁となつた事實を物語るものである。」4)とし、公園や庭園の植樹帯が持つ
延焼遮断効果を認めている。さらに、同誌は、「淺草公園の四圍が大火に包まれたのに、獨り傳法
院、淺草寺、観音堂、仁王門（特別保護建築物）の類焼を免れたのは、淺草公園及傳法院に於け
る庭園の植樹帯が防火壁となつたがためで、（以下略）」と記しており、社寺境内の庭園について
も効果を発揮した箇所を認めている。 
また、1955 年の新潟市大火では、「教育庁々舎より出火した火が風下市街地へ燃えひろがるの
を阻止したのは寺町の樹木であった。」5)とされ、1976 年の酒田市大火では、「焼失区域の北側は
いわゆる寺町で、緑が豊富であった。ケヤキとクロマツを主体とした高さ 20m を越える樹林が連
なっていた。当初火災はこの寺町に向っていたが、途中から東へ方向を変え、寺の樹林に併行し
た方向に進んだ。」6)とされ、いずれも寺町の樹林が「線として」広範囲に延焼を遮断する効果が
顕著に表れた例として紹介されている。 
 
(2) 地域における活用例 
越中国砺波出身の農学者である宮永正運は「私家農業談」（1789 年）の中で農家の屋敷林の効
用を「農家屋敷廻に木を栽るに多徳あり、第一風寒を防ぎ盗賊の用心と成、或ハ隣家の火災の難
を防ク也。枝葉は薪の絶間を助け、しん木ハ間をぬき伐て材用を足し落葉ハ竈の賑となし、又ハ
田畠の糞の補トモなる事也。」7)と説いている。今から約 220 年前の農村では、既に屋敷林の植
栽による防火性能が認識されていたことがわかる。 
また、沖縄では、集落内にフクギが多用されているが、「フクギは通直で枝葉が密生し、また
葉っぱが厚いため燃えにくく、そのための防火や防風の最適な樹木としての評価が一般的に高い。」
8)とされるように、防火を意識して選ばれた常緑広葉樹である。 
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さらに江山は、「サンゴジュは、一名火伏せの木と呼ばれ、房総の農家などでは、サンゴジュ
の小枝を入口の鴨居に打ちつけて、防火のまじないにする風習があった。」9)としており、房総地
域では防火を目的とし、常緑広葉樹であるサンゴジュを屋敷林の樹種として多用したことが推察
される。 
 
(3) 林野火災との相違 
しかしながら林野では、樹林のみで構成されるにもかかわらず、しばしば大規模な火災が発生
する。林野火災の場合、火災の危険性は林床の可燃物の量と含水率等の性質に大きく左右される
10)。可燃物の量が多いほど延焼の危険性が高く、適正な管理がなされずに放置された森林は延焼
危険度が高いと言える。また、樹林の含水比が低いほど、飛火等による着火の危険が高い。 
また、樹木は火源に接触しているほど着火しやすい 11)。特に樹木が密に生育している林野では、
隣接する火災からの着火が起こりやすいと言える。 
これらの考え方を市街地に当てはめてみると、市街地の樹林は比較的管理水準が高いため、林
床等の可燃物の量が少ない。また、管理程度の低い樹林は含水比が高い傾向がある 12)。周囲の築
物からの着火や延焼を考えたときに、建築物は建築基準法第 43 条(1)の規定により敷地の周囲に広
い空地を有する等の例外を除き道路に接する義務があり、敷地内には庭、駐車場、寺院の場合は
墓地等の一定の空間が存在する。こうした位置関係において樹林は林野に比較して着火や延焼が
起こりにくく、逆に樹冠による輻射熱の遮断効果が考えられるのである。 
 
４．伝統的な緑の形態・配置の特徴と防火性能の関係 
 
伝統的に引き継がれてきた日本庭園について進士は、「空間の囲繞が人間の生活ならびに精神を
安定化させてくれる最も基本的な条件であること。このことは Garden や庭
てい
、園
その
、などの語源か
らも、また庭園形態の基本構造からも理解できる。」13)とし、囲繞性（植栽によって囲まれ外部空
間から限定された状態）という特質を持つことを指摘している。 
それでは、囲繞性を持つ庭園植栽はどのような特徴を持つのだろうか。進士は「西洋式庭園に
くらべて甚だ高い樹木率を示し、圧倒的に常緑樹を多用し、しかも構成樹種が多い点は、極めて
大きな日本庭園の特質である。」14)としており、囲繞性を持つ日本庭園は、落葉樹よりは常緑樹で、
密度が高い植栽を多用した空間であると言える。 
一方、樹木の防火性能は、「樹木が①火にどれだけ耐えるか（耐火力）と、②熱をどれだけ遮断
するか（遮断力）という 2 点」15)から評価されている。 
このうち、遮断力は「輻射熱や火災を遮断するためには、遮蔽物が大きく（高く）、密であるほ
ど性能が高まる。つまり、樹高や枝幅が大きく、枝葉が発達して密な樹幹部を持つ樹木ほどよい
ということとなる。（中略）また、遮蔽の大部分は樹冠部によるので、樹冠が発達し、樹林全体を
樹冠で隙間なく覆うような植栽が望ましい。」16)とされている。樹種に関しては、ばらつきが見ら
れるものの、「平均してみると落葉広葉樹が低く、常緑広葉樹、針葉樹の順に高くなっている。」
17)とされている。 
このように、囲繞性を持つ日本庭園の植栽方法と、遮断力の高い植栽方法を比較すると、 
(1) 枝葉が発達して密度の高い樹木であること（このことは葉を落とす落葉樹よりは常緑樹が冬
季間の枝葉密度が明らかに高いということだけではない。） 
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(2) 密に植栽することによって樹冠が密に発達していること 
の点で共通している。このことから、日本庭園の植栽方法が、空間の安定性を目的として囲繞性
の高いデザインを追求することが、樹林や樹木が有する遮断力という防火性能をより高いレベル
で引き出し、育んできたことがわかった。 
 
５．延焼遮断帯になる可能性のある寺院群と武家地跡の現存状況 
 
(1) 対象都市の抽出 
寺院群や武家地跡の存在を把握するため、全国の都市のうち、現代に城下町の町割や風情を継
承している可能性がある都市を抽出した。その可能性のある都市は「古地図ライブラリー 古地
図・城下町絵図で見る幕末諸州最後の藩主たち」18)が取りまとめた 1872 年 7 月の廃藩置県時の
全藩主 274 家が存在した城下町、すなわち、最も近年まで城下町であった都市を基本とし、次に
掲げる観点から加除した 168 都市を対象として、現状を把握することとした。 
追加した都市は、上記リストに含まれないものの同等以上の規模の都市を形成したとみられる、
1) 廃藩置県直前まで存在していた藩主（会津、萩等 8 家）、2) 幕府直轄領のうち、江戸、一国支
配の甲斐国・飛騨国及び遠国奉行が置かれた都市（新潟、京都等 18 都市）である。 
削除した都市は、家禄や立藩後の期間からみて当時建設された都市が小規模または未成熟であ
るとみられる、(1) 国許の屋敷に城が認められていなかった藩主（羽後国亀田、丹後国峰山等 127
家）、(2) 立藩してからの期間が 10 年未満で廃藩置県を迎えた藩主（上総国松尾、近江国朝日山
等 5 家）である。 
 
(2) 寺院群の配置の把握 
寺院については、地図情報を用い、対象として抽出した都市の城跡や奉行所跡等を中心として
形成されている既成市街地の範囲内に寺院の地図記号（卍）及び寺院名が表記されているものを
プロットし、他の用途が介在せずに集団を形成しているとみられる箇所を把握した。 
ここでいう「集団」とは、3 以上の寺院や武家屋敷跡が帯状または塊状になって、他の土地利
用を排除した集団を形成しているものと定義した。ただし、集団内に道路が貫通し、またはその
道路の沿道一宅地分に異なる用途の建築が介在している場合も、集団性を失わないものと仮定し
て排除しなかった。 
さらに、社寺林、屋敷林、庭園の延焼遮断機能を発揮する可能性のある箇所を抽出するため、
把握した箇所について、少なくとも長辺の両方が人
口集中地区（DID 区域）である既成市街地に接して
いる箇所（図 1-1）、敷地内の植栽が周囲の市街地に
比較して著しく豊富である箇所、集団内の樹林が 3
以上の敷地にわたって連続している箇所について、
順にスクリーニングを行った。スクリーニングのた
めの確認は、web 上に一般に公開されている空中写
真を、NTT レゾナント株式会社、国土地理院電子国
土ポータル、海上保安庁空中写真閲覧サービス、ヤ
フー株式会社が提供しているものの順に可能なもの 図 1-1 周囲の既成市街地との関係 
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を選択した上目視により行った。空中写真の中には撮影年代の古いものしか鮮明に閲覧できない
箇所があったので、地図情報と比較し、地図情報上で確認できる区画及び建築の形状の変更が行
われていないと認められたものについては、現在に至って変化していないものと仮定した。 
 
(3) 武家地跡の配置の把握 
武家地跡については、当時の町割を残す区域は寺院群と比較すると広大かつ曖昧であり、網羅
的な特定が困難であった。このため、観光地化されている箇所が、町割や敷地内の建築物や植栽
の配置が当時に近い状態で維持されていると考え、これらの区域を抽出し延焼遮断機能の可能性
を評価することとした。そこで、抽出した都市について地方公共団体が観光パンフレット等に記
載しているものを、地方公共団体へのヒアリングに併せて収集するとともに、それらの武家屋敷
跡が散在する等により集団を形成していないものを排除した。 
さらに、把握した箇所について、延焼遮断機能を発揮する可能性のある箇所を抽出するため、
少なくとも集団の長辺の両方が人口集中地区（DID 区域）である既成市街地に接している箇所、
及び敷地内の植栽が周囲の市街地に比較して著しく豊富である箇所、集団内の樹林が 3 以上の敷
地にわたって連続している箇所について、順にスクリーニングを行ったことは、(2) と同様であ
る。 
 
(4) 把握した都市の分布 
スクリーニングの結果を図 1-2 に示す。 
地図情報または地方公共団体のヒアリング等によって把握した寺院群または武家地跡が一箇所
以上存在していることを認めた都市は 168 都市中 108 都市（64.3 %）であった。 
さらに、把握した各都市における寺院群や武家地跡の周囲が市街地に囲まれているか確認した
ところ、長辺の両方が既成市街地に接している寺院群または武家地跡を有する都市は、168 都市
中 68 都市（40.5 %）ということになった。 
ところが、これらの土地利用について周囲の市街地に比較して緑被が著しいか確認したところ、
寺院群については 63 都市中 32 都市、武家地跡については 10 都市中 4 都市について、緑被が同
等か劣っていた。「同等」及び「劣る」とは、空中写真で目視したところ、 
(1) 寺院群や武家地跡は認められるものの緑量に乏しい、 
(2) 豊富な緑量があるものの周囲の市街地も緑量が多く、延焼遮断についてその区域の緑が特別
の機能を果たすとは認められない、 
という 2 つのケースである。寺院群と武家地跡の集団の両方の長辺が既成市街地に接している 5
都市については、寺院群武家地跡のいずれも緑被が周囲と同等か劣っていた都市はなかった。そ
の結果、168 都市中 32 都市（19.0 %）について、周囲の市街地に比較して緑被が著しいというこ
とになった。 
加えて、寺院群や武家地跡の樹林も 3 以上の敷地にわたっているものを確認したところ、該当
する都市は 168 都市中 24 都市（14.3%）となり、これらの都市が樹林による延焼遮断機能を発揮
する可能性のある寺院群または武家地跡 31 地区（図 1-3）を有するという結果を得た。 
24 都市には東京都（1 都市としてカウント）が含まれており、5 区に 1 箇所ずつ該当する地区
があった。東京都の寺院の中には明治以降の災害、市街地整備その他の事由によりその位置を変
更したものもある 19)。そこで、5 地区を確認したところ 2 地区が該当したので、城下町等に形成 
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注 1) 6 都市は、長辺の両方が既成市街地に接しているのが寺院群のみで、武家地跡は全て該当しないため除かれた。 
注 2) 1 都市は、寺院群のみの樹林が 3 以上の敷地にわたって連続性がなかったため除かれ、武家地跡のみとなった。 
図 1-2 都市のスクリーニング 
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された寺院群とは異なるものとして排除した。ま
た、1 地区は都市計画公園に指定されており、 
営造物公園の予定地という公有地に準じた位置付けが与えられていたため、これも排除した。結
果、東京都は 2 区 2 地区を調査地区とした。 
 
(5) 調査地区の概況 
これらの都市は全国に散在している（図
1-3~5）が、概観すると、東京、京都、大阪と
いった往時の政治、文化の中心となった都市が
含まれているのに対し、その他の地域では県庁
所在地以外の都市の割合が高くなっている。大
規模な城下町が形成された都市が必ずしも緑
豊かな寺院群や武家地跡を現在に継承してい
るとは限らないことがわかった。 
調査地区は既成市街地に囲まれているとい
う選定の考え方の結果、都市計画の区域区分が
行われている 17 都市（24 地区）は全て市街化
区域に含まれ、行われていない 7 都市（7 地区）
も全て用途地域が指定されている。各地区の用
図 1-4 村上市の寺院群 20) 
図 1-5 金沢市の武家地跡 
西茂森 大野市 錦町周辺 弘前市 仲町伝建
新寺町 大徳寺 上山市 仲丁通り
盛岡市 大慈寺町 相国寺 小田原市 西海子小路周辺
秋田市 寺町 建仁寺 金沢市 長町周辺
会津若松市 馬場本町周辺 妙心寺 五島市 福江武家屋敷
結城市 結城 亀岡市 矢田町周辺 日南市 飫肥前鶴通
文京区 向丘周辺 大阪市 寺町
台東区 谷中周辺 堺市 南宗寺周辺
新発田市 中央町周辺 萩市 北古萩町周辺
村上市 寺町 柳川市 西魚屋町周辺
金沢市 野町周辺 久留米市 寺町
刈谷市 元町周辺 臼杵市 二王座
桑名市 一色町周辺
弘前市
武家地跡
京都市
寺　院　群
：寺院群 
：武家地跡 
図 1-3 調査地区 
 
表 1-1 各地区の用途規制等 
寺院群 武家地跡
第一種低層住居専用地域 2 3
第一種中高層住居専用地域 6 0
第二種中高層住居専用地域 3 0
第一種住居地域 11 2
第二種住居地域 1 1
近隣商業地域 1 0
商業地域 1 0
80 1 0
100 1 1
150 1 2
200 17 3
300 4 0
400 1 0
50 1 0
60 20 6
80 4 0
用途
規制
容積率
規制
（％）
建ぺい
率規制
（％）
区　分
※　地区内で面積の最も大きいもので代表している．
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途規制、容積率規制、建ぺい率規制は表 1-1 のとおりである。なお、寺院は建築基準法上はいか
なる用途地域にも建築可能である。 
寺院群は基本的に住居系の用途地域に位置付けられているが、ある程度多様な用途の建築が可
能な中高層住居専用地域や住居地域が多く選択されている。周囲の市街地の状況によっては第一
種低層住居専用地域や商業地域が選択されている例もある。 
容積率はおおむね200%、建ぺい率は60%に抑えられているが、マンションや店舗も建築可能な
規制である。武家地跡は半数が第一種低層住居専用地域であり、より住宅地としての性格が強く
なっている。しかし、特に既成市街地の規模が小さい地方都市では住居系としながらもある程度
の混在を認める用途地域を指定している。 
 
６．樹林の経年変化 
 
(1) 維持と減少の割合 
31 地区中、樹林面積が維持されていたとみられる地区は 11 地区（35%）であり、寺院群が 8
地区、武家地跡が 3 地区であった。減少したとみられる地区は 20 地区（65%）であり、約 2/3 を
占めた。このうち寺院群は 17 地区、武家地跡は 3 地区であった。 
各地区の空中写真に、読み取れた樹冠と減少した部分を表示したものを、巻末資料Ⅰに掲載し
た。 
 
(2) 転換後の土地利用 
転換後の土地利用は、表 1-2 のとおりである。寺院群につ
いては、68 件の転換事例のうち 43 件は墓地が含まれていた。
武家地跡については、11 件中 9 件は建築であった。また、都
市計画道路を寺院群を横断して整備したものや、寺院群に残
された城の遺構周辺の利用のための広場整備といった、公共
的な目的による施設整備による樹林の伐採という例もみられ
た。 
以上のことから、歴史地区の民有地敷地内の樹林も約 30 年の間に消失し、寺院群の樹林は墓地
等に、武家地跡の樹林は建築等に転換しているものがあることがわかった。 
 
小結 
 
本章において明らかになった点を以下に整理する。 
(1) 過去の市街地大火では、寺院境内地が避難地として多くの人命を救った例や、寺町の樹林が
「線として」広範囲に延焼を遮断する効果が顕著に表れた例があることが明らかとなった。 
(2) 我が国の各地においては、防火性能を期待されて屋敷林が整備されたり、集落に特定の種類
の樹木が導入されたりした例があることが明らかとなった。 
(3) 囲繞性を持つ日本庭園の植栽方法と、遮断力の高い植栽方法を比較すると、①枝葉が発達し
て密度の高い樹木であること、②密に植栽することによって樹冠が密に発達していること、の
点で共通している。日本庭園の植栽方法が、空間の安定性を目的として囲繞性の高いデザイン
表 1-2 樹林の転換後の土地利用
転換後 寺院群 武家地 合　計
墓地 34 0 34
駐車場 10 2 12
建築 11 9 20
空地 3 0 3
墓地+建築 4 0 4
墓地+道路 2 0 2
墓地+駐車場 3 0 3
建築+駐車場 1 0 1
合計 68 11 79
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を追求することが、樹林や樹木が有する遮断力という防火性能をより高いレベルで引き出し、
育んできたことが明らかとなった。 
(4) 近世に城下町等の市街地が形成された 168 都市中 24 都市は、社寺林、屋敷林、庭園による
延焼遮断帯となる可能性のある寺院群または武家地跡を有する。ただし、大規模な城下町が形
成された都市が、必ずしも緑豊かな寺院群や武家地跡をより現代に継承しているとは限らない
ことが明らかとなった。 
(5) 空中写真による現状と変化を把握した結果、歴史地区の民有地敷地内の樹林も約 30 年の間に
消失し、寺院群の樹林は墓地等に、武家地跡の樹林は建築等に転換しているものがあることが
明らかとなった。 
 
【補注】 
(1) 建築基準法第 43 条（抄） 
「建築物の敷地は、道路に二メートル以上接しなければならない。ただし、その敷地の周囲に広い空地を有す
る建築物その他の国土交通省令で定める基準に適合する建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び
衛生上支障がないと認めて建築審査会の同意を得て許可したものについては、この限りでない。」 
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１．本章の目的 
 
前章では、全国の旧城下町等の市街地に見られる寺院群や武家地跡の社寺林、屋敷林、庭園に
着目して、延焼遮断帯となる可能性のあるものを選定した。 
そこで本章では、その形態と規模の特徴と防火性能との関係を分析し、延焼遮断帯としての効
果的な保全育成に貢献することを第一の目的とする。また、調査地区が所在する区市の担当者か
ら、a) 景観・防火機能に対する評価、b) 樹林が保全されている理由認識、c) 現在直面している
課題認識、を調査分析することを第二の目的とする。 
 
２．本章の方法と手順 
 
(1) 延焼遮断機能の分析調査 
まず、スクリーニングされた 24 都市において、延焼遮断機能を発揮する可能性がある寺院群や
武家地跡として抽出した 31 地区の形態と規模を整理した。 
区域内の建築物等が周辺の土地に比較して著しく多くの樹木または樹林によって覆われた区域
を第１章で使用した空中写真によって把握し、それを地図情報にプロットした。なお、寺院群や
武家地跡は、これに隣接して神社等と一体となって、より広範囲に延焼遮断機能が考えられるも
のが見られたので、一体性を見込めるかどうかを地図情報及び空中写真によって判定し、見込め
るものについては区域に含めることとした。 
これらの集団について電子国土ポータルの計測機能を使用し、地形図にプロットした区域の面
積（a）と最大長（b）を求め、a/b により集団の平均幅（奥行）を算出した。 
次に、抽出した31箇所の寺院群や武家地跡の敷地内の樹林が延焼遮断機能を有するか、隣棟の
一棟火災と市街地大火の2種類の火災を想定して検証した。 
隣接する一棟火災に対する樹林の延焼遮断機能のシミュレーションは、「炎上している建物の
立面積等と発熱量から所定の距離での受熱量を計算し、人間、家屋、樹木の耐火限界値から大凡
の安全距離を算出する」方法 1)を用いた。 
市街地大火に対する延焼遮断帯の機能をシミュレーションする方法は、建設省が総合開発プロ
ジェクトの一環として「都市防火対策手法の開発」2)（以下「総プロ式」と略称）を1982年にと
りまとめている。総プロ式は精緻なシミュレーションが可能な一方で、多量のデータと複雑な計
算を必要とすることから、後に簡便な手法の開発が試みられている。そこで、同省が1996年に「都
市防火区画形成手法に関する調査」3)で検討した手法（以下「簡便法」と略称）により川崎市中原
区をモデルに延焼遮断帯の必要幅を試算した結果を用いて、比較による分析を行った。 
 
(2) 区市の認識調査 
区市の認識調査は、2011 年 8 月と 2012 年 1 月に 31 地区が属する 25 の区市（以下、東京都は
2 区としてカウントし、24 都市を 25 区市とする。）に調査票を郵送及び可能なものは電子メール
で送付して行った。内容は、対象樹林の歴史的景観面と防火面の評価、樹林がまとまって保全さ
れてきた要因としての体制的背景や制度的根拠及び保全上の課題認識、及び提案に対する評価で
ある。調査依頼文には、「城下町の都市計画など歴史的経緯により、寺院や武家屋敷跡が集団とな
っている都市がみられます。これらの寺院や武家屋敷跡は広い敷地をもち、豊かな樹林に囲まれ
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て、歴史的な景観や風情を保っています。そしてこれらは同時に周辺に多くみられる密集市街地
にとっては、防火帯としての機能を併せ持つと考えています。」と調査のねらいを明記し、調査地
区の範囲を図示して調査対象を明確にした。その結果、全ての区市から回答を得ることができ、
回収率は 100%となった。 
なお、調査票及び結果の単純集計は、巻末資料Ⅱに掲載する。 
 
３．延焼遮断機能の分析評価 
 
(1) 集団の形態と規模 
スクリーニングされた25区市において、延焼遮断機能を発揮する可能性がある寺院群や武家地
跡として抽出した31地区の形態と規模を整理した（表2-1）。 
 
表 2-1 寺院群・武家地跡の形態と規模 
種別 都市名 調査地区名 寺院数 面積 最大長 平均幅 備考
寺院 1列
2列
（列間道） 塊他
(㎡)
a
(m)
b
(m)
a/b
弘前市 西茂森 26 ○ 239,000 710 337
弘前市 新寺町 14 ○ 106,000 540 196
盛岡市 大慈寺町 7 ○ 58,000 440 132
秋田市 寺町 29 ○(1)注 196,000 1170 168
会津若松市 馬場本町周辺 6 ○注 27,000 220 123
結城市 結城 3 ○ 18,000 260 69
東京都文京区 向丘周辺 3 ○ 13,000 200 65
東京都台東区 谷中周辺 5 ○ 31,000 230 135
新発田市 中央町周辺 5 ○ 38,000 280 136
村上市 寺町 5 ○ 20,000 340 59
金沢市 野町周辺 18 ○(1) 103,000 660 156 神社1
刈谷市 元町周辺 5 ○ 23,000 430 53
桑名市 一色町周辺 4 ○ 13,000 200 65
大野市 錦町周辺 15 ○(1) 79,000 680 116 神社2
京都市北区 大徳寺 5 ○ 254,000 790 322 神社1
京都市上京区 相国寺 8 ○ 101,000 430 235
京都市東山区 建仁寺 9 ○ 67,000 400 168
京都市右京区 妙心寺町 13 ○ 176,000 530 332
亀岡市 矢田町周辺 4 ○ 15,000 140 107
大阪市天王寺区 寺町 11 ○ 144,000 1130 127 神社1
堺市堺区 南宗寺周辺 3 ○ 23,000 180 128
萩市 北古萩町周辺 3 ○ 50,000 390 128 神社1
柳川市 西魚屋町周辺 6 ○ 49,000 470 104
久留米市 寺町 11 ○(1) 119,000 530 225
臼杵市 二王座 8 ○ 20,000 470 43
武家屋敷跡
弘前市 仲町伝建 ○ 101,000 610 166 寺1
上山市 仲丁通り ○ 6,100 190 32
小田原市 西海子小路周辺 ○ 36,000 320 113
金沢市 長町周辺 ○ 11,000 150 73
五島市（福江） 福江武家屋敷 ○(1) 19,000 410 46
日南市 飫肥前鶴通 ○(1) 20,000 360 56
　カウントした。敷地の範囲は考慮していない。
注） 1列の部分と3列の部分があり、同程度の幅であったため全体では2列と判定した。
形態
摘要
1.面積及び最大長は、国土地理院が公開している「電子国土ポータル」の計測機能を使用して計測した。
　区域外縁の道路面積は含まない。
2.備考欄は、隣接して一体となって延焼遮断機能を発揮することができる用途を含んだ場合に記した。
3.寺院数は、延焼遮断帯となり得る区域を地形図にプロットし、その範囲内にある地図記号「卍」または寺院名称を
 
集団の形態は、おおむね列を成して帯状になったものと塊状になったものに大別された。帯状
のものについては、寺院または武家屋敷跡が 1 列に並んだものと 2 列に並んだものとした。 
集団の平均幅（奥行）は延焼遮断帯としての幅として考えられるが、大きなばらつきがあるた
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め、次項において個々に延焼遮断機能を検証することとした。 
 
(2) 延焼遮断機能に関する分析 
a) 一棟火災を想定した分析 
本ケースでは、家屋の熱源からの安全距離(D)を算出することとし、次式で求められる。 
 
これらの数値は次の通りとした。 
 
 
火炎面積比(α)：藤田の基準値(1)により 1.50 
火炎輻射熱(R)：藤田の基準値により 50,000 Kcal/m2h 
建物立面積(A)：b) の市街地大火のケースに合わせて高さ 7m、間口は集団の長辺に面する
建築物の間口を、電子地図ポータルに 1/2,500 基盤地図情報または砂防基盤図が公開さ
れている 13 箇所について計測した平均値 12m とし、建物立面を長方形と仮定して 
7×12=84m2 
遮蔽樹木立面積(T)：常緑樹中心の密度の高い植栽であることを考慮し、T=A 
耐火限界値(r)：対象が家屋なので 4,000 Kcal/m2h 
透過率：伝統的な植栽手法で多用される常緑広葉樹 0.41 
 
 
これらを式に当てはめると、D=21m となった。表の 1 列のタイプの平均幅（43～127m）また
は 2 列のタイプの平均幅（46～225m）の 1/2 と照らし合わせると、一区画の寺院、武家屋敷跡は
21m 以上を確保していることがわかった。しかしながら、敷地内の木造建築物を見ると、位置に
よっては安全距離を確保できず、特に武家屋敷跡の中には一区画幅が 21m をわずかに超えるに過
ぎず、敷地内の木造建築物が安全距離を確保することは困難な箇所があることがわかった（図 2-1）。 
b) 市街地大火を想定した分析 
延焼遮断帯の必要幅を求めるために必要な数値について、簡便法は次のように固定している。 
 
 
風と延焼遮断帯がなす角度(α)：最も危険なケースを想定して延焼遮断帯からの風向が直角
である角度 0 
火災前面長さ(B)：過去の火災事例から最大とされている 200m 
同時延焼奥行(D)：モデルから想定される上限を考慮し 100m 
 
 
また、他の数値については今回のケースに応じ次の通り定めた。 
 
 
24 
 
 
風速(U)：簡便法が示す各都市の設計風速は 5～13m/s であるが、今回抽出した箇所には北海
道が残っていないため、本州以南の最大値 12m/s 
市街地係数(φ)：a) に示す 13 箇所のうち、集団の長辺の両側 100m 幅の範囲の木造密集の
度合いが比較的高いとみられる箇所について、耐火及び耐火以外の建築面積を 1/2,500
基盤地図情報で計測し、総プロ式に基づいて算定したところ 0.3 から 0.4 の間になった
ので、より危険なケースを想定し 0.4 
 
 
図 2-1 一棟火災に対する延焼遮断機能概念図 
 
 
図 2-2 市街地大火に対する延焼遮断機能概念図 
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図 2-3 延焼遮断帯の必要幅算定のための簡便グラフ 
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寺院群または武家地跡と想定火災の位置関係、必要幅の範囲は図 2-2 に概念的に示す。 
簡便法では延焼遮断帯に耐火建築物を配して必要幅を算出しているが、本ケースでは耐火建築
物を樹林帯に置き換える必要がある。樹林帯は火災から発生する輻射熱の一部を透過するため、
簡便法が示す「延焼遮断帯の必要幅算定のための簡便グラフ」4)（図 2-3）における空地のみのケ
ースと、片側に耐火建築物があるケースとの間に樹林帯の場合の必要幅があると考えた。 
風速 12m/s、市街地係数 0.4 では、i) 空地のみの場合は 58m 以上、ii) 片側に高さ 7m の耐火
建築物を置く場合は 31m 以上と表示されていた。そこで、表に示す各集団の平均幅（a/b）に照
らすと、寺院群は 58m を満たす集団が 25 箇所中 23 箇所、31m は全ての集団が満たしていた。
一方、武家地跡は 58m を満たす集団が 6 箇所中 4 箇所、31m は全ての集団が満たしていた。い
ずれも簡便法が想定する市街地大火に対して延焼遮断機能を持つ可能性があることがわかったが、
特に列状の武家屋敷跡の集団は 3 箇所中 2 箇所が 58m を満たしておらず、延焼遮断帯として必要
な幅を確保できない可能性が高いことがわかった。 
 
４．ケーススタディ 
―妙心寺地区の樹林の防火への活用に関する考察― 
 
選定された地区のうち、京都市の妙心寺地区は、2011 年度に「重要文化財（建造物）妙心寺仏
殿他緊急防災施設耐震改修事業に関する調査」が実施された。そこで、妙心寺地区の緑地構造を
把握し、火災防止の観点から重点的に保全育成すべき樹林の考え方を当該調査に提案するため、
詳細な現地調査を行った。以下にその結果を述べる。 
 
(1) 背景・条件 
妙心寺は、概ね方形の山内に 46 の塔頭寺
院（妙心寺による。境外塔頭を含む。）を擁
し、梵鐘、大燈国師墨蹟が国宝、その他重要
文化財等が多数指定されている。緑に関する
指定については、表 2-2 のとおりである。 
1658 年に描かれた「妙心寺伽藍・塔頭総
絵図」（狩野理左衛門筆）には、豊富に植栽
されたマツが描かれている。現在の山内でも
南総門から本堂に至る広い参道はマツの並
木が美しく、妙心寺の景観を特徴づけている
（図 2-4）。 
 
表 2-2 妙心寺の史跡・名勝 
史 跡：妙心寺山内 
史跡・名勝：妙心寺庭園、桂春院庭園、玉鳳院庭園、退蔵院庭園、霊雲院庭園、 
東海庵書院庭園 
（境外塔頭を除く。） 
 
図 2-4 妙心寺のマツ 
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マツを植えた目的について、次の逸話「臨済栽松の話」が残されている。 
「師、松を栽うる次で、黄檗問う、深山裏に許多を栽えて什麼か作ん。師云く、一には、山門
の与に境致と作し、二には、後人の与に標榜と作さん、と道い了って、钁頭を将って地を打つこ
と三下す。黄檗云く、是の如くなりと雖然も、子己に吾が三十棒を喫し了れり。師、又钁頭を以
って地を打つこと三下、嘘嘘の声を作す。黄檗云く、吾が宗、汝に至って大いに世に興らん。」 
「師が松を植えていると、黄檗が問うた、『こんな山奥にそんなに松を植えてどうするつもりか。』
師『一つは寺の境内に風致を添えたいと思い、もう一つは後世の人の目じるしにしたいのです』、
そう言って鍬で地面を三度たたいた。黄檗『それにしても、そなたはもうとっくにわしの三十棒
を食らったぞ。』師はまた鍬で地面を三度たたき、ひゅうと長嘯した。黄檗『わが宗はそなたの代
に大いに興隆するであろう。』」8) 
緑地・景観に関し妙心寺の土地に指定されている法規制について、表 2-3 にまとめる。 
 
表 2-3 妙心寺の緑地・景観に関する法規制 
用途地域 第 1 種低層住居専用地域（80-50）、敷地面積最低限度 100m2。 
5 種風致地区指定区域は近隣商業地域（200-80）。 
風致地区 第 3 種。北総門周辺沿道 25m は第 5 種。緑地面積率はいずれも 2/10。高さは
3 種 10m、5 種 15m。建ぺい率はいずれも 4/10、など。 
風致保全方針の関係記述： 
概況：妙心寺境内は西側の双ヶ岡の展望台から眼下に見え、北側の仁和寺一帯
とともに緑濃い一画を形成している。 
地区の風致特性及び維持すべき風致の内容： 
妙心寺については、粛然と立ち並ぶ禅刹の建築群が見る人に深い感動
を与え、（後略） 
妙心寺については、市民の日常的な、緑あふれる憩いの場として保全を
図り、周辺では、低層住宅地域による周辺環境の保全を図る。 
高度地区 第 3 種風致地区は 10m。第 5 種風致地区は 12m 第 3 種。 
近景デザイン保全区域 北西角の一部が仁和寺近景デザイン保全区域。 
古都保存法 歴史的風土保存区域外。 
歴史的風致維持向上計画 重点区域外。 
 
(2) 調査 
a) 国土地理院が公開している空中写真のうち、第１章２．(3) に記した最新の電子国土基本図を
もとに緑地構造図を作成し、山内の緑地の配置を把握した。（図 2-5） 
b) 1/2,500 基盤地図情報から、山内の地形（水準点からの比例按分で等高線を作図、図 2-5）及び
周辺市街地の密度、建築物の構造を把握した。 
c) 2011 年 7 月 1 日に現地を踏査し、緑地構造に関し必要な箇所の写真を撮影した。（各写真） 
 
(3) 分析 
a) 周辺市街地の状況 
1/2,500 基盤地図情報及び空中写真によると、妙心寺周辺の土地利用は概ね次のとおりである。 
・北方は、特に北総門から竜安寺参道の両側に広がる市街地が密集している。 
・西方は、京福電鉄より南側の市街地が密集している。ただし、花園土堂町付近の住宅地は比 
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図 2-5 妙心寺の樹林帯構造図 
 
較的近年に土地利用転換により造成されたものとみられる。 
・南方は、南総門から法金剛院までの間の市街地が特に密集している。南総門から東側は、近
隣商業地域が多く、不燃化建築物の割合が高くなっている。 
・東方は、花園学園と、その先の集合住宅群となり、濃い緑の集積が見られる。 
このように、密集市街地の多い妙心寺周辺でも、特に北東部、北西部の市街地が延焼危険度が
高いと考えられており、妙心寺における対策を検討する際に重視する必要がある。 
b) 碁盤状の樹林帯の存在。 
山内の塔頭寺院は、東西南北にほぼ直線的に配置された参道に合わせ、整然と配置されている。
そのため、塔頭寺院の敷地内や参道に沿って形成された樹林は、東西南北方向に一定の幅をもっ
て連続した概ね各 4 本の帯となって配置されている（図 2-5）。 
外周の一部を成す樹林帯は、北面や南東、南西角で途切れている。空中写真を見ると、これら
の分断部分は概ね駐車場になっていることがわかる。今日的に来訪者のための駐車場は必須であ
り、利便性が高く、妙心寺の歴史的風致にできる限り影響を及ぼさない場所を駐車場に選定した
配慮を感ずる。 
c) 樹林帯の幅と高さ 
南北の軸の東西にある 2 本の樹林帯は塔頭寺院建築を含みながらではあるが、100m 前後の幅
になっている場所がある。一方、広いところで 50m 前後になる東西の軸は、中央軸付近で狭くな
っている。このような場所では、南北に延焼するリスクが高いが、全体的には墓地や広場等の空
地と併せ、防火帯として有効な幅員になる場所が多いと考えられる。 
東西の軸を成す樹林は建築物の南面に入るため高さが抑えられ、管理水準が高く明るい印象が
ある。南北の軸を成す樹林は東西の境界を成す樹林であることが多く、深い印象を与えている（図
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2-6,7）。 
d) 樹林帯の樹種 
参道に散在するように植栽されている樹木は伝統的な植栽樹種であるマツが多い。一方、樹林
帯を形成する樹木は精査できなかったが、多様な樹種によって構成されているとみられる。 
南北軸の樹林においては、その一部に竹林が見られた（図 2-8,9）。竹は京都の風物として寺院
植栽にも積極的に活用されている。防災面では、適切に管理された竹林は地下茎を拡げる特性を
発揮し、例えば地震に対して地盤の崩壊を抑える効果があるとされる 9)。 
 
        
図 2-8 北西境界部の竹林        図 2-9 南西部の竹林 
 
しかし、現地で目視する限り竹林はうっそうと茂り、弱った竹の伐採や密度管理が適正に行わ
れているとは考えにくい。地下茎が枯損すると地盤の保持力が低下し、かえって地滑りを起こし
やすくなり、枯損した地上部を放置すると燃えやすくなる。また、美観風致も著しく損ねること
になると考えられる。 
e) 山内東西境界の段差地形の存在 
1/2,500 基盤地図情報に表示されている水準点を用い、比例按分により等高線を描いたところ、
東西の境界付近で等高線の間隔が狭くなったり、線形が乱れたりした。その乱れ方から段差地形
があることを推測し、現地調査で確認した（図 2-5）。 
東の境界における段差地形は東端の塔頭寺院と花園学園との間にあり、標高が桂春院で 57m、
花園学園で 50m 程度であることから、7m 程度の段差があることがわかった。この段差は現地で
確認したところ、おおむね南北に連なる樹林であり、南に行くに従って緩やかになる（図 2-10）。 
図 2-6 明るい印象の東西軸の樹林帯 図 2-7 深い印象の南北軸の樹林帯 
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西の境界における段差地形は山内
と住宅地の境界に流れる水路に沿っ
ており、概ね 5～6m の段差とみられ
る。この段差は水路の左岸側で急激に
落ち込んでおり、高い山内側の際は樹
林になっている（図 2-11）。また、北、
南両方に行くほどともに段差は緩や
かになる。 
段差部分は斜面植栽と相まって、高
い延焼遮断効果を期待することがで
きる。 
f) 広場との関係 
北東端付近に山内では唯一の芝生広場がある（図
2-12）。面積は空中写真から計測したところ約 3,300m2
で、南北にわずかに長い長方形である。都市公園の種
類に当てはめると、標準面積 2,500m2 の街区公園より
わずかに広い程度である。本堂周辺の広場が木造建築
物に囲まれているのに対し、この広場は成長した樹林
に囲まれており、火災時の一次避難地として有効と考
えられる。 
 
(4) 火災に脆弱な市街地に対する重点的な樹林の保全
育成 
周辺市街地のうち、特に北東、北西方向の延焼遮断効果を高めることをはじめとして、重点的
に保全すべき樹林について考察した結果を以下に記す。 
a) 北総門周辺 
東側は駐車スペースとなっている。北側市街地と山内の建築群との距離は、このスペースと一
条通を足して約 25m である（図 2-13）。３．(2) b) の簡便法によりこの距離を評価することと
する。 
 
 
図 2-13 北総門付近 
図 2-10 東の段差の樹林 図 2-11 西の段差の樹林
図 2-12 芝生広場 
北総門 Ｐ 
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北側市街地の市街地係数を 0.4、風速を 12m/s と仮定すると、同手法によれば、空地のみで確
保された延焼遮断帯は 58m 以上の幅が必要となる。一方、この空地の片側に高さ 7m の耐火建築
物がある場合は、その他の条件を同一にすると 31m 以上の幅が必要となる。耐火建築物の代わり
に樹木を用いると、樹冠は火災から発生する輻射熱の一部を透過するため、延焼遮断帯としての
最低必要幅は空地のみで確保した場合と耐火建築物を配した場合との間、すなわち 31m と 58m
の間にあると考えられる。 
北側市街地と山内の建築群との距離が 25m であるので、高さ 7m の耐火建築物があったとして
も安全距離に不足する。北総門周辺の一条通沿道か、山内の駐車スペースに樹林帯を配置して、
北側市街地と山内の建築物の距離を安全距離に近付けるほか、別の対策を組み合わせる必要があ
る。もとよりこの場所は、南総門の周辺に樹林帯があることを考えると、かつて一列の樹林帯が
あったのではないかと推測される。また、樹冠の大きな樹木を選択すれば、樹林を形成しても駐
車場としての機能をある程度維持することができる。 
また、北総門を伝って隣接する天球院や隣華院に延焼するおそれについては、北総門と両建築
物の距離が 10m 未満と近いため、他の対策が必要となろう。 
b) 北東部 
北東部は山内も建築物が密集しているエリアである。一条通を越えて光國院や周辺の建築物に
延焼する対策については、空地と樹林の組合せで対応するのは難しい。その南側には、東西の樹
林帯を挟んで蟠桃院、智勝院が並んでいる。この樹林は駐車場や墓地といった空地を含みながら
も両側の建築物が近接しない状態が維持されているため、これを保全することによって延焼を遮
断することが期待できる。 
ただし、蟠桃院には北側に突出している部分があり、そこでは樹林が途切れ、道路を挟んで北
側の建築群に約 11m の距離で近接しているため、他の対策が必要となろう（図 2-14,15）。 
 
     
図 2-14 延焼のおそれが高い箇所    図 2-15 左端に見える建物が蟠桃院の突出部分 
 
c) 東西南北の緑地構造の維持 
山内で発生する火災に対応し、山内の他の寺院への延焼を遮断するため、現在の東西南北方向
に連続している樹林の軸を維持する。 
特に、中央軸東側では、隣華院、智勝院の間が約 19m、智勝院と麟祥院の間が約 17m、麟祥院
に接する大通院と大庫裏との間が約 22m である（図 2-16）。３．(2) a) によると、一棟火災に
おいて建築物と同じ樹冠立面積の常緑樹を間に配した場合、安全距離が 21m 以上になる。これら
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の建築物間の距離は 20m 前後となっているので、樹林
を維持するとともに、中間に燃えやすいものがあれば
排除し、さらに他の対策を併用することによって、南
北間の延焼を遮断することが可能になると考えられる。 
d) 分断要素の解消 
花園会館駐車場の植栽を充実し、景観や熱環境の改
善を図るとともに、南方向の延焼遮断効果を高め、会
館とともに避難場所として位置付け活用する。 
e) 竹林の改善 
竹林は、妙心寺の植栽における意味づけを再検討す
る必要がある。保全するものについては管理水準を高
め、燃えにくい竹林にするとともに、周辺樹林への侵
入を抑制する。一方、保全を要しないものについては、
景観・防災両面から検討を加え、必要に応じて適切な
樹種に転換する。 
f) 芝生広場の活用 
北東部の芝生広場は、火災時に花園学園方向へ避難
する際の一次避難場所として位置付け、避難誘導計画
への位置付け、防火用水の確保、遮蔽植栽の適正な管理等を図る。 
g) 地域住民との連携 
妙心寺山内は現在常時開放されているため、地域住民が気軽に訪れ、または通行し、質の高い
歴史的風致を味わうことができる。また、智勝院内には保育園、東には関連する花園学園が隣接
することから、これらの人的資源を活用した地域住民との交流も考えられる。 
火災時における地域住民との連携を常時確保しておけば、周辺地域での火災の際に円滑に山内
に避難誘導することができるほか、山内の火災の際に地域住民からの速やかな支援を受けること
が可能となる。 
妙心寺のマツをはじめとする樹木、樹林は、風致地区の指定にみられるように地域の良好な環
境資源として認知されている。このため、常時通行可能な塔頭寺院外の参道等の樹木、樹林は公
共財に準ずる位置付けとし、地域住民との連携による防災活動と一体として維持管理活動を行う
ことが、地域住民の積極的な参加を促し、山内の美観をより一層向上しながら防災活動の連携を
深めることにつながると考えられる。 
 
５．区市の認識調査 
 
(1) 景観・防火機能に対する評価 
区市の認識調査において、提示した地区の樹林における景観と防火機能に対する評価を聞いた。
評価は 5 段階とし、それぞれの各段階のイメージを表 2-4 のように示して、「最も近いと思われる
項目に一つだけ ○ をご記入下さい。」とした。その結果、回答区市数の多い順に上位 3 項目（表
2-4 中網掛け）をみると、景観は A，B，C，防火は C，B，未評価となった。 
また、景観と防火の両方に A～E のいずれかの回答があった 20 地区（表 2-7「景観評価」「防
中
央
軸
図 2-16 中央軸東側の建築物 
隣華院
智勝院
麟祥院
大通院
大庫裏
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火評価」参照）の評価値には、景観面の評価が高い地区については防火面での評価も高い傾向が
あると考えられた。そこで、双方の評価値の相関の有無を、評価 A から E に各々5 から 1 の数値
を与え、これを対象として分析した。その結果、相関係数は r=0.18 となり、有意水準は p=0.45
と算出されたため、この相関関係は認められないと解釈した。 
以上のことから行政は、樹林が景観を構成する要素の一つであることについては、程度の差は
あるものの各地区ともおおむね評価していることがわかった。一方、防火については行政計画等
に明確に位置付けてはおらず漠然とした認識か、または防火機能を評価できない、若しくは評価
していないことがわかった。 
 
表 2-4 評価のイメージと結果 
 
 
(2) 樹林が保全されている理由 
区市の認識調査において、樹林が保全されている理由については、「複数の寺院／武家屋敷跡及
びその他の施設にわたって連続的に樹林が保全されている理由について、考えられる項目を全て 
○ で囲んで下さい。（複数回答可）」とした。また、続く問いとして、「ご回答について最も主要
な理由と考えられるものを、3 番目まで順位を付けてご記入下さい。ご回答が 3 つに足りないと
きは、それまでで結構です。」とし、選択した回答のウエイトの高い順序を聞いた。 
a) 総数の集計結果 
その結果を表 2-5 に示す。樹林の保全は一義的には所有者が個別に行ってきたという認識が 25
地区を占めた。寺院も武家屋敷跡も、所有者がその場所で生活を営んでいることが一般的で、樹
林の保全は日常的な維持管理を行っている所有者自身に依るという見方である。 
イメージ 合計 イメージ 合計
A
歴史的景観の構成要素として高く
評価しており、景観計画または緑
の基本計画に位置付けている。 ９
延焼遮断機能をもつ防火帯の一部
として高く評価し、関係調査報告
書、または都市計画マスタープラ
ン、緑の基本計画等に位置付けて
いる。
０
B
歴史的景観の構成要素として評価
しているが、特段の位置付けはし
ていない。
８
延焼遮断機能をもつものとして評
価しているが、特段の位置付けは
していない。
９
C
歴史的とまでは言えないが、一般
的な景観構成要素として評価して
いる。
４
樹林が条件によっては延焼遮断機
能を持つことは認めるが、当該地
区の樹林が防火帯の一部として機
能するかどうか判断できない。
１１
D
当該地区の景観に影響を与えるも
のではなく、付帯的なものと判断し
ている。
１
樹林が条件によっては延焼遮断機
能を持つことは認めるが、当該地
区の樹林は防火帯の一部として機
能しないと判断している。
１
E 一般的に樹林が景観構成要素に
なるとは認めていない。
０ 一般的に樹林の延焼遮断機能を
認めていない。
０
特段の検討や評価をしていない。 ３ 特段の検討や評価をしていない。 ７
その他 ３ その他 ０
無回答 ３ 無回答 ３
合計 ３１ 合計 ３１
景　観 防　火項目
ランク
高
↑
↓
低
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表 2-5 樹林が保全されている理由 
(文化財予定) 1
規制 1
文化財 1
観光地 1
なし 1
協定 1 なし 1
啓発活動 1 規制 1
(保存会) 1 転用未着手 1
(伐採費用) 1
なし 1
助成 1 なし 1
規制 1
助成 1
所有者間協力 1 なし 1
3
3 所有者個別 2
所有者個別 2
文化財
第1位 第2位 第3位
規制 6
所有者個別 25
2
2
なし 2
なし
観光地 2
【上表に略記した調査票の理由項目の実際の選択肢】
所有者個別：所有者が個別に保全育成してきた。
所有者間協力：所有者が協力しあって保全育成してきた。
協定：地域の緑の保全育成またはまちづくりを目的とするNPO、自治会そ
         の他の市民団体が、所有者との間に協定を結び、それに従って保
         全活動をしてきた。
規制：市町村が樹林の保全育成のために法律、条例等に基づいて伐採
         や転用に規制をかけてきた。
助成：市町村が樹林を保全育成するために助成制度を作って適用してきた。
啓発活動：市町村が所有者や周辺住民に対して啓発活動を行ってきた。
文化財：樹林または樹林を含む土地の区域を文化財に指定して保護し
            てきた。
観光地：樹林を含めて観光地として認知されており、伐採できる環境にない。
転用未着手：所有者に転用や売却の希望や予定があるが、まだ着手して
                   いない。
(保存会)=｢その他｣：老人クラブや居住者及び所有者の希望者で、保存
                              会を設立し、景観保存に取り組んできた。この保存
                              会へ市は年間50,000円の補助金を支出している。
(文化財予定)=｢その他｣：樹林を含む土地の区域について、文化財に指
                                     定予定がある。
(伐採費用)=｢その他｣：樹林内の樹木が大木であり、伐採するためにも多
                                 額の費用がかかることから、伐採されていない。
【回答のなかった選択肢】
・地域の緑の保全育成またはまちづくりを目的とするNPO、自治会その他の市
  民団体が、所有者の了解を得て自主的に保 全育成活動を行ってきた。
・市町村が樹林の保全育成に関する事業をNPO、自治会その他の市民
  団体に委託して行ってきた。
・市町村が所有者に働き掛け、樹林の保全育成を目的として行政計画に
  位置付けた。
・樹林が斜面にあるなど立地条件からみて、開発や転用の余地がない。
文化財 3
所有者間協力 3
なし 6
規制 3
なし 2
規制 2
文化財
助成
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b) 理由の順位付けによる分析 
ただし、25 地区のうち 19 地区は第 2 位の理由を挙げている。第 2 位の理由では、伐採や転用
に対する規制、文化財指定、所有者同士の協力、樹林の保全育成のための助成が順に多く挙げら
れている。また、協定、啓発活動といった行政や地域住民と所有者とのつながりや、観光地とし
ての認知といういわば地域外からの来訪者の関与によって直接的、間接的に樹林が保全されてき
たと認識されている地区もみられた。 
c) 回答のなかった選択肢からの分析 
一方、回答のなかった選択肢には、市民団体による緑地保全育成活動があった。市民団体によ
る緑地の保全育成活動が行われていると行政が認識していないということである。このことから、
例えば田中らが首都圏の自治体について、「利用の段階において、市民団体と連携している自治体
は、区域 A および区域 B で多くみられた(2)。このことは、これらの区域では、市民への公開を前
提とした樹林地の保全が図られていることを示すものと考えられる。」10)と指摘しているように、
歴史地区以外も含めた既成市街地等の民有緑地にみられる樹林では維持管理の支援を受けるため
市民緑地制度のような市民への公開が行われている例があるのに対し、調査地区のような歴史地
区の建築物敷地内の樹林はその対象とされていないと考えられる。 
以上の a)～c) から行政は、歴史地区の民有地敷地内の樹林では、所有者による維持管理活動
を一義的とし、行政による文化財指定、規制、助成、協定等をプラスして樹林を保全しているが、
地域住民による支援は行われていないと認識していることがわかった。 
 
(3) 現在直面している課題 
区市の認識調査において、課題については
「樹林の保全育成にあたり、現在直面してい
る課題について当てはまる項目を全て ○ 
で囲んで下さい。（複数回答可）」とした。そ
の結果を表 2-6 に示す。 
その結果、所有者に係る要因に関する回答
が過半を占めた。特に、樹林の維持費の負担
が大きいという回答がそれ一項目のみで 31
地区の半数を上回った。続いて、所有者の高
齢化が挙げられた。本調査では調査全般に関
連する自由回答も求めたが、「武家が信仰し
ていた宗派の寺院が多く、明治維新後、武士
階級だった市民の多くが、（中略）東京に移
住してしまい、寺院の檀家数が極めて少な
い。」という回答があった。寺院の檀家数の
減少は、冬月 11)の指摘によると地域によっ
て原因は異なるものの全国的な傾向である。
また、武家地跡が伝建地区に指定されている
弘前市仲町地区について石川らは、「かつて、
サワラ垣や庭の手入れのために親戚や知人
 
表 2-6 直面している課題 
区分 選択肢 総数
樹林の維持管理費に所有者の負担が
大きい。
17
所有者が高齢化し、樹林の維持管理作
業の負担が大きい。
7
全部または一部の所有者に伐採または
売却の意向がある。
3
（武家地跡のみ）区域内の建築物に空
き家が増加しており、維持管理の担い
手が不在である。
3
（武家地跡のみ）相続税、固定資産税
等の負担が大きい。
1
小計 31
周辺住民から伐採の要望がある。 4
市民の保全育成の意識が育たない。 4
所有者と行政または市民との保全育成
に向けた連携がうまくいかない。
2
全部または一部が道路等の公共施設
の整備計画に位置付けられている。
1
小計 11
樹木が老齢化し、または成長し過ぎ、
更新が難しい。
6
樹木に病虫害が発生している。 1
（その他）近年、調査対象の境内林にカ
ラスが大集団で生息し、糞害や生活ゴミ
を散乱させる等の課題が生じている。
1
小計 8
合計 ２５地区 50
なしor不明 ６地区
所有者の要因
外的要因
樹林の要因
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が手伝いにきたということは現在ではもはや見かけられなくなったということであろう。」12)と考
察している。本論の調査地区以外で伝建地区に指定されている竹富島について高口ら 13)は、「集
落内の互助活動である『ゆい（結い）』」の「多くは生活の近代化と過疎化のなかで失われていっ
た」と指摘している。 
以上のことから、行政は、所有者個人による樹林の維持には維持費負担や高齢化の課題がある
と認識しており、その背景の一つには寺院や武家屋敷跡の樹林を維持する所有者を支える人的支
援の弱体化があることがわかった。 
 
(4) 地区の特徴と市区町村の認識の関係の考察 
前項までは樹林の減少の有無や市区町村の認識について、調査項目別に傾向を分析した。本項
1位 2位 3位
弘前市 西茂森 寺院群 29.4 史跡（惣構） 有 無回答 無回答 文化財 所有者個別 規制 所有者・樹林
京都市 大徳寺 寺院群 27.8
史跡名勝（庭園）
天然記念物（樹木）
風致地区
有 A B 所有者個別 文化財 規制 所有者
大阪市 寺町 寺院群 24.4 風致地区
保存樹林助成
有 他(B) 未評価 規制 助成 なし 外的
秋田市 寺町 寺院群 20.6 保存樹 有 D C 所有者個別 規制 なし 外的・所有者・樹林
京都市 妙心寺 寺院群 20.4
史跡（境内等）
名勝（庭園）
風致地区
有 A B 所有者個別 文化財 規制 所有者
弘前市 新寺町 寺院群 13.3 史跡（惣構） 有 無回答 無回答 所有者個別 なし なし 無回答
金沢市 野町周辺 寺院群 12.7 寺社等風景等
保存樹林
有 A C 規制 所有者個別 他
（伐採費用）
外的・所有者・樹林
弘前市 仲町伝建 武家地跡 12.6 伝建地区
生垣剪定奨励金
有 無回答 無回答 文化財 所有者個別 助成 所有者
京都市 相国寺 寺院群 12.0 風致地区
名勝（庭園）
有 A B 所有者個別 規制 文化財 所有者
久留米市 寺町 寺院群 11.9 保存樹奨励金 有 B C 所有者個別 助成 観光地 所有者
大野市 錦町周辺 寺院群 10.5 まちづくり協定 無 B B 所有者個別 協定 なし 外的
京都市 建仁寺 寺院群 7.6 風致地区
名勝（庭園）
有 A B 所有者個別 規制 文化財 所有者
盛岡市 大慈寺町 寺院群 7.5 環境保護地区 有 A 未評価 所有者個別 規制 他（規制） なし
萩市 北古萩町周辺 寺院群 7.3 なし 有
他(複数
回答)
C 所有者個別 なし なし 無回答
柳川市 西魚屋町周辺 寺院群 5.9 美観地区  1) 無 B B 所有者個別 規制 観光地 外的・所有者・樹林
小田原市 西海子小路周辺 武家地跡 5.9 なし 有 C 未評価 所有者個別 なし なし 外的・所有者
新発田市 中央町周辺 寺院群 4.9 なし 有 未評価 未評価 所有者個別 所有者間協力 なし 無回答
臼杵市 二王座 寺院群 4.4 なし 無 C C 所有者個別 なし なし 樹林
台東区 谷中周辺 寺院群 3.9 保護樹林助成
天然紀念物
無 B C 所有者個別 助成 なし 所有者
結城市 結城 寺院群 3.4 なし 有 A C 所有者個別 協力 なし 所有者
五島市 福江武家屋敷 武家地跡 3.3 なし 無 C C 所有者個別 他（保存会） 転用未着手 所有者
会津若松市 馬場本町周辺 寺院群 3.1 景観指定樹 無 A C 所有者個別 啓発活動 規制 所有者
堺市 南宗寺周辺 寺院群 3.1 保存樹 無 B B 規制 所有者個別 なし 所有者
村上市 寺町 寺院群 3.0 なし 有 他(D) 未評価 所有者個別 なし なし なし
日南市 飫肥前鶴通 武家地跡 2.9 伝建地区 有 B D 他（文化財） 所有者間協力 なし 所有者
刈谷市 元町周辺 寺院群 2.5 保存樹助成
天然紀念物
有 C B 所有者個別 助成 文化財 所有者
金沢市 長町周辺 武家地跡 2.1 伝統的街並み区域
保存樹
無 A C 所有者個別 規制 観光地 外的・所有者・樹林
桑名市 一色町周辺 寺院群 2.0 史跡（集落跡） 無 B C 所有者個別 文化財 なし 外的
文京区 向丘周辺 寺院群 1.3 保護樹林 無 未評価 未評価 所有者個別 所有者間協力 規制 なし
亀岡市 矢田町周辺 寺院群 1.2 なし（史跡予定）2) 有 B B 所有者個別
他 2)
（文化財予定）
なし 外的
上山市 仲丁通り 武家地跡 1.1 なし 無 未評価 未評価 所有者個別 なし なし 所有者
市区町村の認識
1) 調査後、景観計画の重点地区に改編された。
2) 調査後、指定された。
3) 本データは、第１章６(1) のデータのうち、樹林の消失の有無を地区ごとに表示したものである。
4) 本データは、表2-4のデータを地区ごとに表示したものである。｢未評価｣は｢特段の検討または評価をしていない。」に対応し、｢他｣は｢その他」に記載のあった
　地区で( )内は記載内容から解釈して最も近い評価値を当てはめたものである。
5) 本データは、表2-5のデータを地区ごとに表示したものである。表内の語句は選択肢を略したもので、表2-5の表記と一致している。
6) 本データは、表2-6のデータを地区ごとに表示したものである。表内の語句は選択肢を区分したもので、｢所有者｣は「所有者の要因」、「外的」は「外的要因」、
　「樹林」は「樹林の要因」に対応している。
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区市名 地区名 景観
評価4)
防火
評価4) 課題
6)種別 規模(約ha) 保全施策
樹林
消失3)共通の特徴
保全理由5)
表 2-7 地区の特徴と市区町村の認識 
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では、各地区の特徴と市区町村の認識結果を地区ごとの一覧表にしてまとめ、傾向を分析するこ
ととした。その結果を、地区面積の大きい順に表 2-7 に示した。 
地区面積が比較的大きい 10ha 以上の 11 地区は、秋田市寺町、久留米市寺町を除き、地区内の
土地を面的に指定する文化財、風致地区、協定（表 2-7「保全施策」中にゴシック体で表示）の
いずれかが適用されていた。また、景観評価は秋田市寺町と無回答の地区を除けば、いずれも B
以上の評価を得ていた。しかし、これらの地区では大野市錦町周辺地区を除き、樹林の消失が認
められた。 
保全施策と保全理由を比較してみると、文化財または規制が保全理由の 2 位以上に挙げられて
いる 15 地区に適用されている文化財または規制（表 2-7「保全理由」中に白黒反転表示）は、秋
田市寺町、堺市南宗寺周辺を除き、伝建地区や風致地区等地区内の土地を面的に指定するものが
適用されていた。 
課題認識については、表に示す地区の特徴や他の調査項目と比較する限り、関係する傾向はみ
られなかった。ただし、課題がない、または無回答の 6 地区の評価をみると、全ての地区に未評
価、無回答、回答の不備のいずれかがあった。また、課題がないとした地区においても樹林の消
失が認められた箇所があった。 
以上のことから、比較的大規模な地区は景観面での評価が高く面的に保全施策が適用されてい
るが、樹林も消失する傾向があった。また、樹林が保全されてきた理由について、第 1 位の回答
の多い所有者自身による維持管理活動にプラスされる保全施策は面的なものが認識される傾向が
あることがわかった。 
 
(5) 検証―所有者、地域住民のヒアリング 
市区町村の認識調査の結果を検証するため、地区内の樹林の所有者または地域住民の代表者の
ヒアリングを行った。 
a) ヒアリングの方法 
地区の選定については、５．(1) の景観、防火機能評価の多い順に 2 段階（景観は A と B、防
火は B と C）の地区を抽出し、組合せを最高評価の景観 A と防火 B、中間の景観 B と防火 B、最
低評価の景観 B と防火 C の 3 つとした。そして、それぞれの組合せの地区の所有者または地域住
民組織からヒアリングの依頼に応じていただいた代表者にお願いした。ヒアリングを行ったのは、
イ地区（景観 A、防火 B）寺院職員（2012 年 3 月 31 日）、ロ地区（景観 B、防火 B）寺院住職（2012
年 3 月 1 日）、ハ地区（景観 B、防火 C）地域住民（2012 年 3 月 13 日）の 3 者である。ヒアリ
ングにおける質問項目は、樹林所有者に対しては、i) 樹林形成の経緯について、ii) 樹林の機能評
価について、iii) 樹林が維持されてきた要因について、iv) 今後の樹林保全方策についてとし、地
域住民に対しては、i) 樹林の評価、ii) 樹林とのかかわり方、iii) 今後の意向と課題、とした。 
b) ヒアリングの結果 
その結果を表 2-8 に示す。これらは、3 地区における所有者または地域住民の各地区代表者一
名の限定的なものであるが、その範囲では、景観面での評価が高いことが市区町村の認識調査の
結果と全体的には整合していた。しかし、個別にみると、イ地区の場合は行政は防火面でも評価
していたが、所有者はヒアリングを受けて初めて認識したとみられた。ロ地区に関しては、行政
の課題認識は所有者の負担のみであったが、所有者は行政の無関心や地域住民の無理解を指摘し
ていた。ハ地区に関しても、行政の課題認識は所有者の負担のみであったが、地域住民は緑の防
38 
 
火機能に対する住民の関心が高まらないことを課題として挙げていた。 
以上のように、ヒアリングを行った範囲では、全体的には市区町村の認識調査の結果と整合し
ていたものの、樹林の所有者や地域住民の意識と行政の認識が異なる面もあることがわかった。 
 
小結 
 
本章において明らかになった点を以下に整理する。 
(1) 延焼遮断帯となる可能性のある寺院群または武家地跡は、隣接する一棟火災に対しては延焼
遮断帯の必要幅を確保していることが明らかとなったが、武家地跡については敷地内の木造建
築物が安全距離を確保することが困難な箇所があった。また、市街地大火に対しては延焼遮断
機能を持つ可能性があることが明らかとなったが、特に列状の武家地跡は延焼遮断帯として必
要な幅を確保できない可能性が高いことが明らかとなった。 
(2) 景観・防火機能に対する評価について行政は、樹林が景観を構成する要素の一つであること
については、程度の差はあるものの各地区ともおおむね評価していることが明らかとなった。
一方、防火については行政計画等に明確に位置付けてはおらず漠然とした認識か、または防火
機能を評価できない、若しくは評価していないことが明らかとなった。 
(3) 樹林が保全されている理由について行政は、歴史地区の民有地敷地内の樹林では、所有者に
よる維持管理活動を一義的とし、行政による文化財指定、規制、助成、協定等をプラスして樹
林を保全しているが、地域住民による支援は行われていないと認識していることが明らかとな
った。 
(4) 現在直面している課題について行政は、所有者個人による樹林の維持には維持費負担や高齢
化の課題があると認識しており、その背景の一つには寺院や武家屋敷跡の樹林を維持する所有
者を支える人的支援の弱体化があることが明らかとなった。 
(5) 各地区の特徴と市区町村の認識結果から、比較的大規模な地区は景観面での評価が高く面的
質問項目 イ地区　寺院職員 ロ地区　寺院住職 質問項目 ハ地区　地域住民
i) 樹林形成の経
緯について
・臨済の教えに従い、基本的
にマツを植栽。
・塔頭は管理に手間のかかる
マツを好まない。
・戦前の図では樹林は現在の
形。
・それ以前は不明。
i) 樹林の評
価
・緑が多ければよいというスタン
ス。その緑の多くが私有地であり、
難しい。
・地域の中には緑が少なく、囲ま
れているのが特徴。寺の緑で救わ
れている。
ii) 樹林の機能評
価について
・寺としての雰囲気、空気が存
在。緑なくして寺は語れない。
・防火に関しては類焼防止の
ために木を植えるのではなく、
結果としてそうなるということを
知っておけばいいと思う。
・緑の少ない市にあって、貴重。
・盛土上であり、かつては海が
見えた。
ii) 樹林との
かかわり方
・住民は迷惑がかからなければ好
き。落葉くらいはいいと思う人が少
しでも増えていけば。
・防災の取組は、大震災やコミセ
ンで熱心に。逆に、緑や環境から
は遠のいた。
iii) 樹林が維持さ
れてきた要因につ
いて
・植栽の維持管理費は多額に
なるので、管理水準に濃淡を
つけて抑制。
・維持作業の9割は業者に依
存。
・地域の環境のためにも必要と
いう公共心を持って維持。
・市、住民、企業の支援は無し。
iii) 今後の
意向と課題
・まちづくり憲章を作りたい。
・行政には住民サイドでできない
ことを望む。
・外からほめられることは大事、何
がいいか言ってもらって再認識。
iv) 今後の樹林保
全方策について
・里山と人との関係と同じ。三
位一体。仏教と人と空間との
関係を守っていきたい。
・地域のサポートは、寺にそれ
をお願いできる素養が必要。
・周辺住民は無理解。
・檀家寺ではないので、地域と
のつながりは希薄。
・大樹が寄り過ぎると、油や落葉
の堆積で建物が傷む。防火だけ
を考えるわけにもいかない。
表 2-8 ヒアリング結果の概要 
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に保全施策が適用されているが、樹林も消失する傾向があった。また、樹林が保全されてきた
理由について、第 1 位の回答の多い所有者自身による維持管理活動にプラスされる保全施策は
面的なものが認識される傾向があることが明らかとなった。 
 
【補注】 
(1) 火炎面積比及び火炎輻射熱については、藤田金一郎により建物外壁の構造及び材質別に基準値が示されている。
今回の設定は、木造密集市街地でも一定の防火構造建築が混在していることを想定し、「土壁の多い関西風木
造建物及び防火構造の木造建築」を選択した。 
(2) A は既成市街地、B は近郊整備地帯。 
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40 
 
 
 
 
 
 
 
第３章 市町村を主体とした樹林保全の取組みに関する分析・考察 
―歴史的風致保全と市街地防火を目的として― 
 
第１節 市街地防火の位置付けに関する分析・考察 
―歴史的風致維持向上計画について― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．本節の目的  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４１ 
２．本節の方法と手順  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４１ 
３．法制定過程における防災に関する議論と反映  ・・・・・・・・・・・・・  ４１ 
４．維持向上計画における火災予防の位置付けの実態  ・・・・・・・・・・・  ４４ 
５．維持向上計画制度に関する考察  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４８ 
小結  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４８ 
参考・引用文献  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４９ 
 
41 
 
１．本節の目的 
 
歴史まちづくり法（以下、本節において「法」と略称）の対象となるような歴史都市の市街地
にも、過去の戦災や大火等の災害を免れた木造の建造物が密集しているものがあり、広範囲に延
焼した火災によって歴史的風致が滅失する恐れがある。このようなことから、歴史的風致を維持
及び向上するためには、大震火災をはじめとする防災の視点からの方策が求められている。この
ため、主務省庁が策定した法運用指針において、維持向上計画には防災に関する事項を記載する
こととされている。 
本節は、この法運用指針における「防災」に込められた火災予防の意図を、その成立過程の議
論を詳細に分析することを通して明らかにすることを第一の目的とした。また、期待される火災
予防対策を市町村が位置付けていく上での制度上の課題を整理し、改善策を提案することで、現
行制度の活用可能性を一層拡げることを第二の目的とした。 
 
２．本節の方法と手順 
 
法案は、政府の社会資本整備審議会（以下、本節において「審議会」と略称）等の、1997年度
から2007年度にかけての関連する審議を通じ、我が国における歴史的風致の現状把握、歴史的風
致の維持及び向上を進めている地方公共団体のニーズの把握、既存法制の検証等を経て、その内
容が検討された。そこで第一に、審議会の議論の過程を中心に、法制定の必要とその内容の概略
が定まるまでの経緯を、行政資料から把握し取りまとめた。また、この過程のうち、防災に関す
る議論を抽出して、なぜ火災予防の考え方が重視され、どのような形で制度に盛り込まれたかを
整理した。 
第二に、国の認定を受けている35件全ての維持向上計画を対象に、 
a) 維持向上計画から、「火災予防」に関する現在及び今後の取組みについて記述されている部分
を抜き出し、その内容をハードウェア面及びソフトウェア面での取組みに区分するとともに方
策に応じて分類して、火災予防に関しどのような手法が用いられているかを把握した。 
b) 認定市町村が維持向上計画以前に策定した、都市計画法第18条の2に基づく市町村の都市計画
に関する基本的な方針（以下「市町村マスタープラン」と略称）、及び災害対策基本法第42条
に基づく市町村地域防災計画（以下「地域防災計画」と略称）を調査し、歴史的風致を維持す
るために建築や土地利用の改変を制限せざるを得ない市街地に対して位置付けられている方
策を把握した。 
第三に第一の結果及び、第二のa)、b) の比較から、市町村が維持向上計画に期待される火災予
防方策を積極的に位置付けていくように働き掛ける上での課題を整理し、改善策を提案した。 
 
３．法制定過程における防災に関する議論と反映 
 
(1) 法制定に至る経緯 
審議会は、所掌している「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」（以下「古都保
存法」と略称）に関し、2003年4月14日に「大津市における新たな古都指定など、今後の古都保
存行政のあり方はいかにあるべきか。」について国土交通大臣から諮問を受けた。これに先立ち前
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身の一つである歴史的風土審議会は、政府に対し1998年3
月19日に「古都以外の都市における歴史的・文化的資産に
ついても、古都同様に国民共有の遺産として保存、継承が
図られるべきである。このため（中略）古都で培われた歴
史的風土の保存の理念と枠組みを、古都の範囲に限られる
ことなく、広く全国に展開する等、その方策を検討する必
要がある。」1)と、意見具申していた。また、2003年の諮
問趣旨も「その他の市町村においても、地域における歴史
的・文化的資産の保全と活用を通じて地域の活性化を目指
す動きが見られる。」2)と指摘しているように、「古都」指
定について限定的な運用がなされている古都保存法の活用のあり方、及び古都保存行政を「古都」
以外の全国に展開することに関する検討が求められた。 
審議会は、当該審議を都市計画・歴史的風土分科会の歴史的風土部会に付託し、これを受けて
歴史的風土部会は、2005年6月30日に「古都保存行政の理念の全国展開小委員会」を設置した。
同小委員会は2006年6月23日まで計6回の審議を重ね、最終回の同日に報告が取りまとめられたが、
その後速やかな政策の実行に至らず、当該報告は諮問に対する中間報告的な位置付けとなった。 
歴史的風土部会は、さらに具体的な検討を進めるため、2007年5月11日に「歴史的風土の保存・
継承小委員会」を設置した（図3-1-1）。同小委員会は2008年1月25日まで計5回の審議を重ね、最
終日の同日に取りまとめられた報告は、歴史的風土部会の議決を経て2003年の諮問に対する答申
となった。その内容は、古都保存法について「古都」の対象となる要件を広い意味に捉えるとと
もに、より多くの都市とその市街地を対象とした歴史的風致の維持向上によるまちづくりを支援
する新たな枠組みを構築するとし、その具体的な支援の内容について提言した3)。 
これらを反映した法案は、2008年1月開会の通常国会への提出を目指し、具体的な内容の検討
を同小委員会と並行して行ったことから、報告が取りまとめられた直後の2008年1月29日に閣議
決定された。なお、関連する予算要求はスケジュールの都合上審議会報告の取りまとめよりも先
行し、2007年末に閣議決定された次年度政府予算案に盛り込まれた。 
また、文化審議会では 2006 年から 2007 年にかけて「文化財を総合的に把握するための方策」、
「社会全体で文化財を継承していくための方策」について、文化財分科会企画調査会において審
議が行われた。この報告書も法案作成に当たっての指針となっている 4)が、審議会答申と共通す
る視点は、文化財等の歴史的文化的資産を単体でなく地域や社会全体で継承していくことにあっ
た。そのため政府内での調整の結果、法案は文部科学省、農林水産省、国土交通省の共同で提出
された。このような文化財保護行政とまちづくり、地域づくり行政との連携は、それ以前は例え
ば、文化財保護法に規定する伝建地区が市街地においては都市計画の手法を用いたこと等に限ら
れる。 
 
(2) 審議会における防災に関する議論 
古都保存行政の理念の全国展開小委員会は、鎌倉市、金沢市の現地調査、委員の意見のヒアリ
ングを行って報告案を作成し、取りまとめるための議論を行う方法で進められた。 
防災に関しては、2006 年 4 月 5 日の第 4 回小委員会において委員から「もし直下型の地震火災
で燃え始めた場合、（中略）木造の住宅がびっしりあるということは、ある意味では極めて危険な
図 3-1-1  歴史的風土の保存・継承小委員会
（写真提供：国土交通省） 
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状況にあります。消防車が来ないで、風の向きによってはこういう文化遺産を燃やしてしまう燃
え草になる可能性があるわけで、それに対する対策というものが非常に現在必要になっています。
いずれにしても、文化遺産の周辺の環境保全を、景観と防災の両方の意味できちんとやらないと
国際的な信頼にこたえられないという状況があるということです。」5)という意見があり、報告で
はこれを受けて「歴史的な風土の保存・活用と生活との共存」の項目において「歴史的な風土の
核となる歴史的建造物等や自然的環境は（中略）都市公園事業等の活用により、歴史的・文化的
資産の防災性の向上（中略）も必要である。」6)と記述された。 
また、歴史的風土の保存・継承小委員会は、犬山市の現地調査を織り込みながら、政府が検討
している新制度の考え方や想定される具体的な施策を提示して委員の意見をうかがい、報告案を
提示して取りまとめる形で審議が進められた。 
防災に関しては、2007年12月19日に開催された第4回小委員会で事務局が提示した報告に盛り
込むべき事項の案には、前小委員会の報告にかかわらず記述がなかった7)。 
これに対し、委員から「文化庁の文化遺産の保存対策は、文化財の中はきっちりやっているん
です。しかし、問題なのはその周辺が燃え始めたときに、例えば地震が起きて家が倒れ、水がと
まり、消防車が来ない中で、半日間も燃え続ける都市の中でどうやって世界遺産が生き残れるか
といえば、やはり防災対策をきっちりやるしかないんですね。そういう意味で、安全の問題と絡
めて入れていただくといいかなという気がいたしました。」という意見が示され、「防災」の語句
を挿入すべき箇所が具体的に提案された。これに対して他の委員や事務局に異論はなかった 8)。
また、その後行われた報告案のパブリックコメントにおいても、「新たなまちづくり制度の位置付
け」の項目に対し「歴史的風土を形づくる上での重要な要素である文化遺産の防災問題が、明示
的に示されることが望まれる。」9)という意見が提出された。 
これらを受け、最終の第 5 回小委員会で事務局が提示した報告案では、「新たなまちづくり制度
の位置付け」の項目において「この場合新たなまちづくり制度は、（中略）歴史的文化的資産を災
害による滅失から保護するための防災等によるまちなみの再生・創造を予算制度、税制、規制の
特例措置を組み合わせて実施する事業を、総合的に支援する性格のものとするべきである。」10)
という文章が盛り込まれた。また、「国が講ずるべき支援の内容」の項目にも、a) 市町村の総合
的な計画に基本方針を位置付ける、b) 専門家の派遣、情報の提供、相談等の支援、c) 歴史的ま
ちなみ景観の特性を維持するための建造物の対策等を促進、の 3 箇所にわたり「防災」の語句が
盛り込まれた 11)。これらはそのまま報告として了承された。 
また、この第 5 回小委員会でも委員から「防災」に関する意見が 2 点述べられている。 
その一方は「安心・安全、それから防火、それから耐震性ですよね、そのことと、それから歴
史的な雰囲気、風土、建物というこれをどう超えられるのかということなんですけれども、両方
とも大事で、（中略）歴史的風致を踏まえるような改装技術、そういうものをもっと開発していた
だけるように促進することに期待します。」12)というものであった。他方は「安全性の確保という
のは、個々の建物を建築基準法で縛って、それぞれの家が苦しむという話ではなくて、もっとそ
このもとになるところを集団的に安全にする防災設備をつければ、逆に言えば、かなり基準法が
緩和できる部分もあるわけですね。その部分がおそらく今回入れていただいた「防災」というと
ころだと思うんですが、」13)という意見であった。 
これら2つの発言は、報告案に「防災」に関する記述が盛り込まれたことを確認した後に述べら
れた意見であったため、両委員は歴史的風致の維持向上における「防災」について実行段階で求
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められる中身を具体的に述べている。了承された報告はこれらの意見に対応していることから、
維持向上計画における「防災」は、文化財の周辺環境を防災と景観の両面で捉え、構造的に火災
の延焼しにくい都市計画・建築面からの措置が実行されることを意図したものであることは明ら
かである。 
 
４．維持向上計画における火災予防の位置付けの実態 
 
(1)法運用指針に示された維持向上計画の項目 
維持向上計画に記載すべき事項は、法令及び法運用指針に示されている。このうち、防災に関
する事項は、法第5条第2項第3号の「次に掲げる事項のうち、当該市町村の区域における歴史的風
致の維持及び向上のために必要なもの」のうちの一つである「文化財の保存又は活用に関する事
項」に記載する項目として、法運用指針に「文化財の防災に関する方針」及び「文化財の防災に
関する具体的な計画」が例示されている。 
 
(2) 維持向上計画への位置付けの実態 
2013 年 3 月末現在国の認定を受けている 35 件の維持向上計画（変更しているものは変更認定
後の計画）14)について、火災予防に関する課題や今後の取組みの方針を記述している箇所を抜き
出した。その手順は次のとおりである。まず、各計画について(1) で例示された「文化財の防災
に関する事項」と「文化財の防災に関する具体的な計画」に相当する項目を把握した。次に、そ
の項目に書かれている文章から、避難、応急措置、復旧等の対策を除外し、火災（地震も火災に
つながるものとして含めた。）予防対策に相当する語句を抜き出した。加えて、維持向上計画の全
体を精査したところ、防災または防火に相当する対策でありながら、上記項目とは別の、歴史的
風致の維持及び向上に関する「これまでの取組」や「基本的方針」等に位置付けている計画があ
ったので、相当する語句を追加した。 
その語句について、防災施設等ハードウェアの整備、管理等に係るものと、人的体制、活動等
ソフトウェアの取組みに係るものに大別したところ、各計画ともハードウェア、ソフトウェアの
両面について一以上の記述があった（例えば、図 3-1-2~4）。さらに、それぞれのカテゴリーと属
する内容を、対象物や対象となる活動別に区分し、それぞれの項目が 35 計画中いくつの計画に位
置付けられているかをグラフに表した（図 3-1-5）。 
計画によっては位置付け方が「防災設備の充実」等のように複数の手法を包括的に記述してい
るものと、「貯水槽、放水銃の設置」等のように個々に具体的に記述しているものがある。このた
め一概には比較できないが、各市町村は発生した火災が延焼へと発展しても、これを速やかに消
火できるようにするための設備と、それを実行する人々の啓発や訓練を重視していると考えられ
る。 
一方、審議会で求められたような構造的に火災が延焼しにくい市街地づくりのための措置につ
いては、例えば、京都市の面的かつ広域的な防災水利整備事業（図 3-1-2）、萩市の火除地の設定、
高山市の延焼遮断帯となる土蔵群の保全（図 3-1-3）等、一部の計画に見られた。しかしながら、
全ての市町村が認識して計画に位置付けてはいないことが明らかとなった。 
 
(3) 関連計画にみる歴史的風致維持に配慮した火災予防手法 
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(2) の維持向上計画に位置付けられた火災予防対策について、同様の内容の項目があり維持向
上計画よりも先に策定された計画と比較した。ここで取り上げた「先に策定された計画」は、維
持向上計画との関連性を記述すべきものとして法運用指針に例示されているもののうち、都市防
災に関する項目を有する市町村マスタープランと、文化財の防災に関して、法運用指針を補完す
るものとして国土交通省の監修の下に発行された「歴史まちづくり法ハンドブック」（以下「ハン
ドブック」と略称）において整合を図るべきとされた地域防災計画の2計画とした。 
a) 市町村マスタープラン 
国土交通省が策定した都市計画運用指針では、市町村マスタープランの基本的な考え方として、
各市町村の判断で記述することが考えられる項目として「都市の防災性の向上」18)が挙げられて
いる。このため、35市町村のうち、都市防災に係る項目を挙げている22市町村の市町村マスター
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図 3-1-2  防災水利整備事業 15) 
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プラン19)について、歴史的風致維持や文化財保護の観点から制約がかかる状況を明記した上で記
載していた7市町村の火災予防対策を把握し、表3-1-1（その1）に整理した。 
 
表 3-1-1 歴史的風致維持や文化財保護の制約がかかる状況を明記した上での火災予防対策（その 1） 
（ 制約がかかる状況、 具体的な火災予防対策） 
計画名 火災予防対策 
市町村 
マスタープラン 
・伝統的建造物群保存地区や市街地景観保存区域については、「三町防災計画」などにより
地域の防災対策をすすめます。（高山市） 
・歴史的資産の保護・保全という観点から防火地域の拡大化は一挙には推進しにくい状況で
す。当面は、都心部に防災地域の指定を検討するとともに周辺地区については消防用施設
の整備充実を図ります。（彦根市） 
・木造の建物が集積する城下町地区においては、歴史的建物の保全を考慮し、適切な消防水
利の配置、火災を未然に防ぐ地域の自主的な取組み等、地域の実情に応じた防災対策を実
施します。（犬山市） 
・歴史的街並み保全に配慮した防災性の向上。（下諏訪町） 
・文化財、京町家などの京都固有の建築物についても防災性能の確保を図り、保全、再生、
活用することで、建築物の長寿命化による健全なストックを形成し、京都らしさの継承・
創造を図ります。（京都市） 
・歴史的なまちなみを有する地域では、消防活動が困難な狭隘道路等で消火活動が可能な消
防用機器の整備を図るものとします。（長浜市） 
・歴史的な風情を保ちつつ狭い道路を、電線類を地中化するなど安全性の高いものに改善し、
延焼をくい止める街路樹、公園などのオープンスペースを整備し、（後略）。（白河市） 
 
b) 地域防災計画 
消防庁が策定した地域防災計画策定の指針として最新のものが「市町村地域防災計画（震災対
策編）作成の手引き」である。これによると、震災予防計画の項目で木造密集市街地対策に関係
するものとしては「地震に強いまちづくりの推進」、「文化財の耐震化の推進」20)が挙げられ、実
際の地域防災計画も風水害編その他も含め、おおむね同じ項目立てで作成されている。このため、
35市町村のうち最新のものがweb上に公開されている21市町村の地域防災計画21)のこれらに類す
る項目から、歴史的風致維持や文化財保護の制約がかかる状況を明記した上で市街地に対する火
災予防対策を位置付けていた4市町村について、表3-1-1（その2）に整理した。 
 
これらによると、歴史的風致維持の制約下の対策を具体的に記述（表3-1-1の下線部分）した計
画は、都市計画マスタープランと地域防災計画を合わせた43件中9件にとどまり、都市づくりの観
点で歴史的風致を維持しつつ火災予防対策を講じることの難しさが浮き彫りとなった。一方で、
図3-1-5に示す項目と、表3-1-1の手法を比較すると、維持向上計画には全く位置付けのなかった街
路樹、公園等の緑が延焼遮断機能を持つものとして位置付けられている（表3-1-1の囲み部分）例
があることが明らかとなった。 
 
(4) 緑の基本計画にみる緑の火災予防機能 
そこで、維持向上計画を策定した市町村は、他の行政計画で街路樹、公園等の緑が延焼遮断機
能を持つものとして評価している可能性があると考え、都市緑地法第4条に基づく緑地の保全及び
緑化の推進に関する基本計画（以下「緑の基本計画」と略称）を策定している21市町村22)につい
て、防災に関する内容を把握し表3-1-2に整理した。 
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表 3-1-1 歴史的風致維持や文化財保護の制約がかかる状況を明記した上での火災予防対策（その 2） 
（ 制約がかかる状況、 具体的な火災予防対策） 
計画名 火災予防対策 
地域防災計画 
・町家・町並みの保存や再生に向けての取組においては、所有者、居住者をはじめ地域住民
の理解と協力のもとに、さまざまな側面から防災対策に係る取組を推進や検討を図ってい
く。（京都市） 
・伝統的建造物群保存地区では、伝統的建造物群保存地区であるが故に、一般的な市街地に
おける防災手法である「道路の拡幅」や「沿道建物の耐火建築化」を行うことができない。
（中略）防災性の向上を考慮した総合的なまちづくり計画を策定するとともに、耐震性貯
水槽その他の防災活動上必要な設備、経路や場所等を整備し、自動火災報知設備などの設
置を推進する。また、地域住民のまちづくり活動及び防災活動を支援する。（京都市） 
・地域の景観や環境の保全にも配慮しつつ、延焼防止に有効な機能を持つ街路樹や公園・空
地の整備、上下水道の断水や停電時にも機能し、延焼防止に必要な水量を確保できる消防
水利や消火設備の整備、建築物の耐震化・不燃化等の取組を進める。そのため、関係機関、
文化財所有者、地域の住民、専門家による検討体制を整備する。（京都市） 
・歴史的街なみを災害から守るため、次の施策を行う。（中略）歴史的建築物の建替えにあ
っては、歴史的な街なみと調和のとれた建築物の不燃化を指導する。（中略）歴史的街な
みで、消防活動が困難な狭隘道路の消火活動に必要な消防用機器の整備を図る。（以下略）
（長浜市） 
・本市は戦災を受けておらず、城下町として発展してきた市街地形態をそのまま色濃く残す
町並みが随所にあるため、災害発生時においては、これらが応急対策活動の支障となるこ
とが予想される。（中略）個別の事業計画において、古い松江らしい歴史的町並み保全に
十分配慮した安全なまちづくりを推進する。（松江市） 
・本市は坂を特徴とする市街地であるとともに、また歴史的な街並みや古くからの寺社等が
観光名所となっている。したがって、災害時には家屋等の倒壊や延焼火災等の発生が予想
されるため、これら観光施設等については指定文化財に準じた防災対策（中略）に努める。
（尾道市） 
 
表3-1-2  緑の基本計画に位置付けられた密集市街地や住宅地の火災予防対策 
密集市街地や住宅地の緑 歴史的文化的資産の緑 
・街路樹、道路緑化（高山市、彦根市、萩市、犬山市、
京都市、長浜市、松江市、小田原市、高岡市、松本
市、竹原市） 
・公園（彦根市、犬山市、長浜市、川越市、小田原市）
・広場、空地、オープンスペース（金沢市、彦根市、
犬山市、竹原市） 
・公共施設緑化（彦根市、萩市、津山市、長浜市） 
・民有地緑化（彦根市、犬山市、京都市、長浜市、白
河市） 
・生垣（犬山市、津山市） 
・隣地境界（太宰府市） 
・市街化区域内の樹林地（犬山市） 
・社寺林、境内地（彦根市、萩市、津山市、白河市）
・史跡（彦根市） 
・広見*（金沢市） 
 
 
 
 
 
*広見とは、藩政期に火災の延焼の防止等のために設けられ
た広場で、道路の一部が広くなっているものをいう（図
3-1-6）。（金沢市における広見等のコミュニティ空間の保
存及び活用に関する条例第2条(1)に定義） 
 
これによると、調査した21市町村のうち16が密集市街地や
住宅地での緑やオープンスペースの延焼遮断機能を評価し、
道路、公園を含む公共施設の緑化、民有地の緑化を位置付け
ており、特に、緑の中には社寺林、史跡、広見のような、そ
れ自体が歴史的文化的資産になり得る緑やオープンスペース
が、その火災予防効果を評価され位置付けられている例も5市
図 3-1-6  金沢市の広見 
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町村あった。これらのことから、維持向上計画を策定した市町村の中には、緑は防災面からも歴
史的風致を維持できる要素であることを認識して活用しようとしている例も少なからず存在して
いることが明らかとなった。 
 
５．維持向上計画制度に関する考察 
 
以上の分析結果を踏まえ、ここでは街路樹、公園等の緑による火災予防効果について、市町村
が他の計画に位置付けていたにもかかわらず維持向上計画に位置付けていない理由について考察
する。 
維持向上計画は市町村が策定するものであるが、その記載事項については市町村の自由ではな
く、認定権限を持つ国の法令や法運用指針による強い関与が認められ、実際に策定された維持向
上計画は、おおむね同じ項目立てになっている。この法運用指針において、防災に関しては、４．
(1) に示したように「文化財の防災に関する」項目が設けられており、特に「防災」の内容につ
いて国が想定する考え方は、ハンドブックに「文化財に対する防災の体制や防災設備の現状を把
握した上で、消防局等をはじめとした関係部局、地域の防災組織等各種団体と連携した体制整備
の構築と見回り、防災訓練等の予防措置並びに防災設備の設置に関する課題及び対策を記載する。
（中略）その際は、個別の文化財の防災に関する計画や地域防災計画との整合を図るべきである。」
23)と解説されている。 
一方、街路樹、公園等の緑については、各計画は「文化財の周辺環境の保全に関する」項目に
位置付けている。この項目は、法運用指針では「文化財の防災に関する」項目の前に別項目で立
てられていることから、「文化財の周辺環境の保全」には「文化財の防災」は含まれないことがわ
かる。また、ハンドブックでは「文化財の周辺環境を保全することは、文化財を核とした文化的
な空間を形成し、核となる文化財の魅力を更に高めることになる。」24)と解説していることから、
緑に関しては、防災以外の環境面での評価が卓越していると考えられる。 
このように、法運用指針やハンドブックは、策定しようとする市町村が街路樹、公園等の緑を
景観や魅力向上のみならず防災との両面で捉え、双方の機能を同時に発揮させるための配置や事
業の優先度等の検討を働き掛けるような構成や内容とは言えない。「防災」について維持向上計画
に項目として組み込まれている趣旨を市町村に正確かつ具体的に伝え、計画に反映させるために
は、緑の活用を含めた文化財の周辺環境を防災と景観の両面から捉えるとともに、構造的に火災
が延焼しにくい市街地づくりのための措置を検討して位置付けるよう法運用指針またはガイドブ
ックに明記するか、さらには、文化財の周辺環境について防災と景観を関連付けて記載しやすい
ように、維持向上計画の項目立てを再検討する必要があると考えられる。 
 
小結 
 
本節において明らかになった点を以下に整理する。 
(1) 法案検討の過程で開かれた審議会の委員の意見から、維持向上計画における「防災」は、文
化財と周辺環境を防災と景観の両面で捉え、構造的に火災の延焼しにくい都市計画・建築面か
らの措置が実行されることを意図していることが明らかとなった。 
(2) 実際に策定された維持向上計画では、審議会で求められたような構造的に火災が延焼しにく
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い市街地づくりのための措置については、一部にみられるものの全ての市町村が認識して維持
向上計画に位置付けてはいないことが明らかとなった。 
(3) 関連計画の歴史的風致維持の制約下における火災予防対策には、維持向上計画には位置付け
のなかった街路樹、公園等の緑が延焼遮断機能を持つものとして位置付けられている例があっ
た。また、維持向上計画を策定した市町村の中には、緑は防災面からも歴史的風致を維持でき
る要素であることを認識して活用しようとしている例も少なからず存在していることが明らか
となった。 
 
以上の結果から、「防災」について維持向上計画に項目として組み込まれている趣旨を市町村に
正確かつ具体的に伝え、計画に反映させるためには、緑の活用を含めた文化財の周辺環境を防災
と景観の両面から捉えるとともに、構造的に火災が延焼しにくい市街地づくりのための措置を検
討して位置付けるよう法運用指針またはハンドブックに明記するか、さらには、文化財の周辺環
境について防災と景観を関連付けて記載しやすいように、維持向上計画の項目立てを再検討する
必要があると考察した。 
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１．本節の目的 
 
歴史的風致を保全しつつ火災に強い都市構造を構築するため活用する寺院群境内地等の連続し
た樹林帯を含めた民有緑地を保全する国の制度は、都市計画法や都市緑地法等の整備に伴い多く
のメニューが提供されている。大震火災時の避難地・避難路に資する公共空地は、防災公園制度
により都市公園として整備が進められているが、序論１．(4) で述べたように民有緑地の防災機
能も注目されている。 
一方地方公共団体においては、都市公園のように公有地化されていない社寺境内地が避難場所
(1)に指定されている例がある。我が国最大の密集市街地1)をかかえる東京23区では、2008年2月現
在189箇所の避難場所が指定されている2)。この中に含まれる社寺境内地は民有のままであり、杉
並区の妙法寺境内（図3-2-1）のように都市計画における公共空地や緑地保全に係る地域地区の指
定もないものがある。 
また、第１節に示すように、歴史まちづくり法に基づく認
定都市が策定した緑の基本計画の中には、社寺林や境内地が
密集市街地の火災予防対策に必要とされているものがある。
古都保存法に基づき「古都」に指定された都市が策定した緑
の基本計画の中でも、奈良市ではならまち中心地区周辺の社
寺境内地（図3-2-2）や町家奥にある緑を延焼遮断帯として位
置付けている(2)。鎌倉市では鎌倉地域や腰越地域に火災や津
波を想定し、社寺境内地も含めた避難地ネットワークを形成
する旨の記述がある(3)。しかし、これらの計画に位置付けら
れた民有緑地を、歴史的風致保全と市街地防火を組み合わせ
た目的で国の制度を活用して保全している例はまだほとんど
見られない。 
そこで本節では、a) 都市において民有緑地を保全する国の
制度について、相互の関連性に着目しつつ変遷を整理し、b) 
歴史的風致保全と市街地防火を目的とした場合の適性につい
て比較評価し、c) 評価の高い制度の活用の現状を把握し、d) 
地方分権と身近な緑地への対応について検証した上で、その
結果から国の制度活用の方向性について考察することを目的
とする。これにより、国の関連制度の改善が進み、地方公共
団体がより有効に活用し、当該緑地の保全が的確かつ永続的
に行われることによって、歴史地区の歴史的風致保全と市街
地の安全性の向上に貢献することが期待される。 
 
２．本節の方法と手順 
 
a) 都市において民有緑地を保全する国の制度の変遷については、現行の制度が順次整備された戦
後の高度成長期以降を対象とし、法令、国土交通省（旧建設省を含む。）及び関係機関が公表
した文献、行政資料をもとに整理した。 
図 3-2-2 ならまちの社寺林 3) 
 
図 3-2-1 妙法寺境内林 
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b) 歴史的風致保全と市街地防火を目的とした場合の適性の比較評価は、各制度が基づく法令等に
規定されている対象や要件をもとに評価するとともに、制度が適用された緑地が発生する効果
について基準を設けランクを付ける方法で行った。 
c) 評価の高い制度の活用の現状については、国土交通省が公表している公園緑地関係データベー
スを基本とし、補足すべき情報は関係地方公共団体に問い合わせて補った。 
d) 地方分権と身近な緑地への対応は、文献、行政資料をもとに整理分析した。 
 
３．歴史的風致保全及び市街地防火の視点からみた国の民有緑地保全制度の変遷と評価 
 
(1) 国の民有緑地保全制度の変遷 
a) 風致地区（1919年創設） 
制定当時は都市を対象とした民有緑地の保全が可能な制度が他になく、その源流といえる。し
かし、緑地を直接的に保全する仕組みを持たず、戦後の高度成長に伴う開発圧力の高まりによる
緑地の消失には対応が難しいケースが発生し、これに応じて以下の各制度が派生してきた。 
b) 保存樹・保存樹林（1962年創設） 
開発圧力の高い地域では「最近東京では、首都高速道路建設工事のため、千鳥ヶ淵の桜並木が、
開花を目前にして消えてしまった」3)等の問題が生じていたが風致地区制度では対応できなかった。
このため、樹木や樹林を直接的に指定して所有者に保存義務を課す制度として設けられた。 
c) 歴史的風土特別保存地区（1966年創設） 
古都保存法制定を促した直接の契機は、鎌倉市の鶴岡八幡宮裏山における宅地造成計画の許可
申請にあったと言われている4)。「鎌倉八幡宮地域は古都鎌倉を代表する最たる象徴的空間である
が、損失補償等の規定を持たない風致地区制度では、このような地域ですら開発行為を不許可処
分とすることができず、受忍義務の範囲内での最大限の条件を付するものの許可が通例であった。」
5) そこで、古都保存法に通常生ずべき損失の補償及び不許可買取条項を備えた都市計画の地域地
区として設けられた。 
d) 近郊緑地特別保全地区（1966年創設） 
高度成長に伴う都市化が著しい首都圏と近畿圏に限定して適用される大都市圏政策の一環とし
て創設された。その手法は歴史的風土特別保存地区に類似し、風致地区制度の限界を補っている。 
e) 特別緑地保全地区（1973年創設；2004年の都市緑地保全法改正までは「緑地保全地区」） 
都市計画中央審議会は1972年に、風致地区制度について「土地の都市的利用を拒否するもので
はない。」、近郊緑地特別保全地区制度及び歴史的風土特別保存地区制度については「地域的及び
内容的限界を有している。」、保存樹・保存樹林制度については「地域的風致の保全に欠けており、
（中略）規制が不十分である。」と指摘した。その上で「全国的な自然環境の破壊を防止するため」、
「古都のみならず、一般都市についても郷土史的、文化的、個性的な価値を有する自然的環境又
はすぐれた樹林地の保存を図るため」、「人口集中の著しい都市について、その無秩序な拡大を防
止し、周辺緑地の保全を図るため」に、新たな制度の確立が必要であると答申6)し、これを受けて
創設された。なお、これに伴い近郊緑地特別保全地区は都市計画においては特別緑地保全地区に
統一されている。 
f) 市民緑地（1995年創設） 
都市計画中央審議会は1992年に、特別緑地保全地区制度の課題として「現行制度では指定が困
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難な地域」が存在することを認めた。これを背景として、一部の地方公共団体で行われていた民
間と公共の契約による緑地保全手法に法律の根拠を与え支援する制度の必要を答申7)し、これを受
けて制度化したものである。 
g) 地区計画等緑地保全条例（2004年創設） 
社会資本整備審議会公園緑地小委員会は2002年に「地区にふさわしい土地利用を実現するため、
地区計画制度における地区整備計画において（中略）、樹林地、草地の保全に関する事項（中略）
を定めることにより緑豊かな居住環境の形成を促進すること。」と報告し8)、これを受けて制度化
されたものである。 
h) 都市公園（借地公園）（1956年法定化） 
都市公園は管理者がその土地物件について権原を取得し整備開設するものであるが、この権原
は所有権に限らず借地によるものも含まれる(4)。すなわち、民有地のまま都市公園を設置するこ
とが可能である。 
上記 a) ～h) の各制度の変遷を図示すると、図 3-2-3 のようにすることができる。時代背景の
変化に伴い、それまでの制度の限界を補うように整備されてきた各制度の関連性が明らかとなっ
た。 
 
1873年 1919年 1956年 1962年 1966年 1973年 1995年 2004年 現行
風致地区
○都市計画地域地区
○都市的利用可能
保存樹・保存樹林
○非都市計画
○樹木・樹林の直接指定
歴史的風土特別保存地区
○都市計画地域地区
○現状凍結的規制
○古都限定
近郊緑地特別保全地区
○都市計画地域地区
○現状凍結的規制
○首都圏・近畿圏限定
緑地保全地区 特別緑地保全地区
○都市計画地域地区
○現状凍結的規制
○全国制度化
市民緑地
○非都市計画
○官民契約
地区計画等緑地保全条例
○都市計画地区計画
○現状凍結的規制
公園 都市公園（借地公園）
○営造物公園 ○都市計画区域内
○都市計画施設　（限定せず）
都市計画
上の統一
 
図 3-2-3 都市における民有緑地保全制度の変遷と関連 
 
(2) 歴史的風致保全及び市街地防火に関する対象と要件 
(1) で変遷と関連性を整理した各制度について、歴史的風致保全と市街地防火に関する、法令
等に基づく対象と要件を以下に整理する。 
a) 風致地区 
指定の要件となる「都市の風致」の内容は法令に明記されておらず様々な解釈があるが、国土
交通省が公文で明示した「指定の対象」9)によると、歴史的風致保全に資する緑地は「 次のいず
れかに該当する土地、（中略）イ （中略）市民意識からする郷土意識の高い土地であって、良好
な自然的景観を形成しているもの」に該当するが、防火のために緑地を保全するという視点は含
まれない。 
   は、制度が存続していることを示す。 
は、制度間の関連が本文中に記述されているこ
とを示す。 
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b) 保存樹・保存樹林 
都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律第2条及び同法施行令によると、歴史
的風致保全と市街地防火に関する要件規定はない。 
c) 歴史的風土特別保存地区 
保存の対象となる「歴史的風土」の古都保存法第2条の定義により、歴史的風土特別保存地区に
は緑地保全の側面から歴史的風致を保全する視点が含まれるといえる。防火に関する視点は同定
義及び第6条に規定されている要件には含まれない。 
d) 近郊緑地特別保全地区 
歴史的風致保全に関する要件は、近畿圏整備法第14条に規定する近畿圏の保全区域の要件に「文
化財を保存し」として含まれているものの、近郊緑地特別保全地区の要件としては含まれない。
防火に関する要件は、首都圏近郊緑地保全法第5条及び近畿圏の保全区域の整備に関する法律第6
条に要件として「災害の防止の効果が特に著しい」と規定されている。 
e) 特別緑地保全地区 
都市緑地法第12条第1項の要件は「都市計画上それを保全することが良好な都市環境を確保する
ため必要なもの」10)であるが、「公害又は災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯又は避難
地帯として適切な位置、規模及び形態を有するもの」、「神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体と
なって、又は伝承若しくは風俗慣習と結びついて当該地域において伝統的又は文化的意義を有す
るもの」が含まれていることから、歴史的風致保全、市街地防火ともに要件に含まれている。 
f) 市民緑地 
都市緑地法第55条及び同法施行令第15条によると、歴史的風致保全と市街地防火に関する要件
規定はない。 
g) 地区計画等緑地保全条例 
都市緑地法第20条によると、「良好な居住環境を確保するため必要なもの」であることが要件に
含まれるが、この詳細は「個々の地区の状況に応じ、市町村が判断して定めるものであり、特に
統一的な要件等を設定するものではないが、例えば、住宅市街地などにおいて地区を代表する良
好な景観を形成し、地区内の自然的環境の保全を図る上で重要な役割を果たす、比較的小規模な
社寺林、屋敷林等が考えられる。」11)とされている。 
h) 都市公園（借地公園） 
都市公園法では特に借地公園としての要件規定はない。しかし、国土交通省が示す都市公園の
種類に「歴史公園」があり12)、また、都市公園の役割の中で「防災公園」が示されている13)よう
に、歴史的風致保全や市街地防火をテーマとした都市公園の整備は可能である。 
 
(3) 歴史的風致保全と市街地防火に関する適性評価 
(2) の結果をもとにa) ～h) の各制度を2つの視点から評価する。一つ目は緑地の存在する都
市・地域や緑地の持つ歴史性や防災性といった性質が制度の対象や要件に合致するかという視点、
二つ目は適用したときに緑地に掛かる規制や発生する公益性の程度が制度によって異なるため、
その程度が民有のまま緑地を保全するという目的に対して比較的有利に働くかどうかという視点
である。 
一つ目の評価は、各制度の対象が特定の都市であるか、また、都市内の特定の地域であるかに
ついて、また各制度の要件に「歴史性」、すなわち歴史的風致保全を目的としたときに適用可能か
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どうか、及び「防災性」、すなわち市街地防火を目的としたときに適用可能かどうかについて行っ
た。 
その結果、風致地区、歴史的風土特別保存地区及び近郊緑地特別保全地区は、全国の歴史都市
において歴史的風致保全と市街地防火を目的として活用可能な制度には該当しないことが明らか
となった（表3-2-1）。 
 
表 3-2-1 各制度の対象と要件の評価結果 
都　市1) 地　域2) 歴史性 防災性
a)風致地区 ○全国 ○都市計画区域等3) ○運用指針 × ×
b)保存樹・保存樹林 ○全国 ○都市計画区域 △ △ ○
c)歴史的風土特別保存地区 ×古都 ×歴史的風土保存区域 ◎法律 × ×
d)近郊緑地特別保全地区 ×首都・近畿圏 ×近郊緑地保全区域 × ◎法律 ×
e)特別緑地保全地区 ○全国 ○都市計画区域等 ◎法律 ◎法律 ○
f)市民緑地 ○全国 ○都市計画区域等 △ △ ○
g)地区計画等緑地保全条例 ○全国 ○都市計画区域 △ △ ○
h)借地公園 ○全国 ○都市計画区域等4) △ △ ○
 2) 都市計画区域等で○、限定があれば×。
 1) 全国で○、限定があれば×。
 3) ｢等｣は準都市計画区域を示す。e)、f) において同じ。
 4) ｢等｣は都市計画区域外に定められた都市計画施設を示す。
 6) 対象または要件に一つでも×があれば×、なければ○。
 5) 法令の規定は◎、運用指針は○、特に定めがない場合は△、要件に該当しない場合は×。
対　象 要　件5)　　　　　　　　　　　評価項目
制度 評価6)
【注釈】
 
 
次に二つ目の評価であるが、上記評価で ○ となった制度について、対象となる民有緑地に発
生する効果という視点でランクを付ける形式の評価を行った。評価項目は、① 永続性、すなわち
将来にわたって安定的に対象緑地を保全することが可能かどうか、② 公開性、すなわち制度を適
用して緑地を保全するに当たって地方公共団体が支援するために、所有者に対して一定の公開を
義務付けるかどうか、の2項目とした。この2つの概念は、都市公園が他のオープンスペースと比
較して最も保証された効果である14)ことから、それを基準としたものである。ランク付けは、本
論では表3-2-2に示す通りとした。永続性は高い方が将来にわたって安定的に対象緑地を保全する
ことが可能であることから制度適用の効果がより高く、公開性は都市公園においては保証される
べき効用であるが、民有緑地に関してはむしろ義務ではない方が所有者の理解が得られやすく、
制度がより有効に機能すると考え、高い評価を与えた。 
表3-2-2の評価例に従って、一つ目の評価の結果表3-2-1で ○ を得た制度を対象に効果評価を行
った。その結果、特別緑地保全地区と地区計画等緑地保全条例の2制度が最も高い評価を獲得した
（図3-2-4）。また、参考に示すように対象や要件的に適性が認められなかった制度と比較しても、
これを上回る制度はなかった。このことから、この評価方法においては歴史的風致保全と市街地
防火に資する緑地を保全する制度として当該2制度が最も適性が高いことが明らかとなった。 
表 3-2-2 各項目に対する評価 
項目
都市計画への位置付けによる現状凍結的保全 Ａ 義務なし Ａ
契約に基づく保全 義務あり Ｂ
緑地率規制による保全
保存義務のみ、滅失・枯死等の届出 Ｂ-
永続性 公開性
評価 Ｂ+
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なお、この種の分析は緑地空間確保に係る現
行制度の費用と効果の比較を行った研究にお
いて、公開性を利用効用とし、永続性とともに
点数評価したものがある15)。今回の評価とは目
的が異なるためランク付けや評価結果が必ず
しも一致してはいないが、評価結果に根本的な
乖離はなく本論の評価は妥当なものと考えら
れる。 
 
４．適性の高い制度の活用状況 
 
(1) 特別緑地保全地区 
特別緑地保全地区の指定実績16)を都市緑地法第12条第1項に規定する要件別に集計すると、図
3-2-5のようになった。第2号要件が歴史的風致保全に関するもので、総数の概ね1/3が該当してい
る。一方、市街地防火に関しては、第1号要件の中に他の要件とともに含まれているので、第1号
要件に該当し、かつ市街化区域に全部または一部が含まれている26地区について関係地方公共団
体の公開資料または問合せにより確認したところ、災害のうち火災防止のための遮断、緩衝、避
難地帯のいずれかとして位置付けられているものは、判明した範囲で多摩市の霞ヶ関、和田緑地
保全の森、鎌倉市の寺分一丁目、手広・笛
田の計4地区のみであり、第2号要件ととも
に該当し歴史的風致保全と市街地防火の
両方を目的として指定された地区はなか
った。 
しかし、第2号要件により指定された地
区を個別にみると、歴史地区といえる市街
地の中央部で特別緑地保全地区に指定さ
れた社寺林が、外見上は防火機能を有して
いるとみられるものがある。市街化区域内
で周囲が既に市街化されており、かつ歴史
的資源をテーマとした都市景観形成地区
や町並み保存地区等に指定された地区で
は、福岡市博多区の御供所地区が唯一の例
であった。当地区は数多くの寺社群により
歴史的景観が形成されており、景観法制定
前の1998年に条例に基づく都市景観形成
地区に指定され、良好な景観形成のための
規制・誘導が行われている。この地区の社
寺林2箇所7.2haは1976、1984年にそれぞ
れ特別緑地保全地区に指定されている（図
3-2-6）。周囲の市街地は戦災を受けなかっ
図 3-2-4 各制度の効果の評価結果 
図 3-2-5 特別緑地保全地区の要件別地区数 
注）1.特別緑地保全地区の総数は 419 地区（2011 年 3 月 31
日現在）。 
2.法定要件は次のとおりである。 
1 号：無秩序な市街地化の防止、公害又は災害の防止
等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯又は避難地帯とし
て適切な位置、規模及び形態を有するもの 
2 号：神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体となって、
又は伝承若しくは風俗慣習と結びついて当該地域にお
いて伝統的又は文化的意義を有するもの 
3 号：次のいずれかに該当し、かつ、当該地域の住民
の健全な生活環境を確保するため必要なもの 
イ：風致又は景観が優れていること。 
ロ：動植物の生息地又は生育地として適正に保全す
る必要があること。 
3.複数の要件に該当する地区があるので、合計は一致し
ない。 
4.各要件に該当する地区数は、問合せの際に訂正された
ものを反映したので、出典と一致しない。 
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たことから約400年前の太閤町割りや伝統
的雰囲気の町屋が密集した区域も一部に残
っているが、地区の公民館が避難所に指定
されているのみで、社寺境内地は避難場所
等の位置付けがなされていない。当該特別
緑地保全地区の指定要件も第2号要件のみ
とされている。 
以上のことから、特別緑地保全地区制度
は歴史的風致保全と市街地防火に関する適
性を備えながら、同時に両方の目的には活
用されていないことが明らかとなった。 
 
(2) 地区計画等緑地保全条例 
2004年の制度創設から約8年が経過して
いるが、実績は横浜市の2例（14.5ha）のみ
となっている。これらの例も、郊外の丘陵
地等において開発が想定される緑地を建築
のコントロールと一体で保全するものであ
り、歴史的風致保全と市街地防火を目的に
適用された例はない。 
 
５．地方分権と身近な緑地への対応 
 
(1) 特別緑地保全地区制度に関する都市計画決定権限移譲の経緯 
３．(1) で整理したようにこの制度は風致地区、保存樹・保存樹林、歴史的風土特別保存地区、
近郊緑地特別保存地区の各制度の限界に対応して創設されたものである。保存樹・保存樹林を除
く3制度は市町村の区域を超える相当規模の区域を指定することを想定されていたため広域的な
都市計画の位置付けを与えられ、都道府県知事（政令市は市長）が決定していた。しかし、1981
年から1984年まで建設省都市局公園緑地課の都市緑地対策室長を務めた坂本は、当時すでに知事
決定であったことを問題視していた18)。政令指定都市を除く市町村は「都道府県レベルでの広域
的観点から見て保全が必要と考えられる緑地にのみ限られ、住民の身近な緑として親しまれる小
規模な緑地についてはその指定が難しい状況であった。」19) このような問題意識を背景に、1994
年の都市計画法施行令の改正により10ha未満の特別緑地保全地区が市町村決定となり、2011年の
「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」
（第2次一括法）の成立に伴う政令改正で、2以上の市町村にわたらない10ha以上の特別緑地保全
地区が市町村決定となった。なお、土地の買取り権限等についても順次市町村に移譲されている。 
 
(2) 権限移譲の効果の検証 
特別緑地保全地区が指定されている市町村は、2011年3月31日現在で73に達している16)。都市
計画決定権限が一部委譲された1994年を境にして、年度ごとの平均新規指定市町村数を比較する
図 3-2-6 御供所地区 17) 
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と、1993年度以前は1.810であったのに対し、1994年度以降は2.059と増加している。ところが、
この平均数の増加は5%水準で有意ではない。特別緑地保全地区制度創設当初の5年間（1973～77
年）を除いた平均数1.375と比較しても有意ではない。しかし、指定市町村数の約半数の35が1994
年度以降の新規であり、そのうちの29に以前に県決定の実績のある3市を加えた32市町村が10ha
未満の51地区を自ら決定していることから、委譲された権限は一定程度利用されていることが明
らかである。 
 
(3) 小規模緑地への対応 
制定当初の特別緑地保全地区は、「遮断地帯は既成市街地又は市街化区域の縁辺部において、
1km程度の幅員を持ってグリーンベルトが構成できるようなかなり大規模なもの」20)等が想定さ
れていた。しかし、1992年の都市計画中央審議会答申8)では「現在指定されている緑地保全地区
は、一の市町村内に収まっているのが通常であり、身近な緑地の保全に役立っている。」とし、都
市計画決定その他の事務について市町村が行うべき範囲についての検討の必要を指摘している。
そして、1994年の権限移譲改正後の1997年に出版された逐条解説10)では、遮断地帯の解説の上記
部分は削除されている。このように、制度運用上も地区の指定実態や経済社会情勢を反映して一
部の法解釈を改め、小規模緑地への対応を明確にしつつあることが明らかである。 
 
６．国の民有緑地保全制度の活用に関する考察 
 
前項で明らかにしたように、国の緑地保全制度は身近な緑地を基礎自治体である市町村がきめ
細かく保全する方向に舵が切られている。このことは従来市町村が中心となって担ってきた歴史
まちづくりや災害に強いまちづくりとの調整を容易にしていると言える。このことから、歴史的
風致保全と市街地防火の両面からの活用も、今後さらに積極的に行われることが期待される。 
 
小結 
 
本節において明らかになった点を以下に整理する。 
(1) 国の民有緑地保全制度は、時代背景の変化に伴い、それまでの制度の限界を補うように整備
されてきた関連性が明らかとなった。 
(2) 制度の対象・要件及び制度を適用したときに緑地に発生する効果を本節で設定した方法で評
価すると、歴史的風致保全と市街地防火の目的に最も適する制度は特別緑地保全地区と地区計
画等緑地保全条例であることが明らかとなった。 
(3) 前項で評価された2制度は、当該目的に対しては十分に活用されていないことが明らかとなっ
た。 
(4) 特別緑地保全地区の都市計画決定権限は都道府県から市町村に順次移譲されてきたが、委譲
された権限は一定程度利用されており、制度運用上も小規模緑地への対応を明確にしているこ
とが明らかとなった。 
 
以上の結果をもとに、市町村による歴史的風致保全と市街地防火の両面からの活用に適切な制
度があり、しかも近年その活用が容易になってきていることから、今後さらに積極的に行われる
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ことが期待されることが考察された。 
 
【補注】 
(1) 東京都防災ホームページ（http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/athome/shelter.html : 2012.4.参照）
では「地震などによる火災が延焼拡大して地域全体が危険になったときに避難する場所で、その大きさは火災
の輻射熱から身体を守るために、概ね10ha（東京ドーム約2個分）以上が必要だとされています。」とされ、
総務省消防庁が2002年に作成した「市町村地域防災計画（震災対策編）作成の手引き」に示す｢広域避難場所
等の考え方（例）｣では、「広域避難場所」に相当する役割を持つ避難地である。 
(2) 「社寺境内地や町家奥にある緑については、観光的な側面からの利用を検討するとともに、防災の視点から、
延焼遮断帯としての緑地の維持管理を推進します。」：奈良市：奈良市緑の基本計画，p.66，2011． 
(3) 「相模湾に面し、多くの観光客が来訪する鎌倉地域・腰越地域では、火災だけでなく津波を想定した都市公園・
公共施設・社寺境内地等の緑・オープンスペースで構成される、きめ細かな避難地ネットワークの形成を図り
ます。」：鎌倉市：鎌倉市緑の基本計画，p.71，2011． 
(4) 「地方公共団体が私有地を賃借して都市公園として供用開始することは許される。（中略）この権原は、所有
者である必要はなく、賃借権でも足りることは、都市公園法第22条の規定からも明らかである。」：岡山弁護士
会長あて建設省都市局公園緑地課長回答，建設省都公緑発第12号，1982． 
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１．本節の目的 
 
前節までに、全国の旧城下町等の歴史地区に見られる寺院群や武家地跡の樹林が各地にその面
積を減らしながらも残り、延焼遮断機能が期待できることが明らかとなった。また、市区町村が
樹林の機能と保全していく上での課題を認識し、歴史まちづくり法や都市の民有緑地保全に関す
る国の制度をより活用していくための課題が明らかとなった。 
そこで本節では、これまでの調査分析の結果に基づき、これらの樹林を保全していくための地
域における活動の仕組みを構築することを目的とする。また、その結果を調査地区が所在する区
市に提案して意見をうかがい、実効性のあるものとするための課題をさらに抽出する。これによ
り、これらの樹林が的確かつ永続的に保全されることを期待する。 
 
２．本節の方法と手順 
 
これまでの調査分析によって明らかになった事項等から、樹林保全活動の仕組みとして盛り込
むべき項目を抽出し、スキームを構築した。 
区市への提案は、2012年1月に31地区が属する25の区市に調査票を郵送及び可能なものは電子
メールで送付して行った。 
 
３．保全スキームの提案と検証 
 
(1) 提案の内容 
提案に盛り込む事項は、基本的な事項を前提として設定し、第１，２章で明らかになった事項
に対応するものを中心に、第３章第１節から得られた関連する事項を補足した。このようにして
提案に盛り込むべき項目を次のように整理した。 
a) 前提として設定した事項 
i) 本提案の関係者 
本提案に関係する者は、本論の認識調査の対象を行政とし、所有者と地域住民に関する認識を
含めて把握したので、樹林の所有者、地域住民、行政の三者とした。 
ii) 所有者による対象樹林保全義務 
本論が対象とした樹林は全て民有であるため、第２章５．(2)「樹林が保全されている理由」b)
「理由の順位付けによる分析」の結果でも行政の認識として明らかにされたように、一義的には
所有者が維持管理するものである。従って、保全スキームにおいては所有者が対象樹林の保全義
務を負うことを前提とした。 
iii) 所有者の隣接所有者との協働 
本論が対象とした樹林は、3 以上の敷地にわたって連続して存在するものとした。樹林が防火
帯として機能するためには第１章３．(1)「市街地大火の実例」で論じたように、線として延焼を
遮断する機能を持つことが効果的であることから、これを担保するため保全スキームにおいては
所有者が自身で行う維持管理に併せ、隣接所有者と協働して樹林の保全に当たる義務を負うこと
を前提とした。 
b) 調査から明らかになった事項に対応する事項 
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i) 対象樹林の一定の公開 
第２章５．(2) c)「回答のなかった選択肢からの分析」の結果より、樹林の維持管理を支援し
てもらうために必要な市民への一定の公開が行われていないと行政に認識されていることから、
対象樹林の所有者は一定の公開義務を負うこととした。 
ii) 保全作業への地域住民の支援、及び所有者、地域住民、行政の協働 
第２章５．(3)「現在直面している課題」の結果より、行政は所有者個人の取組みには樹林の維
持に困難な要因があると認識していることから、所有者を支援する体制を構築するため、地域住
民が支援義務を負うこととした。また、このような関係を担保するため行政が参画することとし、
所有者、地域住民、行政の三者による協定を締結することによって各々の義務を定め、これを遂
行するスキームとした。 
iii) 行政計画への位置付け 
第２章５．(1)「景観・防火機能に対する評価」の結果より、行政は特に防火機能について漠然
としたもの等の認識をしていたことから、対象樹林を積極的に保全するため景観機能に加えて防
火機能についても評価に基づく明確な認識を求めることとした。その方法として、第２章５．(4)
「地区の特徴と市区町村の認識の関係の考察」の結果のように行政は、樹林が保全されてきた理
由として認識している面的な保全施策を適用するため、その根拠となる都市計画マスタープラン
等の行政計画への位置付け義務を負うこととした。 
iv) 財政出動 
第２章５．(3) の結果より、対象樹林の維持費の負担が課題として最も多く指摘されたことか
ら、これを支援する措置として、行政は一定の財政出動義務を負うこととした。 
v) 景観・防火機能分析と、それに基づく伐採可能限度の設定・規制 
第１章６．「樹林の経年変化」の結果より、調査対象とした歴史地区の民有地敷地内の樹林は消
失しているものがあることから、所有者に樹林保全義務を付するに当たり、一定の転換ニーズを
持つ所有者の理解を得る仕組みが必要と考えた。そこで、歴史的風致保全と市街地防火の機能を
損なわない範囲で樹林の転換を可とする仕組みを盛り込むこととし、行政は景観・防火機能の分
析と、それに基づく伐採可能限度の設定義務を負うこととした。 
vi) 歴史的建造物の防火規定の、対象樹林の防火機能に見合う緩和 
第１節３．(2)「審議会における防災に関する議論」で整理したように、歴史まちづくり法案の
内容を審議した社会資本整備審議会歴史的風土の保存・継承小委員会においては、歴史的風致を
維持向上する市街地を集団的に安全にする防災設備により建築基準法の防災規定を緩和し、歴史
的建造物を保存することができるという趣旨の意見が提示されている 1)。そこで、行政は対象樹
林の防火機能の分析結果に応じ、その効果を受ける歴史的建造物の防火規定を緩和する義務を負
うこととする。 
c) 各主体が享受できると考えられるメリット 
a)、b) に示すように、三者による協定に基づく義務に従って樹林を保全するスキームを実施す
ることにより、各主体は以下に記述するメリットを享受できると考えられるため、このスキーム
は実現性を有すると考えた。 
i) 所有者 
樹林の所有者は、隣接所有者との協働や、一定の公開に基づく行政と地域住民の支援を受ける
ことで、樹林の維持に必要な財政的及び人的な支援を享受できる。また、樹林の保全活動をめぐ
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って隣接所有者や地域住民とのコミュニティが維持されるというメリットも享受できる。 
ii) 地域住民 
地域住民は、樹林の保全活動に参加することで身近に残存する樹林を利用することができる。
また、当該樹林が保全され防火機能が維持されることにより、火災に対する一定の安全性を享受
できる。さらに、当該樹林が保全されることによって維持される景観や微気象等の良好な環境を
享受できる。 
iii) 行政 
行政は、景観・防火機能を評価して行政計画に位置付け保全することにより、樹林が存在する
歴史地区の防災性と魅力向上の両立を図ることができる。また、当該歴史地区において樹林に一
定の公益性が位置付けられることにより、これを公共空地に準ずる空間として確保することがで
きる。さらに、伐採可能限度を設定し土地利用制限を可能な限り緩和することで、所有者の理解
を得ながら必要な樹林の保全を推進することができる。加えて、防火機能を有する樹林を保全す
ることで歴史地区の防災性が維持向上することにより、当該歴史地区に所在する歴史的建造物の
防火を目的とした改変を抑制し、伝統的技術や意匠の保護に資することができる。 
 
(2) 提案の検証 
a) 調査対象区市の評価 
これらの提案を調査対象 25 区市に示して評価を求めた。提案の提示方法は、(1) で定めたスキ
ームに、所有者、地域住民、行政がそれぞれ享受すると考えられるメリットをそれぞれ付したう
えで図示したもの（図 3-3-1）と表 3-3-1 の選択肢を示して、「最も近いと思われる評価 A～D の
うち一つだけ ○ で囲んで下さい。」とし、回答を求めた。その結果、9 区市が A の賛意を示し、
11 区市が B の課題ありと回答した。 
また、B を選択した区市には図 3-3-1 内の各項目に付した番号を使って「克服すべき課題」の
対象項目を複数回答可で選択し、具体的な内容を記述していただいた。ここで求めた「課題」は、
第２章５．(3) で求めた「現在直面する課題」と重複するものがあるが、提示した保全スキーム
に対する評価を求めるもので質問のフレームが異なるので、改めて聞くこととした。その結果、
11 区市中最も多い 8 区市が⑪の財政出動を選択した（表 3-3-1）。その他の選択肢は大きく分散し
たが、民有であること、落葉被害、メリットの不足により行政内部や地域住民の理解を得ること
が難しいことが障害になるという意見が複数の項目にわたってみられた。また、行政における独
自の評価・基準作りが困難とする意見もみられた。そのため、これらの課題を解決する必要があ
ることがわかった。 
b) 類似事例による検証 
埼玉県では 2005 年度から「市民管理協定制度」を創設し、実施している 2)。この制度は、「里
の山守」と名付けられているように市街地の緑地よりは山林の保全を想定したものであるが、三
者協定に基づき市民が緑地保全活動を行うという点で本提案と類似している。この制度はさらに
緑地が市民緑地契約に基づき市町村に貸与されることにより公益性と公開性を担保し、緑地保全
のための資金を県が企業の寄付に基づく基金から助成する仕組みが付加されている。2009 年現在
23 件 450 万円の寄付の実績があり 3)、制度が機能している。このことから、提案した制度は機能
する可能性があるが a) で指摘されたような課題もあるため、寺院群や武家地跡の建築物の敷地
であるがゆえの、公開や、公益性に対する行政と地域住民の理解の難しさ等の特性を踏まえて制 
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表 3-3-1 提案に対する評価 
回答 番号 回答 番号 回答
① 1 ⑩ 1
② 3 ⑪ 8
③ 2 ⑫ 1
④ 0 ⑬ 1
C わからない 2 ⑤ 0 ⑭ 3
D その他 2 ⑥ 3 ⑮ 2
1 ⑦ 3 ⑯ 2
25 ⑧ 2 ⑰ 0
⑨ 2 全体 1
合計
無回答
評　価
A 9このような制度を構築すれば、より効果
的に樹林を保全することができる。
B このような制度が機能するためには、克
服すべき課題がある。
11
 
度設計しなければならないことがわかった。 
 
４．考察 
 
以上に記したとおり、歴史地区の市街地の民有地敷地内の樹林を、歴史的風致保全と市街地防
火に着目して保全する方策のあり方を得ることを目的として、樹林の現状や行政の認識について
調査し、その結果に基づき当該樹林の保全スキームを行政に対して提案し評価を受けることによ
って得られた知見を整理すると、表 3-3-2 のようにまとめられた。これを踏まえた考察を以下に
述べる。 
本論において着目した歴史地区は、市街地を形成する建造物群や内包する文化財に歴史的価値 
図 3-3-1 提案制度スキーム図 
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表 3-3-2 調査結果と保全スキームの関連性 
 
が高いものが多い。このうち旧城下町に形成された寺院群や武家地跡の中には、歴史的風致保全
上も市街地防火上も有効と考えられる、複数の敷地に渡って連続した社寺林や屋敷林が残存して
いる。 
これらの樹林はいずれも民有地敷地内にあり、その維持は所有者に依存している。外見上は永
くコミュニティが維持されているように見える歴史地区であるが、かつて所有者を支えていた檀
家や隣近所の支援は弱体化し、所有者の高齢化等も相まって樹林の維持は困難になってきている。
行政は、歴史的風致を構成するものとして認めたものに面的な保全措置を講じているが、市街地
防火機能に対する認識は漠然としており、これらの措置も市街地防火上重要な樹林の連続性を担
保するものではない。 
また、寺院群も武家地跡も公開されにくい民有地であるため、敷地内の樹林保全に重点を置く
とすれば行政内部や地域住民には特定の土地所有者に対する支援と映り、理解を得ることが難し
い。 
これらの課題を克服するためには、これらの樹林が民有建築物の敷地内という私的性格の強さ
にもかかわらず歴史的風致保全と市街地防火の両面にわたる公益性を有し歴史地区の保全に寄与
することを、行政をはじめ所有者自身や地域住民が理解する必要がある。 
樹林が都市計画マスタープランや維持向上計画等にこの両面の機能を持つ都市のインフラとし
て位置付けられれば、提案したような公開と契約に基づき行政と地域住民が参加した地域ぐるみ
の維持管理体制の構築が容易になる。さらに樹林の持つ公益性のうち、理解の浅い市街地防火機
能を理論的に裏付けるため、樹林の市街地防火機能を汎用的で簡便に分析評価する手法の開発が
有効である。 
 
小結 
 
本論における調査結果及び考察から導かれる結論は、以下のようにまとめられる。 
歴史地区において歴史的風致保全と市街地防火の両面の機能を持つ連続する樹林は、公開され
にくい民有建築物の敷地内にある。これを保全するためには、維持が困難になりつつある所有者
を、公開と契約に基づき行政と地域住民が参加した地域ぐるみで支える体制が有効であることが
明らかとなった。また、こうした体制を構築するためには、これらの樹林が民有建築物の敷地内
という私的性格の強さにもかかわらず、歴史的風致保全と市街地防火の両面にわたる公益性を有
し歴史地区の保全に寄与することを、行政をはじめ所有者自身や地域住民が理解することが重要
調査結果 保全スキーム提案 保全スキームに対する行政の評価
一定程度評価しつつも、実現に
は課題
①行政内部の理解の困難
　・民有であること
　・評価や基準作りの困難
②地域住民の理解の困難
　・民有であること
　・落葉被害
　・メリットの不足
【樹林の現状】
○他の土地利用への転換がみられる。
【行政の認識】
○景観面は評価しているが、防火面の評価
は漠然としている。
○所有者による維持管理活動に、行政によ
る面的な保全施策がプラスされて保全され
てきた。
○地域住民による支援は行われていない。
○所有者による保全には、人的支援の弱体
化も背景とした費用や高齢化の課題がある。
○三者協定による保全スキーム
○機能評価に基づき一定の伐採を許容
○行政による計画への位置付け
○歴史的建築物保存への連動
○隣接所有者との協働、地域住民の参
画とそのための公開
○行政による財政出動
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であることが明らかとなった。 
 
【参考・引用文献】 
1)  社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会歴史的風土部会：第 5 回歴史的風土の保存・継承小委員会
議事録，p.30，2008． 
2) 埼玉県：来たれ里の山守たち，埼玉県ホームページ，
http://www.pref.saitama.lg.jp/uploaded/attachment/362088.pdf（2012.3.参照） 
3) 九都県市首脳会議環境問題対策委員会緑化政策専門部会：企業との連携事業の情報，同部会ホームページ
http://www.tokenshi-kankyo.jp/green/csr5.html（2012.9.参照） 
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１．第１章で明らかにしたこと 
 
第１章では、全国の歴史地区に見られる寺院群や武家地跡の社寺林、屋敷林、庭園に着目して、
延焼遮断帯となる可能性のあるものを抽出し、空中写真によりその現状と変化を明らかにするこ
とを目的として研究し、次の結論が得られた。 
(1) 過去の市街地大火では、寺院境内地が避難地として多くの人命を救った例や、寺町の樹林が
「線として」広範囲に延焼を遮断する効果が顕著に表れた例があることが明らかとなった。 
(2) 我が国の各地においては、防火性能を期待されて屋敷林が整備されたり、集落に特定の種類
の樹木が導入されたりした例があることが明らかとなった。 
(3) 囲繞性を持つ日本庭園の植栽方法と、遮断力の高い植栽方法を比較すると、①枝葉が発達し
て密度の高い樹木であること、②密に植栽することによって樹冠が密に発達していること、の
点で共通している。日本庭園の植栽方法が、空間の安定性を目的として囲繞性の高いデザイン
を追求することが、樹林や樹木が有する遮断力という防火性能をより高いレベルで引き出し、
育んできたことが明らかとなった。 
(4) 近世に城下町等の市街地が形成された 168 都市中 24 都市は、社寺林、屋敷林、庭園による
延焼遮断帯となる可能性のある寺院群または武家地跡を有する。ただし、大規模な城下町が形
成された都市が、必ずしも緑豊かな寺院群や武家地跡をより現代に継承しているとは限らない
ことが明らかとなった。 
(5) 空中写真による現状と変化を把握した結果、歴史地区の民有地敷地内樹林も約 30 年の間に消
失し、寺院群の樹林は墓地等に、武家地跡の樹林は建築等に転換しているものがあることが明
らかとなった。 
 
２．第２章で明らかにしたこと 
 
第２章では、選定した寺院群や武家地跡の樹林の延焼遮断機能の評価、市区町村の景観・防火
機能に対する評価、樹林が保全されている理由認識、現在直面している課題認識を明らかにする
ことを目的として研究し、次の結論が得られた。 
(1) 延焼遮断帯となる可能性のある寺院群または武家地跡は、隣接する一棟火災に対しては延焼
遮断帯の必要幅を確保していることが明らかとなったが、武家地跡については敷地内の木造建
築物が安全距離を確保することが困難な箇所があった。また、市街地大火に対しては延焼遮断
機能を持つ可能性があることが明らかとなったが、特に列状の武家地跡は延焼遮断帯として必
要な幅を確保できない可能性が高いことが明らかとなった。 
(2) 景観・防火機能に対する評価について行政は、樹林が景観を構成する要素の一つであること
については、程度の差はあるものの各地区ともおおむね評価していることが明らかとなった。
一方、防火については行政計画等に明確に位置付けてはおらず漠然とした認識か、または防火
機能を評価できない、若しくは評価していないことが明らかとなった。 
(3) 樹林が保全されている理由について行政は、歴史地区の民有敷地内樹林では、所有者による
維持管理活動を一義的とし、行政による文化財指定、規制、助成、協定等をプラスして樹林を
保全しているが、地域住民による支援は行われていないと認識していることが明らかとなった。 
(4) 現在直面している課題について行政は、所有者個人による樹林の維持には維持費負担や高齢
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化の課題があると認識しており、その背景の一つには寺院や武家屋敷跡の樹林を維持する所有
者を支える人的支援の弱体化があることが明らかとなった。 
(5) 各地区の特徴と市区町村の認識結果から、比較的大規模な地区は景観面での評価が高く面的
に保全施策が適用されているが、樹林も消失する傾向があった。また、樹林が保全されてきた
理由について、第 1 位の回答の多い所有者自身による維持管理活動にプラスされる保全施策は
面的なものが認識される傾向があることが明らかとなった。 
 
３．第３章第１節で明らかにしたこと 
 
第３章第１節では、歴史まちづくり法運用指針における「防災」に込められた火災予防の意図
を、その成立過程の議論を詳細に分析することを通して明らかにすることを試みた。また、期待
される火災予防対策を市町村が維持向上計画に位置付けていく上での課題を明らかにすることを
目的として研究し、次の結論が得られた。 
(1) 歴史まちづくり法案検討の過程で開かれた社会資本整備審議会の委員の意見から、維持向上
計画における「防災」は、文化財と周辺環境を防災と景観の両面で捉え、構造的に火災の延焼
しにくい都市計画・建築面からの措置が実行されることを意図していることが明らかとなった。 
(2) 実際に策定された維持向上計画では、社会資本整備審議会で求められたような構造的に火災
が延焼しにくい市街地づくりのための措置については、一部にみられるものの全ての市町村が
認識して維持向上計画に位置付けてはいないことが明らかとなった。 
(3) 関連計画の歴史的風致維持の制約下における火災予防対策には、維持向上計画には位置付け
のなかった街路樹、公園等の緑が延焼遮断機能を持つものとして位置付けられている例があっ
た。また、維持向上計画を策定した市町村の中には、緑は防災面からも歴史的風致を維持でき
る要素であることを認識して活用しようとしている例も少なからず存在していることが明らか
となった。 
 
以上の結果から、「防災」について維持向上計画に項目として組み込まれている趣旨を市町村に
正確かつ具体的に伝え、計画に反映させるためには、緑の活用を含めた文化財の周辺環境を防災
と景観の両面から捉えるとともに、構造的に火災が延焼しにくい市街地づくりのための措置を検
討して位置付けるよう歴史まちづくり法運用指針またはハンドブックに明記するか、さらには、
文化財の周辺環境について防災と景観を関連付けて記載しやすいように、維持向上計画の項目立
てを再検討する必要があると考察した。 
 
４．第３章第２節で明らかにしたこと 
 
第３章第２節では、歴史地区の民有緑地を保全する国の制度について、歴史的風致保全と市街
地防火を目的とした場合の適性について比較評価することを試みた。評価の高い制度は活用の現
状を把握し、地方分権と身近な緑地への対応について明らかにした上で、その結果から国の制度
活用の方向性について考察することを目的として研究し、次の結論が得られた。 
(1) 国の民有緑地保全制度は、時代背景の変化に伴い、それまでの制度の限界を補うように整備
されてきた関連性が明らかとなった。 
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(2) 制度の対象・要件及び制度を適用したときに緑地に発生する効果を本節で設定した方法で評
価すると、歴史的風致保全と市街地防火の目的に最も適する制度は特別緑地保全地区と地区計
画等緑地保全条例であることが明らかとなった。 
(3) 前項で評価された2制度は、当該目的に対しては十分に活用されていないことが明らかとなっ
た。 
(4) 特別緑地保全地区の都市計画決定権限は都道府県から市町村に順次移譲されてきたが、委譲
された権限は一定程度利用されており、制度運用上も小規模緑地への対応を明確にしているこ
とが明らかとなった。 
 
以上の結果をもとに、市町村による歴史的風致保全と市街地防火の両面からの活用に適切な制
度があり、しかも近年その活用が容易になってきていることから、今後さらに積極的に行われる
ことが期待されると考察した。 
 
５．第３章第３節で明らかにしたこと 
 
第３章第３節では、第２章までの結果等に基づく歴史地区の樹林保全活動の仕組みについて制
度スキームの考察と検証を行うことを目的として研究し、次の結論が得られた。 
歴史地区において歴史的風致保全と市街地防火の両面の機能を持つ連続する樹林は、公開され
にくい民有建築物の敷地内にある。これを保全するためには、維持が困難になりつつある所有者
を、公開と契約に基づき行政と地域住民が参加した地域ぐるみで支える体制が有効であることが
明らかとなった。また、こうした体制を構築するためには、これらの樹林が民有建築物の敷地内
という私的性格の強さにもかかわらず、歴史的風致保全と市街地防火の両面にわたる公益性を有
し歴史地区の保全に寄与することを、行政をはじめ所有者自身や地域住民が理解することが重要
であることが明らかとなった。 
 
６．全体を通したまとめ 
 
第３章各節では、歴史地区において歴史的風致保全と市街地防火の両面の機能を持つ連続する
民有地敷地内の樹林を保全するために有効な方策について、前章までの調査分析の結果を踏まえ
つつ、適用する国の制度や保全活動の仕組みの相違に応じた結論が得られた。 
歴史まちづくり法を適用することが可能な地区では、維持向上計画の項目の見直しによって、
文化財の周辺環境保全と防災の両面にわたる対策に樹林を位置付けることが可能になり、歴史ま
ちづくり法をより有効に活用することが期待されることが明らかとなった。 
国の民有緑地保全制度では、歴史的風致保全と市街地防火の両面にわたる目的により指定する
ことができ、永続性や公開性の観点から、特別緑地保全地区または地区計画等緑地保全条例制度
を活用することが有効であることが明らかとなった。 
また樹林の維持について、所有者を行政や地域住民が樹林の公益性の理解を根拠とした協定に
基づき、協働で支援する体制を構築することにより、認識されている課題に対応した樹林の保全
が図られることが期待できることが明らかとなった。 
歴史まちづくり法は認定された計画に基づき関係する法制度や事業を総合的に実行することで
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歴史的風致を維持向上するもの、特別緑地保全地区と地区計画緑地保全条例制度は都市計画規制
により直接的に緑地を保全するもの、三者協定は法令によらず所有者の維持管理に対する地域独
自の支援を重視した取組みであり、それぞれ性格の異なる仕組みである。本論で国の緑地保全制
度の適正評価において公開性を問わず、三者協定において一定の公開性を義務とすることを提案
したのは、このような制度の性格の相違から所有者に対する働き掛けの方法が異なるためであり、
矛盾するものではない。 
従って、以上の対策は単独で適用することも可能であるが、樹林や樹林を取り巻く周辺環境の
現状に応じ、また関係者の理解と協力の下に複数の対策を組み合わせて適用することも可能であ
る。例えば、維持向上計画に市街地防火に資する樹林を位置付け、当該樹林を特別緑地保全地区
に指定すること、維持向上計画に三者協定による維持管理活動を位置付け、市町村が協定締結に
向けた働き掛けを行うこと、樹林を特別緑地保全地区に指定するとともに市町村と管理協定を結
び、そこに地域住民が参画するといった組合せが考えられる。 
以上の内容を図結-1 に整理する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図結-1 第３章各節の結論の関係 
 
【第１節】 
歴史的風致 
維持向上計画の 
活用 
 
 
【第３節】 
所有者・行政･地域 
住民の三者協定に 
よる維持管理活動 
【第２節】
特別緑地保全
地区等の活用
計画に基づいて 
総合的に施策を実行 
規制制度を適用
まちづくりにもつながる
所有者の維持管理支援 
への参加 
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１．寺院群と武家地跡の歴史的風致維持と市街地防火機能に関する今後の課題について 
 
城下町の都市計画が今日に残した遺産とも言える寺院群や武家地跡における社寺林、屋敷林、
庭園は、それらの多くが歴史都市の歴史的風致の維持を景観面や防災面で支えている。しかしな
がら、これらの多くが宗教法人や個人の資産であり、経済的な必要等から、広大であった敷地が
分割され他の用途に転換される例が見受けられた。 
寺院に関しては、第１章５．(4) で「周辺の市街地に比較して緑被が著しくない。」と判定した
ケースの多くは、寺院の敷地内の大半を墓地が埋め尽くしているためである。現代の都市では、
公共施設に次いで、将来にわたって安定した土地利用と考えられる寺院ではあるが、その内部の
変容は、寺院がその一翼を担う、歴史的風致を維持し後世に伝えていくという役割に不安を覚え
た。特に列状の寺院の集団は、連続した樹林帯が市街地大火の延焼防止に大きな役割を果たすと
期待されるが、わずかな開発で途切れ延焼遮断機能を失うリスクを伴う。樹林帯の連続性を維持
することに重点を置いた保全育成策が必要である。 
一方、武家地跡に関しては、往時の建築物が移築を含めて保存され、観光地となっているケー
スを捕捉することができた。しかし、武家屋敷の名残を残すゆとりある町割や塀柵、豊富な植栽
を維持する市街地が、都市計画にも観光にも特段の位置付けを与えられることなく、居住する人々
によって静かに守られている例もあり、それらを網羅的に把握することはできなかった。 
今後の課題としては、歴史的風致維持と市街地防火を両立する土地利用として、これらの市街
地には一定の役割が期待されるため、その評価と保全育成のための取組みの手法の開発と工夫と
いう視点から研究を継続する必要がある。特に、樹林の防火機能は樹木の種類や大きさ、健全性
によって大きく変動するため、これを汎用的で簡便に分析評価する手法を開発する必要がある。 
 
２．樹林の保全に有効な行政と地域の仕組みに関する今後の課題について 
 
本論では寺院群と武家地跡を選定し、囲繞性があることが歴史地区に特有な樹林の特性である
ことを示したが、調査結果から実証的に導ける特性は少なかった。歴史地区以外の市街地との比
較も含め幅広く調査することによって歴史地区の特性をより明確に示し、これに応じた保全策を
検討することによって、結論の精度を向上する必要がある。 
また、樹林の保全を必要としている地域に対応した保全策を設計、提案し、実現を図りつつ、
さらに有効な保全策を追求していく必要がある。 
 
３．歴史まちづくり法の活用に関する今後の課題について 
 
歴史地区の防災計画、都市計画には、歴史まちづくり法の活用が有効な手段である。維持向上
計画について、本論では計画としての包括的な課題を明らかにしたが、本来各歴史地区は、それ
ぞれに異なる地形、風土、歴史を持ち、歴史的風致の対象となる建造物や人々の営みも各々の特
徴を持つ。今後の課題としては、調査を行った35件の維持向上計画について、各市町村の実情や
背景を個別に調査することを通して、より精緻な分析を行うという視点で研究を継続する必要が
ある。 
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４．国の民有緑地保全制度の活用可能性に関する今後の課題について 
 
国の民有緑地保全制度に関する本論による評価は、各制度の有する特徴の一部分のみに着目し
たものであるため、実際の行政現場において適切な手法を選択する場合は、費用面、管理面等の
要素も含めて検討する必要がある。 
 
５．分野横断的な体制作りの可能性について 
 
歴史的風致保全と市街地防火という行政課題に対応する手段の一つとして緑地保全を選択する
場合、文化財行政と都市防災行政にまたがる課題に公園緑地行政の手法を活用するという横断的
な対応が要求される。また、延焼遮断機能は緑地のみならずむしろ連続した道路、河川、鉄道等
が中心となる。これらに公園、墓地、学校、延焼の媒体とならない寺社等敷地を一体的に保全す
ることによって延焼遮断ゾーンを形成することができる1)。これには土蔵のような不燃化された歴
史的建造物群も含まれよう。これらの施設の整備管理を担当組織の枠を超えて一体的に計画、実
施する体制が必要であり、そうすることによって延焼遮断機能の一部を担うに過ぎない民有緑地
もこれまで以上に評価され得ると考える。例えば維持向上計画はすでに35が国の認定を受けてい
るように、異なる部門が一体となって横断的な成果を挙げることは今の市町村で十分実現可能で
ある。 
 
【参考・引用文献】 
1)  建設省：総合技術開発プロジェクト 都市防火対策手法の開発 概要報告書，pp.113-119，1982． 
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巻末－1 
 
Ⅰ．調査地区の空中写真 
 
１．弘前市 西茂森地区 【寺院群】 
面積：約 23.9ha 
 
 
         
弘前市位置図       地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
地区の区域  樹林が消失した区域 
巻末－2 
 
 
 
２．弘前市 新寺町地区 【寺院群】 
面積：約 10.6ha 
 
 
           
弘前市位置図       地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報  2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－3 
 
 
 
３．盛岡市 大慈寺町地区 【寺院群】 
面積：約 5.8ha 
 
 
      
盛岡市位置図     地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－4 
 
 
 
４．秋田市 寺町地区 【寺院群】 
面積：約 19.6ha 
 
 
秋田市位置図     地区周辺地形図 
 
             
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
巻末－5 
 
 
 
５．会津若松市 馬場本町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 2.7ha 
 
 
            
会津若松市位置図   地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－6 
 
 
 
６．結城市 結城地区 【寺院群】 
面積：約 1.8ha 
 
 
     
結城市位置図    地区周辺地形図 
 
 
 
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－7 
 
 
 
７．東京都文京区 向丘周辺地区 【寺院群】 
面積：約 1.3ha 
 
 
  
文京区位置図    地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
 
巻末－8 
 
 
 
８．東京都台東区 谷中周辺地区 【寺院群】 
面積：約 3.1ha 
 
 
       
台東区位置図    地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－9 
 
 
 
９．新発田市 中央町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 3.8ha 
 
 
           
新発田市位置図     地区周辺地形図 
 
 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－10 
 
 
 
10．村上市 寺町地区 【寺院群】 
面積：約 2.0ha 
 
 
         
村上市位置図       地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報   Yahoo!ロコ画像 
 
巻末－11 
 
 
 
11．金沢市 野町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 10.3ha 
 
 
       
金沢市位置図       地区周辺地形図 
 
 
      
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
巻末－12 
 
 
 
12．刈谷市 元町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 2.3ha 
 
 
       
刈谷市位置図       地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－13 
 
 
 
13．桑名市 一色町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 1.3ha 
 
 
       
刈谷市位置図       地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－14 
 
 
 
14．大野市 錦町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 7.9ha 
 
 
  
大野市位置図     地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報   Yahoo!ロコ画像 
巻末－15 
 
 
 
15．京都市 大徳寺地区 【寺院群】 
面積：約 25.4ha 
 
 
         
京都市位置図    地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－16 
 
 
 
16．京都市 相国寺地区 【寺院群】 
面積：約 10.1ha 
 
 
        
京都市位置図      地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－17 
 
 
 
17．京都市 建仁寺地区 【寺院群】 
面積：約 6.7ha 
 
 
        
京都市位置図      地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－18 
 
 
 
18．京都市 妙心寺地区 【寺院群】 
面積：約 17.6ha 
 
 
        
京都市位置図      地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
巻末－19 
 
 
 
19．亀岡市 矢田町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 1.5ha 
 
 
           
亀岡市位置図      地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－20 
 
 
 
20．大阪市 寺町地区 【寺院群】 
面積：約 14.4ha 
 
 
           
大阪市位置図      地区周辺地形図 
 
 
       
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
巻末－21 
 
 
 
21．堺市 南宗寺周辺地区 【寺院群】 
面積：約 2.3ha 
 
 
  
堺市位置図     地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
 
巻末－22 
 
 
 
22．萩市 北古萩町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 5.0ha 
 
 
  
萩市位置図     地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－23 
 
 
 
23．柳川市 西魚屋町周辺地区 【寺院群】 
面積：約 4.9ha 
 
 
        
柳川市位置図      地区周辺地形図 
 
 
         
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
巻末－24 
 
 
 
24．久留米市 寺町地区 【寺院群】 
面積：約 11.9ha 
 
 
       
久留米市位置図     地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－25 
 
 
 
25．臼杵市 二王座地区 【寺院群】 
面積：約 2.0ha 
 
 
       
臼杵市位置図     地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－26 
 
 
 
26．弘前市 仲町伝建地区 【武家地跡】 
面積：約 10.1ha 
 
 
       
弘前市位置図     地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－27 
 
 
 
27．上山市 仲丁通り地区 【武家地跡】 
面積：約 0.6ha 
 
 
           
上山市位置図    地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報            2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－28 
 
 
 
28．小田原市 西海子小路周辺地区 【武家地跡】 
面積：約 3.8ha 
 
 
        
小田原市位置図      地区周辺地形図 
 
 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－29 
 
 
 
29．金沢市 長町周辺地区 【武家地跡】 
面積：約 1.1ha 
 
 
      
金沢市位置図      地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 
巻末－30 
 
 
 
30．五島市 福江武家屋敷地区 【武家地跡】 
面積：約 1.9ha 
 
 
     
五島市位置図     地区周辺地形図 
 
 
  
1974~1978 年撮影国土画像情報   Yahoo!ロコ画像 
巻末－31 
 
 
 
31．日南市 飫肥前鶴通地区 【武家地跡】 
面積：約 2.0ha 
 
 
       
日南市位置図     地区周辺地形図 
 
 
 
1974~1978 年撮影国土画像情報   Yahoo!ロコ画像 
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Ⅱ．アンケート調査票、回答の単純集計 
 
１．2011 年 8 月調査 
 
(1) 調査票 
 
巻末－33 
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(2) 回答の単純集計 
 
１．複数の寺院／武家屋敷跡及びその他の施設にわたって連続的に樹林が保全されている理由に
ついて、考えられる項目を全て ○ で囲んで下さい。（複数回答可） 
回答数 
(全 31) 
30  1 各所有者が個別に保全育成してきた。 
5  2 所有者が協力しあって保全育成してきた。 
0  3 地域の緑の保全育成またはまちづくりを目的とする NPO、自治会その他の市民団体
が、所有者の了解を得て自主的に保全育成活動を行ってきた。 
1  4 地域の緑の保全育成またはまちづくりを目的とする NPO、自治会その他の市民団体
が、所有者との間に協定を結び、それに従って保全活動を行ってきた。 
0  5 市町村が樹林の保全育成に関する事業を NPO、自治会その他の市民団体に委託して
行ってきた。 
0  6 市町村が所有者に働き掛け、樹林の保全育成を目的として行政計画に位置付けた。 
15  7 市町村が樹林の保全育成のために法律、条例等に基づいて伐採や転用に規制をかけて
きた。 
6  8 市町村が樹林を保全育成するための助成制度を作って適用してきた。 
3  9 市町村が所有者や周辺住民に対して啓発活動を行ってきた。 
9  10 樹林または樹林を含む土地の区域（個々の建造物や美術工芸品等に対する指定は除
く。）を文化財に指定して保護してきた。 
3  11 樹林を含めて観光地として認知されており、伐採できる環境にない。 
0  12 樹林が斜面にあるなど立地条件からみて、開発や転用の余地がない。 
1  13 所有者に転用や売却の希望や予定があるが、まだ着手していない。 
5  14 その他 
・環境保護地区（住民の保健及び休養のため又は都市景観上保護することが必要な緑
地)として指定し保護してきた。 
・樹林内の樹木が大木であり、伐採するためにも多額の費用がかかることから、伐採
されていない。 
・樹林を含む土地の区域について、文化財に指定予定がある。 
・老人クラブ会員や居住者及び所有者の希望者で、武家屋敷通り保存会を設立し、武
家屋敷通りの景観保存に取り組んできた。この保存会へ市は年間 50,000 円の補助
金を支出している。 
・国重要伝統的建造物群保存地区の為、保存は条例化されている。 
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２．１．のご回答について、最も主要な理由と考えられるものを、３番目まで順位をつけてご記
入下さい。１．のご回答が３つに足りないときは、それまでで結構です。 
 
第 1 位 第 2 位 第 3 位 
1 所有者     25 
7 規制        6
10 文化財     2 
11 観光地     2 
なし           2 
2 協力        3
7 規制        1 
なし           2 
8 助成        3
10 文化財     1 
11 観光地     1 
なし           1 
10 文化財     3
7 規制        2 
なし           1 
4 協定        1 なし           1 
9 啓発        1 7 規制        1 
14 文化財予定 1 なし           1 
14 保存会     1 13 未利用     1 
なし           6  
7 規制        3 
1 所有者      2 14 伐採費用     1 
8 助成        1 なし           1 
10 文化財     3 
1 所有者      2
7 規制        1 
8 助成        1 
2 協力        1 なし           1 
 
 
 
３．１．のご回答に関して、次の質問にお答え下さい。 
※ 省略 
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４．樹林の保全育成にあたり、現在直面している課題について当てはまる項目を全て ○ で囲
んで下さい。（複数回答可） 
回答数 
(全 31) 
寺 1 武 2  1 全部または一部の所有者に伐採または売却の意向がある。 
1  0  2 全部または一部が道路等の公共施設の整備計画に位置付けられている。 
4  0  3 周辺住民から伐採の要望がある。 
3  1  4 市民の保全育成の意識が育たない。 
1  1  5 所有者と行政または市民との保全育成に向けた連携がうまくいかない。 
14  3  6 樹林の維持管理費に所有者の負担が大きい。 
3  4  7 所有者が高齢化し、樹林の維持管理作業の負担が大きい。 
5  1  8 樹木が老齢化し、または成長し過ぎ、更新が難しい。 
0  1  9 樹木に病虫害が発生している。 
3  10 区域内の建築物に空き家が増加しており、維持管理の担い手が不在である。 
1  11 相続税、固定資産税等の負担が大きい。 
5  0  12 その他 
・回答番号 3 について、寺院周辺の住民から、樹木が竹であるため、藪蚊が発生
したり枯葉が樋に詰まるため伐採してほしいとの要望がある。 
・山間部・丘陵部・平野部が関係する広域的な課題であるが、近年、調査対象の
境内林にカラスが大集団で生息し、糞害や生活ゴミを散乱させる等の課題が生
じている。 
・所有者（檀家含む）が自主的に保全されていると思われます。参考に対象寺院
の電話番号を以下に示しますので、必要に応じて寺院に連絡して聞き取りを行
って下さい。 
・設問に対しては不明である。（対象地区にはない。） 
・今のところ特に所有者等からは要望は無い。 
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５．お示しした区域の都市計画における用途規制、容積率規制、建ぺい率規制をご記入下さい。 
※ 一部区市のみへの設問につき省略 
 
 
 
 
６．これまでの設問のほか、寺院／武家屋敷跡における樹木や樹林の保全活用に関し、現状や課
題などお気付きの点がございましたら、自由にご記入下さい。 
 
○寺町寺院群の場合、武家が信仰していた宗派の寺院が多く、明治維新後、武士階級だった市民
の多くが、東京に移住してしまい、寺院の檀家数が極めて少ない。そのため、個々の寺院の収
入源も少なく、樹林の維持管理に係る費用の捻出にも苦心されている状況も伺える。また、寺
院の一部では、敷地内の樹林を伐採し、駐車場や新たな墓地を整備することにより、維持管理
のための収益を確保している事例もある。 
○寺への聞き取りによると、寺町の樹林は、昔は防火・防風用として扱われていたようだが、現
在ではその保全理由は薄れており、この数十年は樹林があることでそれぞれの寺の景観が良く
なるため保全しているとの回答があった。維持管理は、壇信徒がいるおかげで年に 1 回以上は
剪定及び防虫が行えているとの回答であった。しかし、昔より木々は減っていて、ある寺では
30 年前と比べて 5 本ぐらい減っている。裏にあった 30 メートルを超える杉の木が、風にあお
られると本堂に接触しそうになっていたため伐採したという寺もある。また、雷が落ちて腐っ
たあとにシロアリにやられた例もある。 
○これらの寺院は、江戸時代城下町を守るため、外堀に沿うように配置されたのが、始まりです。
城下町は大規模な都市計画に基づいて作られたものです。しかし、昭和 22 年の大火でそのほ
とんどを消失してしまいました。これらの寺院は、お寺を支えてきた人たちの厚い信仰心によ
り、同じ場所に立てられ、現在に至っています。 
○市街地は今でも藩政時代の地図がそのまま使える町としての機能と景観が残されており、「まち
じゅう博物館」として街全体を博物館と見立てた事業を展開しています。市内に点在する国県
市それぞれの文化財（文化財保護法）、歴史景観をカンバンなど近代的人工物から街並み景観
を守る（景観条例）、市内に点在する巨樹・古木・樹林を保護する（緑を守る条例）などによ
って街並み保存を推進しているところです。市街地内は狭隘であることから、墓地を含め寺院
も広大な面積に豊かな樹林を擁しているところは数箇所程度です。 
○市名木・古木設置要綱（平成 6 年から）・・市内の神社境内に所在する樹木が対象、一部寺院境
内の樹木・学校内の樹木への標柱設置あり。樹木や樹林が成長し過ぎて所有者の手に負えなく
なり、周辺住民からの苦情が起きてから、所有者・行政間で解決策を検討し始めることが多々
あるため、景観や防災、文化財、地域のシンボル等重要な役割を果たしている樹木や樹林につ
いては、公共性が認められる範囲において、行政が計画的な管理に関わり、所有者と共同で保
全育成する必要があると感じます。 
○・歴史的に出城、支城といった国防前線基地との役割をもった立地のため、道路は狭くクラン
クがある。 
・保全のための有効な施策を地元と協議していく。 
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・歴史的な景観・風情があるので観光名所として情報発信していく。 
○樹木が老齢・巨大化し、傾いたり、地盤をこわしたりするおそれの箇所もある。 
○該当地区において樹林が多く存在するのは、当地区に敷地の広い屋敷が多く、植栽スペースが
あったためであり、今後宅地が分譲されれば樹林スペースがなくなり伐採される可能性がある。
市と土地所有者の間に樹林保存の協定等は結ばれていないため、樹林を保存する指導がしにく
い状況である。 
○４．に記載したような課題について、地元町会から敷地内の樹木・樹林の保全策について、行
政の支援を求める声があった（平成 21 年度）。現在、景観政策課において、当該地区を対象と
した景観法に基づく景観地区の指定に向けて地元でのワークショップを開催している。将来的
には、敷地内の樹木・樹林の維持管理（雪吊り等含む）について、地域住民と行政が目標を共
有し、行政との連携策についても一定の方向性が示される予定である。また、所有者の後継者
が県外に居住している例もあり、今後の保全育成にむけての大きな課題となっている。 
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２．2011 年 12 月調査 
 
(1) 調査票 
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(2) 回答の単純集計 
 
１．（これら／この）地区の樹林の機能についての評価、それぞれの地区について最も近いと思わ
れる項目 
 
A ９ ０
B ８ ９
C ４ １１
D １ １
E ０ ０
３ ７
３ ０
３ ３
合計 ３１
高
↑
↓
低
　　　　　　　  項目
ランク
特段の検討や評
価をしていない。
その他
無回答
景観 防火
 
その他 
【景観】 
・城下町（武家、町屋、寺院）全体として評価はされているが、樹林を個別評価していない。（付
随するものとして扱い） 
・例えば、緑の基本計画の中で、歴史的景観を形成する社寺林や民有地の良好な樹木などについ
て、保存樹・保存樹林への指定などを活用し、保全・育成を支援するとしている。など 
・（2 つの項目に回答） 
・（B と回答した上でのコメント）城の惣構である堀と土塁のうち、土塁が竹薮等として遺存して
いる。惣構を備えた城郭は数少ないことから、現在市の史跡として指定し、保存するための事
務を進めているところです。 
【防火】 
・（「特段の評価や検討をしていない」と回答した上でのコメント）本来、緑（樹林等）の持つ機
能として、一定のボリュームをもった樹林帯には、延焼遮断帯としても機能すると思われる。 
・（D と回答した上でのコメント）地区での火災の記録は数回しかなく、防火水槽や消防機器や建
物等の防火技術は見受けられない。今回の調査の樹木等についても防火帯としての樹木ではな
く景観上の樹木と考えます。 
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２．案に対する貴 区／市 の評価 
 
回答 番号 回答 番号 回答
① 1 ⑩ 1
② 3 ⑪ 8
③ 2 ⑫ 1
④ 0 ⑬ 1
C わからない 2 ⑤ 0 ⑭ 3
D その他 2 ⑥ 3 ⑮ 2
1 ⑦ 3 ⑯ 2
25 ⑧ 2 ⑰ 0
⑨ 2 全体 1
合計
無回答
評　価
A 9このような制度を構築すれば、より効果
的に樹林を保全することができる。
B このような制度が機能するためには、克
服すべき課題がある。
11
 
【その他】 
・寺町に特化した制度は実施できない。全市統一での統一した制度であればよいが、そのような
妙案はない。 
・樹林というよりは、個人の庭木であり、この度の調査で想定される様な環境ではないと考えて
います。このため、スキームの評価については控えさせて頂きます。（現況は各個人、所有者
の庭木、自己管理であります。） 
 
 
２－２．２．で克服すべき課題が考えられる事項を、「樹林保全スキーム図（案）」の「義務」ま
たは「メリット」欄の項目番号から選んで記入の上、考えられる課題を記入 
 
【所有者】 
(1) 対象樹林の保全（義務）（回答数 1、以下同じ。） 
① 石垣や木戸門の保持だけでも厳しい状況。 
(2) 隣接所有者との協働（義務）（3） 
① 樹林保全について（落葉被害により）隣接者の理解が得られない例がある。 
② 年間をとおして、直近の隣接地住民から樹林帯に対する苦情が非常に多く寄せられており、
協働を義務化するのは容易ではない。 
③ 所有者の不在。 
(3) 一定の公開（義務）（2） 
① 公共の用地ではなく所有者がいる土地なので、「一定」であっても公開は難しいと考える。 
② 未公開部分の樹林帯も多く、宗教活動に支障が出る恐れがある。 
【地域住民】 
(6) 保全作業の支援（義務）（3） 
① 地域住民の協力を得るには、メリットが不明瞭であり、また信教上の問題も考えられる。 
② 保全作業の支援については、地域住民の高齢化が進んでいるため、場合によっては広く市民・
事業者を対象としたボランティアとの連携・協力体制も視野に入れることも必要と思われる。 
③ 隣家への配慮（雨樋・屋根瓦への落葉、高所の大枝の落下） 
(7) 樹林の利用（メリット）（3） 
① 樹林による防火防風機能が薄れており、樹林の虫害なども発生している中で、以上のような
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メリットのみで地域住民が積極的に参画してもらえるか疑問が残る。 
②（(3)①と共通） 
③（(5)①と共通） 
(8) 安全の享受（メリット）（2） 
①（(6)①と共通） 
②（(7)①と共通） 
(9) 良好な環境の享受（メリット）（2） 
① 地域の歴史や文化、自然環境の理解 
②（(7)①と共通） 
【行政】 
(10) 計画への位置付け（義務）（1） 
① 景観・防火の視点だけでは難しいのでは。倒木等に対する対応も合わせて考えていく必要が
ある。 
(11) 財政出動（義務）（8） 
① 管理費助成について、行政の費用負担が困難である。 
② 財政出動については、政策の優先順位等もあり、簡単に支出できるものではないと考える。 
③ 樹林が私的な所有物であり既存のものであるため、市民の理解を得ることは難しいと考えま
す。 
④ 樹木保存法に基づく保存樹林指定により、管理費奨励金により支援しているが、直接⑫のよ
うなメリットにはつながりにくいと思われる。また、寺院境内林の場合、墓地の形態が多い
ため、準公共空地と位置付けられるかどうか。※準公共空地の概念が不明確。 
⑤ 樹林帯を好ましく思わない市民がいる中で、財政出動することは困難と思われる。 
⑥ 日常管理や上記(6)に挙げた隣家への影響を及ぼすものへの対策など、財政的支援の対象の線
引き、明確化。 
⑦ （（10）①と共通） 
⑧ （コメントなし。） 
(12) 市街地の防災性と魅力向上の両立（メリット）（1） 
① 景観としては評価するが、防災機能効果が未定。 
(13) 準公共空地の確保（メリット）（1） 
① （(11) ④と共通） 
(14) 景観・防火機能分析と、それに基づく伐採可能限度の設定・規制（義務）（3） 
① 伐採可能限度を設定したとしても、協定である以上は規制は難しいと考える。 
② 樹林保全のためには、自然生態機能のような分析も不可欠ではないか。また、土地利用制限
の緩和については、樹林の生育環境を保全するためにも、安易な判断は難しい。現状として、
駐車場化や安易な伐採により、樹林の生育環境の悪化など、健全性に問題が生じてきている
事例がある。 
③ 伐採の限度等の設定を具体的な数値として表すことが可能かどうか。 
(15) 所有者の土地利用制限を可能な限り緩和（メリット）（2） 
① 協定をすることで緩和への方向にはいかないのでは。 
② （(14) ②と共通） 
巻末－50 
 
(16) 歴史的建造物の防火規定の、対象樹林の防火機能に見合う緩和（義務）（2） 
① 防火規定の緩和は法的に可能？ 
② 指定建造物や土塀等に隣接する樹木はむしろ建物の維持管理のために伐採する必要があるの
に、規制をかければ建物の維持管理に悪影響が出る恐れがある。 
(全体)（2） 
① 行政として、横断的な組織の確立が必要。 
② 財政面から考慮しても優先順位が低い。 
 
 
３．前回調査及びこれまでの設問のほか、 寺院群／武家屋敷跡 における樹木や樹林の保全活
用に関し、その方策などお気付きの点がございましたら、自由にご記入下さい。 
 
○保護樹林に指定されていない樹林が伐採され、新たに墓地等に転用されている可能性が多々あ
る。持ち主の樹木や樹林への意識改革も必要である。（が、行政としては現時点では指導等で
きない！） 
○アンケートにあるように、樹木を個別として考えていない。城跡、武家、町屋、寺院の４点セ
ットを全体的に考慮しているので、教育委員会との調整が必要である。 
○樹林を保全していく上では、市民共通の財産として捉えた上で、行政だけでなく、隣接住民や
地域、広く市民も意識した連携・協力が不可欠と考えます。しかし、現状として安全・安心の
評価軸で見てみると、越境枝や日照阻害、落ち葉等に関する隣接住民との日常的トラブルに加
え、強風等による落枝や倒木に対する不安などマイナス評価が極めて大きく、一方で分析が難
しい防火機能というプラス評価は伝わりにくいものです。景観・歴史のほか自然度など、様々
な評価軸からみたプラス面も踏まえ樹林保全の必要性を判断しなければならないため、個々の
地域毎でスキームの構築に必要な要素とその組み合わせ手法は異なると思われます。 
○寺院群における樹木や樹林の保全は、景観維持のために必要であるし、寺院において樹木は大
切に扱われている。しかし、一方で、落ち葉や枯葉、倒木の危険性などで不満をもつ近隣住民
が多く難しい。行政は常に批判の対象になるため、一方の側にたって業務をすることは困難で
ある。 
○所有者、行政でなく、地域住民が保全してほしいと要望がない限り、三者の協定は難しいと思
われる。ただ方策としては、市民協働で樹林保全ができればベターである。 
○樹木保存法にもとづく保存樹木の制度運用が限度で、財政的、人的にも厳しい状態が続いてい
る。 
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Ⅲ．所有者等ヒアリング記録 
 
イ地区．寺院職員 
 
日 時 ： 2012 年 3 月 31 日（土）10:00~10:50 
対象者 ： 寺院職員 
聞き手 ： 立命館大学大学院 髙松 正彦 
 
○ 樹林の成り立ち 
 
・本山には基本的に松を植えている。これは臨済の教えであり、景観を保つためと教えが伝わる
ように松を植えるとされている。これに習っている。 
・松はマツクイムシの被害を受け、今では耐性のある松を植えている。 
・火災に対する役割は分からない。 
・古木はない。古い写真をみても今に残るような松は見当たらない。今あるもので最も古くて
100 年くらいと思われる。 
・消毒するなど手を入れているが、ダメなときはダメなので、植え替える。 
・塔頭は管理に費用のかかる松を好んでいない。本山以外ではマキ、モッコク、モミジ、カシ、
スギ、ヒノキなど多彩である。 
・町は国の一筆登記である。土地に関しては一存では何もできない。 
 
○ 樹林の評価 
 
・本山は寺同士が集まっている。市内でも寺町等では間に建物が入ったりして一つ一つの寺が孤
立している。本山は寺としての雰囲気、空気がある。住民も来訪者も山内に入ると空気が一変
すると感じてくれる。緑なくして寺は語れない。 
・庭にコケが生えている。同じ庭でもコケがあるとないとでは違う。人に与える気持ちの作用が
違う。コケを守るには木が必要。日当たりなど微妙な良い関係にある。最近は夏場の乾燥がひ
どく、地ゴケ以外にがんのようなコケがはびこって地ゴケを痛める。見た目はきれいだが、根
が浅くはがれてしまう。 
・防火に関しては類焼防止のために木を植えるのではなく、結果としてそうなるということを知
っておいてもいいと思う。飛び火で火が移ることは知っていたが、木は熱を抑えるということ
は知らなかった。 
 
○ 樹林の維持管理 
 
・本山はやりたいようにやっていると費用が 1～2 千万円／年かかる。松は鋏を入れてむしる（す
かす）。この作業は手間がかかるので重要なところだけで抑えている。 
・本山は維持作業の 9 割は業者さんに任せている。あとは手の空いている和尚が鋏を入れるく
らい。修行僧は掃除だけしてもらっている。 
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○ 周辺住民との関係 
 
・外周部は塔頭であり、周辺には不平を持っている人もいるだろう。気をつけながらそれぞれで
対応している。 
・自分の寺では手入れをするのは年 1 回なので、その間にかなり伸びる。 
・剪定枝の量が多いときは焚き木をすることがあるが、煙の苦情をもらうことがある。 
 
○ 今後の課題 
 
・文化財は文化があってのもの。目にする人にとって心地よい部分が必要。 
・生活の部分と自然の部分と合わさったところに空間ができる。 
・仏教の教えと空間は切っても切れない関係である。本堂にいても手入れされた庭が見えている。 
・里山と人との関係と同じ。三位一体。仏教と人と空間との関係を守っていきたい。 
 
○ 地域のサポートについてどう思うか 
 
・寺ごとに悩みはあるだろうが、サポートをお願いできる素養が必要。 
・寺で法要しているだけでは関係者の高齢化が進む。 
・自分は年 2 回彼岸に 30 分話をする。15 年やっているが 10 年くらいたつと分かってきたこと
がある。 
・伝わる話ができたときは聞く人の目が違う。そうなると同世代の人も増えてくる。そうなって
くれば寺を直す時に寄付をお願いしても反応が違う。日ごろの種まきをしていくことに意味が
ある。基本として必要だ。 
以上 
 
ロ地区．寺院所有者 
 
日 時 ： 2012 年 3 月 1 日（木）13:30~15:15 
対象者 ： 寺院住職 
聞き手 ： 立命館大学大学院 髙松 正彦 
 
○ 樹林の成り立ちについて 
 
・戦前の図が残っていて、森はこの形であった。裏（北）の方がより茂っていた。それ以前はわ
からない。 
 
・太平洋戦争で、街じゅうきれいに焼けた。狙われたのは工場などであったのだろうが、見せし
めの意味もあったかも知れない。 
・方丈の屋根に焼夷弾が落ち、2～3 日くすぶったあと諸堂に燃え移った。当時の住職は高齢で
巻末－53 
 
屋根に登れず、焼夷弾の処理ができなかった。 
・当時この場所は環濠で廻らされた街の南の端であった。 
・南に隣接している環濠の外は焼けていない。同和地区や畑、
レンガ工場などがあった。 
 
・戦後 7～8 年で区画整理事業が始まり、土地利用が変化し始
めた。 
・今ある南側以外にも環濠があったが、埋められてしまった。
残念なことだ。 
・北、西側の墓地はあとからできた。以前は樹林であり、境内
を囲むようになっていた。 
・樹林の中に塔頭があった。塔頭を維持できなくて廃寺になる
と、林に戻っていた。 
 
・西の堀跡沿いに背の低い竹が 150m くらいにわたって植えてある。多くの種類があり、意図
的に造ったと思われる（図 1）。 
 
○ 樹林の評価について 
 
・街は緑が極めて少ない。 
・まとまった緑は、古墳群とここぐらいである。 
・他にも多くの寺があるが、商人の作った寺なので、間口が狭く境内が取れない。そんな寺が
200 も並んでいた。 
・広い寺は 2 寺くらいである。 
 
・京都の枯山水は借景を利用しているが、ここにはない。 
・境内は盛土の上にあり、これは環濠を掘った時の土であろう。 
・石庭の右手は海であり、樹林が薄い。ここから海が眺められ
たという言い伝えがある。（図 2） 
・街は平坦な土地であるが、盛土のおかげで海が見えたのかも
知れない。 
 
○ 樹林が保全されてきた要因について 
 
・最近は樹林を切るという話は出ていない。 
・明治維新の時、寺の土地であった環濠が、手続きの不備で国
のものになった。 
・近年、南の環濠（図 3）の両側に遊歩道を造るために伐採し
ようという話が出たので、市と交渉し、土地を買い戻した。 
・貴重な緑であり、地域の環境のためにも必要という公共心を持って樹林を維持している。 
図 1 西の堀沿いの竹林 
図 2 海側から見た境内 
図 3 南の環濠 
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・最近は庭園の裏などをきれいにして歩けるようにもしたが、市からはなんら助言や提言は無い。 
・整備したことで多くの枝葉が出たが、市は処分について協力してくれない。 
・個人的に奉仕してくれる植木屋がある。 
・住民や企業の支援は無い。 
 
○ 今後樹林を維持していくにあたっての課題について 
 
・木を切ると周囲から切ったと陰で言われるようだ。 
・一方で、落葉の苦情もある。顔を見せたくないからか、電話で言ってくる。切ってやっても礼
一つ来ない。 
・周辺住民は多くの恩恵を受けているはずなのに、理解してもらえない。高度な市民意識は期待
できない。 
・檀家寺ではないので、地域とのつながりは希薄。 
・しかし、落葉の掃除をしてくれる人もいる。 
 
・石庭の背後はスーパーの派手な塗装や、コンクリートの塔が目立つ。バックが野放図ではよく
ない。 
・今の庭も作庭者の意志のとおりになっていないだろう。 
・背後の樹林はニレやエノキが多いが、カシなどの常緑樹に変えていきたいと思い、際の方にカ
シを植えている。 
・しかし、雑木林は成長しないと機能を発揮しない。何十年もかかる話。 
・土壌は砂地であり、樹木の生育に良くない。入れ替えた表土にはコケがついた。コケがつくよ
うになると、適度な湿り気が出てくるようだ。 
 
・クスなど大樹が建物のそばに寄り過ぎると、油や落葉の堆積で建物が傷む。防火だけを考える
わけにもいかない。 
・防火設備は金がかかる。一度火事を出すと小さな火事でも建物は使えなくなる。火を止めるこ
とより出さないことが大事と考える。必要のないところには電気を引かない。 
以上 
 
ハ地区．地域住民 
 
日 時 ： 2012 年 3 月 13 日（火）16:00~17:00 
対象者 ： 地域住民 
聞き手 ： 立命館大学大学院 髙松 正彦 
 
○ 樹林の評価 
 
・我々における地域の環境とは、緑が多ければよいという姿勢である。その緑の多くが私有地で
あることが地域の特性であり、難しい。しかし、住民の意識はだんだん高くなってきている。
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周りからいいまちと言われるとそうかなと思う。 
・我々でできることは、皆がいいと思うことをどう共有させるかである。いいと思うことのずれ
をなくしていくことである。守るだけではだめ、悪いものを変えながら守っていく必要がある。 
・地域の建物は古くても戦前の建物、伝建とは異なる。そして、エリアが広い。だから、そこに
住む人の住み方が大事かなと思う。 
・地域の周囲に緑が多く、恵まれている。地域の中には緑が少なく、囲まれているのが特徴であ
る。寺の緑で救われている。 
・地域の人がみんな緑が好きというわけではない。誰かが言っていないとなくなってしまう。 
・震災でも戦災でも台地の上は焼けずに残った。それでも建物の更新は進んでいる。建築も周り
に合わせてほしいと思う。 
 
○ 樹林とのかかわり方 
 
・落葉の問題がある。道路に落葉が落ちると苦情が来る。カラスの巣もできる。 
・イチョウは燃えにくいからイチョウが増えたこともある。しかし、カラスが好む。10m 以上
になると巣が増えるから切っている寺もある。 
・住民は迷惑がかからなければ好き。落葉くらいはいいと思う人が少しでも増えていけば。 
・公園は少ない。私有地だからこそ意識が必要。 
・地域の寺は裕福だからいい。法事や葬式の規模が小さくなってきている。そうなると、境内の
土地に手をつける可能性がある。新しい木を植える等の積極的な管理はしていない。 
・道路計画通りになれば、環境は破壊される。 
・行政は商業中心、熱心な職員は一人しかいない。 
・防災の取組みは始まったばかり。大震災やコミセンでみんなが熱心になった。逆に、緑や環境
からは遠のいた。 
・通りの電線地中化は、行政は必要と言ってくれるが動かない。幹線道路の計画があるのでいじ
れない。 
 
○ 今後の意向と課題 
 
・最終的にはまちづくり憲章を作りたい。スローガン的なもの。行政には地域は意識が高く先進
的だからボトムアップでできてくると思われているが、そうではない。大方は無関心、数人で
やっている。 
・行政には邪魔をしてほしくない。住民サイドでできないことを基本にやってもらいたい。 
・寺にはとやかく言うことはない。気を使ってくれている。墓以外は緑も手を入れてくれている。 
・人のためでなく、自分が住む街を悪くならないようにしよう。外からほめられることは大事、
何がいいか言ってもらって再認識する。ずっと住んでいる人にはわからない。 
・外に出かけて帰ってくるとほっとする。他にはない良い環境がある。例えば、買い物は個人商
店が充実していて便利。いつまで維持できるか。 
以上 
Ⅳ．参照した web ページ 
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補注または参考文献には、web ページから資料や情報を収集し、収録したものがある。これら
の資料等は、時間の経過とともに更新等により改変または削除される可能性がある。このため、
巻末資料に当該資料等のハードコピーを掲載することとした。 
ただし、国土交通省の審議会答申及び地方公共団体の行政計画は、冊子等に印刷されたものが
保存されるので除いた。 
 
【第３章第２節補注】 
 
(1) 東京都防災ホームページ（2012 年 4 月参照） 
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/athome/shelter.html 
 
 
 
巻末－57 
 
【第３章第２節参考・引用文献】 
 
1) ｢地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地」の地区数、
面積一覧（2012 年 4 月参照） 
http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/07/070711_.html 
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2) 「避難場所等（平成 19 年度改定）」の公表について（2012 年 4 月参照） 
http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/topics/h19/topi064.htm 
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12) 都市公園の種類（2012 年 4 月参照） 
http://www.mlit.go.jp/crd/park/shisaku/p_toshi/syurui/index.html 
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13) 都市公園の役割 安全性の向上（2012 年 4 月参照） 
http://www.mlit.go.jp/crd/park/shisaku/p_toshi/koujou/index.html 
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16) 公園緑地関係データベース（2012 年 9 月参照） 
http://www.mlit.go.jp/crd/park/joho/database/index.html 
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【第３章第３節参考・引用文献】 
 
2) 来たれ里の山守たち（2012 年 3 月参照） 
http://www.pref.saitama.lg.jp/uploaded/attachment/362088.pdf 
 
 
※ 「来たれ里の山守たち」は、リンクするパンフレットの名称である。 
 
 
3) 企業との連携事業の情報（2012 年 9 月参照） 
http://www.tokenshi-kankyo.jp/green/csr5.html 
 
 
 
